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国際農研中長期計画 用語解説 

用 語 意  味 

国連ミレニアム開発

目標 

国連ミレニアム・サミット（2000 年９月）で採択された国連ミレニアム宣言

に基づき設定された、2015 年までに達成すべき８つの開発分野におけ

る国際社会共通の目標。 

国際農業研究協議グ

ループ（CGIAR） 

Consultative Group on International Agricultural Research（CGIAR）。

国際農林水産研究に対する長期的かつ組織的支援を通じて、開発途

上国における食糧増産、農林水産業の持続可能な生産性改善により

住民の福祉向上を図る目的で 1971 年に設立された国際的な協議組

織。 

セグメント 法人の内部管理の観点や財務会計との整合性を確保した上で、少なく

とも、目標及び評価において一貫した管理責任を徹底し得る単位。 

PDCA サイクル Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の４段階を繰り

返すことで、業務を継続的に改善する手法。 

グローバル・フードバ

リューチェーン戦略 

産学官連携で生産から製造・加工、流通、消費に至るフードバリューチ

ェーンの構築を推進し、日本の食産業の海外展開と成長、食のインフ

ラ輸出と日本食の輸出環境の整備、経済協力との連携による途上国の

経済成長を実現していく戦略。 

地球公共財 

（ Global Public 

Goods） 

国・地域を越えて世界的に裨益する成果。 

双方向コミュニケーシ

ョン 

研究成果等を一般の方々に分かりやすく説明するとともに、一般の

方々の期待や不安、懸念等の声を真摯に受け止め、その後の研究開

発や実用化のプロセスに活かしていくための双方向のコミュニケーショ

ン。 

NGO Non-Governmental Organization。開発、貧困、平和、人道、環境等の

地球規模の問題に自発的に取り組む非政府・非営利組織。 

持続的開発のための

農林水産国際研究フ

ォーラム（J-FARD） 

開発途上国の農林水産業に関する情報交換、協調、連携を図るため

のフォーラム。平成 16 年設立。 

目的基礎研究 研究者の独創的アイディアや純粋基礎研究の成果を基に、農林水産

業・食品産業分野における技術革新や新事業の創出など、将来のイノ

ベーションにつながる技術シーズを開発するための出口を見据えた基

礎研究。 

キャリアパス ある職位に就くまでに経験すべき業務や身につけるべき能力の順序や

計画。 

クロスアポイントメント

制度 

研究者等が、大学や公的研究機関、民間企業等の間で、それぞれと

雇用契約関係を結び、各機関の責任の下で業務を行うことが可能とな

る仕組み。 

気候変動に関する政

府間パネル（IPCC） 

人為起源による気候変動・影響・適応・緩和方策に関し、科学的、技術

的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、

1988 年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により設立さ

れた組織。 

持続可能な開発目標

（SDGs） 

Sustainable Development Goals。「国連持続可能な開発サミット（2015

年 9 月 25～27 日）」で採択された「我々の世界を変革する：持続可能

な開発のための 2030 アジェンダ」に掲げられた 17 の目標と 169 のター

ゲット。 
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令和元年度に係る業務の実績 

 

 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

１．政策の方向に即した研究の推進と PDCA サイクルの強化 

（１） 政策の方向に即した研究の戦略的推進 

中長期目標 

中長期計画やその達成のための研究課題は、地球規模の食料・環境問題に対処し、国際貢献

を図るとともに、開発途上地域の農林水産業の技術の向上に寄与する観点から設定する。同時

に、我が国の農林水産研究の高度化等に貢献するとともに、我が国の企業、生産者等が活用でき

る技術シーズや知見が得られた場合には、事業化等に貢献するための情報提供や現地での支援

等を積極的に行う。 

また、研究課題の進捗管理のため、工程表を作成し、その活用を図る。さらに、研究課題の評価

は外部有識者等を活用し、国際的な見地に基づいて自ら厳格に実施するとともに、評価結果に基

づく「選択と集中」を徹底し、研究の進捗状況、社会情勢の変化等に応じ機動的に研究課題の見

直しを行うとともに、社会実装の可能性が低下した研究課題は変更や中止を行う。 

 

中長期計画 

ア 開発途上地域の農林水産業の技術の向上や国際情勢の観点に加え、我が国の政策への貢

献、我が国の農林水産研究の高度化や技術の向上への波及効果等の観点を踏まえ、研究課

題、研究推進方策等を設定し、研究開発を戦略的に推進する。 

イ JIRCAS が行う研究開発により、我が国の企業、生産者等が活用できる技術シーズや知見が得

られた場合には、事業化等に貢献するための情報提供や現地での支援等を積極的に行う。 

ウ 研究課題の進捗管理は、研究に先立って各年次の具体的な達成目標を記載した工程表を作

成し、これに基づいて行う。 

エ 研究課題の評価は、中長期計画の達成状況を基に、外部の専門家・有識者等を活用しなが

ら、適正かつ厳格に実施する。 

オ 評価結果や社会情勢の変化等を踏まえ、「選択と集中」を徹底し、研究課題の変更、強化、中

止等、必要に応じた見直しを行う。 

 

《令和元年度実績》  

ア 研究開発の戦略的な推進 

 「食料・農業・農村基本計画」（平成 27 年 3 月 31 日）で求められている飢餓・貧困対策、気候

変動等の地球規模課題や、「国立研究開発法人国際農林水産業研究センター中長期目標」に対

応するための研究プログラム及び研究プロジェクトを推進した。さらに、中長期目標重点事項（第１

の４の（２））に示されたアフリカ開発支援やグローバル・フードバリューチェーン戦略等の重要政策

に対応するため、研究資源を集中的に投入する旗艦プロジェクトとして、気候変動対応プロジェク

ト、アフリカ食料プロジェクト、フードバリューチェーンプロジェクトを実施した。 
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特に国際農林水産業研究戦略に定める研究推進事項の一つである地球規模課題に関しては、

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）で、平成 30 年度に採択された「オイ

ルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指したオイルパーム古木への高付加価値化技術の開

発」が開始され、また令和元年度に国際農研研究員を研究代表者とする新規課題「高栄養価作物

キヌアのレジリエンス強化生産技術の開発と普及」が採択された。 

研究セグメント（プログラム）の運営にあたってはプログラムディレクター（PD）に裁量権を付与し、

研究の進捗や情勢の変化に応じて PD 裁量経費を活用した予算措置を可能にするなど、機動的

な運営体制を継続した。 

また、行政部局からの出席を得てプログラム検討会（令和 2 年 2 月 14 日）を開催し、政策の方

向に即した研究の実施や行政ニーズへの対応について意見を求める等、政策方向に即した研究

の推進に努めた。 

さらに、次期中長期目標・計画に向けての国際農研の中長期的な研究・調査課題とその業務実

施に必要な体制についての戦略を検討するため、次期中長期計画の検討に係る「中長期戦略ワ

ーキンググループ」を設置し、報告書をとりまとめた。 

 

イ 事業化等に貢献するための情報提供や現地での支援等 

民間企業による事業化を含む他機関との連携を促進するため、国際農研の成果情報の広報お

よび意見交換を行った。バイオマスエキスポ 2019（令和元年 6 月 5～7 日、東京国際展示場青海

展示棟）、サイエンスアゴラ 2019（令和元年 11 月 16～17 日、東京テレコムセンタービル）、アグリビ

ジネス創出フェア 2019（令和元年 11 月 20～22 日、東京国際展示場）、SAT（つくばサイエンス・ア

カデミー）テクノロジー・ショーケース 2020（令和 2 年 1 月 24 日、つくば国際会議場）等に参加及び

出展し、研究成果の普及を推進した。 

 

ウ 工程表を用いた研究課題の進捗管理 

 各研究課題について、毎年度の成果物と研究終了時の最終成果、目標とするアウトカムといった

具体的な達成目標を記載した工程表を作成し、これに基づいて研究課題の進捗管理を行った。プ

ログラム検討会（令和 2 年 2 月 14 日）及び外部評価会議（令和 2 年 3 月 18 日）で、工程表の進

捗状況の確認と評価を実施した。 

  国際農研の研究業務は、プログラム・プロジェクト体制のもとで工程表による研究課題ごとの工

程管理が実施されている一方、研究職員個々の業務については、職員が所属する研究領域の領

域長等による日常の研究指導とエフォート管理が行われている（プログラム・研究領域マトリックス

制）。平成 30 年度に試行的に導入した研究職員の研究進捗管理、人材育成等に必要な年間の研

究・業務の目標・計画を作成・管理する研究職員の年間研究・業務計画書を令和元年度から本格

導入した。本計画書を活用し、工程表による研究課題の進捗管理と研究職員個々の業務管理を

連携させ、国際農研のミッションである地球規模の食料・環境問題の解決に必須である分野横断

的な研究の実施と、研究分野における研究能力向上を両立させるプログラム・研究領域マトリックス

制のメリットを強化した。 

  

エ 研究課題の適正かつ厳格な評価 

中長期計画の進捗状況及び年度計画の達成状況について、業務実績の自己評価を行うため、



- 3 - 

 

 

業務運営検討会、プログラム検討会、外部評価会議で構成される中長期計画評価会議を設置し

ている。令和元年度は中長期目標期間の４年目であることから、年度評価に加えて中長期目標期

間の見込評価も実施した。 

 

（業務運営検討会） 

令和 2 年 2 月 13 日に開催した業務運営検討会では、運営業務の毎年度計画の達成度につい

ての自己点検・評価を行った。 

「業務の質の向上」、「業務運営の効率化」、「財務内容の改善」等について、内部評価者(役員、

幹部職員)により、自己点検・評価を行った。 

本検討会により、令和元年度自己評価書（案）及び第 4 期中長期目標期間に係る自己評価書

（見込）（案）の企画・連携推進業務及び業務運営部分の自己評価案及び評価コメント案を取りまと

め、外部評価会議の検討資料とした。 

 

（プログラム検討会） 

令和 2 年 2 月 14 日に開催したプログラム検討会では、令和元年度の各プログラムの成果につ

いて検討するとともに、行政部局から 14 名、関係研究開発法人から 8 名の出席を得て、行政部局

からの要望の把握及び各法人との協力・連携について検討した。各プログラムを構成する研究プ

ロジェクトは、年次別の達成目標を定めた工程表を用いて、研究課題の進捗管理を行っている。研

究計画や成果に対するコメント等を踏まえ、各プログラムの自己評価案及び評価コメント案の取りま

とめを行い、外部評価会議の検討資料とした。行政部局から得たコメントは、研究推進に活用する

とともに、主要なコメントに対する対処方針を行政部局に文書で回答した。 

 

 (外部評価会議) 

国際的な水準からみた評価を行うため、JICA をはじめ総合科学技術会議基本政策専門調査会

の専門委員等の経験を有する外部有識者・専門家による外部評価を実施している。令和 2 年 3 月

18 日に開催した本評価会議では、運営や研究に関する業務報告ならびに討議等を基に、令和元

年度実績及び第 4 期中長期目標期間実績（見込）に対する評価を実施した。理事長は、評価委員

による評価結果、評価コメント及び自己点検・評価、その他の状況を総括的に検討し、最終的な自

己評価を決定した。この自己評価を記載した業務実績報告書を農林水産省に提出した。 

 

令和元年度外部評価会議の評価委員 （五十音順） 

氏  名 所  属 

荒川 博人 前 住友商事株式会社 顧問 

礒田 博子 筑波大学 生命環境系 教授/地中海北アフリカ研究センター長 

小鞠 敏彦 日本たばこ産業株式会社 経営企画部 サイエンスアドバイザー 

生源寺 眞一 福島大学 食農学類長 

安田 尚代 外国法事務弁護士 

 

オ 評価結果や社会情勢の変化等を踏まえた研究課題の見直し 

中長期計画評価会議における検討結果をふまえ、研究成果の社会実装に向けた活動強化に



- 4 - 

 

 

伴う研究課題の変更等研究課題の変更（2 課題）を行った。 

 

（２） 法人一体の評価と資源配分 

中長期目標 

限られた予算、人員等を法人全体で有効に活用し最大限の成果を得ることが重要である。この

ため、法人全体を俯瞰して厳格な評価を行い、予算・人員等の資源を的確に配分するシステムを

構築するなど PDCA サイクルを強化し運用する。なお、当該評価は、別途定める評価軸及び指標

等に基づき行う。 

また、運営費交付金を効果的に活用するとともに、中長期目標に即した研究開発の一層の推進

を図るため、外部資金の獲得に積極的に取り組み、研究資金の効率的活用に努める。 

主務大臣による評価結果等については確実に業務運営に反映させる。 

 

中長期計画 

ア 業務の運営状況及び研究の進捗状況について、法人一体として自ら適切に評価・点検する

仕組みを設けるとともに、評価・点検結果を踏まえて適切に計画を見直すことにより、PDCA サ

イクルを強化する。当該評価は、農林水産省が設定する評価軸及び指標等に基づき行う。 

イ 評価結果によって予算・人員等の研究資源を的確に配分するシステムを構築・運用し、研究

を推進する。また、理事長の裁量による研究職員への効果的なインセンティブの付与や研究

環境の充実を図る。 

ウ 中長期計画の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等の外部

資金の獲得に積極的に取り組む。 

エ 主務大臣による評価結果等については適時・適切に業務運営に反映する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 法人一体の評価 

農林水産省が設定する評価軸及び指標等に基づき、業務の運営状況並びに研究の進捗状況

について自ら評価・点検するため、中長期計画評価会議を設置した（（１）エ参照）。令和元年度は、

第 4 期中長期目標期間の 4 年目であることから、第 4 期中長期目標期間の終了時に見込まれる

業務の実績に関する評価・点検を行った（（１）エ参照）。また、中長期計画評価会議における評

価・点検結果を踏まえ、（１）オに示す研究課題の見直しを行った。 

 

イ 評価結果に基づく研究資源の的確な配分 

成果が自己評価において「A」と評定されたプログラム（プログラム A：資源・環境管理）につい

て、当該プログラムディレクター（PD）裁量経費が増額して配分された。PD 裁量経費は、研究課

題の進捗に応じた柔軟な管理を行うため、セグメントの責任者である PD が自らの判断で自由に

配分や使途を決定できる経費である。本経費は、研究の進捗に応じた追加的予算措置、ニーズ

に即した新たな研究開発のための事前調査等に用いられ、各研究課題の推進を支援した。研

究の進捗状況をモニタリングし、追加配分により計画以上の進展が期待できる事項については、

年度当初の配分に加え、年度中間時に配分を行うなど、小規模・単独法人という国際農研の機

動性を活かした柔軟な予算配分を実施した。 
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理事長インセンティブ経費を活用し、理事長のリーダーシップの下、シーズ研究・FS 調査、研

究ニーズ・動向調査、成果利用促進、専門別活動・異分野連携支援、センター機能拡充、研究

活性化、CGIAR（国際農業研究協議グループ）連携等、国際農研の研究や重要な活動を対象

に予算を追加配分することで、研究職員への効果的なインセンティブの付与に努めた。これに

加え、第４期中長期計画期間内においてプログラムを代表するような研究成果が期待できるプロ

ジェクトの加速化、成果の洗練化等を図るため、PD から理事長トップダウン経費への提案を行っ

た。その結果、節水灌漑技術（AWD）によるベトナム水田からの温室効果ガス削減効果の LCA

評価、野菜アマランサスの全ゲノム解析、医療・健康機能成分に着目したラオス産黒米の栽培

条件の検討、キャッサバパルプで培養した新機能酵母 b-glucan の特徴に関する研究が行われ

るなど、プロジェクト研究成果の社会実装を支援する研究活動が支援された。 

 

ウ 外部資金獲得の取組 

中長期計画達成に有効な国内外の競争的資金等外部資金への積極的な応募を行った。提案

内容については、プログラムディレクター、役員会、運営会議で十分検討する体制をとっている。 

令和元年度の科学研究費助成事業（科研費）は研究代表者として 15 件、研究分担者として 13

件実施した（継続を含む）。令和 2 年度科学研究費助成事業に対しては、令和元年 11 月に研究

代表者として 16 件、研究分担者として 13 件の応募を行った。令和元年度の科学研究費補助金特

別研究員奨励費は、継続を含め 4 件交付された。このほか、令和元年 9 月に応募した課題のうち

1 件が内定した。 

外部資金による研究費は、科研費、農林水産省、独法、民間等からの受託及び助成を受けてお

り、多様な獲得形態となっている。令和元年度における外部資金収入は、政府受託収入や研究費

助成事業収入等 86 件による 470 百万円であった。外部資金応募の拡大や採択件数の増加に向

け、グループウェアやメーリングリストを活用して外部研究資金に関する情報を発信したほか、外部

資金獲得の実績を定期的に運営会議で報告するなど、獲得に向けた支援体制を強化した。 

さらに、提案書作成責任者の指名、海外連絡拠点を活用した現地情報の収集や共同研究機関

との連絡・調整、幹部職員による提案への指導等、外部資金獲得へ向けた体制を整えた。地球規

模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）で、平成 30 年度に採択された「オイルパー

ム農園の持続的土地利用と再生を目指したオイルパーム古木への高付加価値化技術の開発」が

開始されたことに加え、新たに国際農研研究員を研究代表者とする研究課題「高栄養価作物キヌ

アのレジリエンス強化生産技術の開発と普及」が採択されたほか、新規課題 1 件（代表）に応募す

るなど、外部資金獲得の取組が大きく進展し、令和元年度の外部資金収入は前年に比べ約 17%増

加した。 
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令和元年度外部資金収入の内訳 

 （単位：千円） 

  平成 30 年度 令和元年度 

政府受託収入  6 件 16,445 6 件 16,100 

独法受託研究収入 16 件 223,348 17 件 305,934 

独法受託業務収入 0 件 0 0 件 0 

その他受託研究収入 11 件 71,147 8 件 50,694 

受託調査収入 15 件 390 20 件 572 

⇒ 以上、受託収入計  311,330  373,300 

     

研究費助成事業収入  27 件 41,925 34 件 55,039 

政府補助金 2 件 49,700 1 件 40,895 

助成金 0 件 0 0 件 0 

  ⇒ 以上、外部資金総計  402,955  469,234 

 

エ 評価結果の業務運営への反映  

主務大臣による評価結果等を業務運営に反映した（巻末付表１「平成 30 年度に係る業務実績

評価結果への対応状況・方針」参照）。反映状況は、ウェブサイトで公表した。 
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２ 産学官連携、協力の促進・強化 

中長期目標 

アフリカ開発支援などに向けた政府の方針、農林水産省が主導するグローバル・フードバリュー

チェーン戦略等に即して、開発途上地域における農林水産業に関する研究水準を向上させ、優れ

た研究開発成果や知的財産を創出するため、海外機関や国際機関、農業関係国立研究開発法

人、大学、民間等との連携・協力及び研究者の交流を積極的に行う。 

特に、農研機構（国際連携担当部署を含む。）、国立研究開発法人森林総合研究所、国立研究

開発法人水産研究・教育機構等との技術シーズや人材活用を含めた協力関係を強化し、効果的・

効率的に業務を推進する。 

また、農研機構がセンターバンクとして実施する農業生物資源ジーンバンク事業について、セン

ターバンクとの密接な連携の下、サブバンクとして遺伝資源の保存、特性評価等を効率的に実施

するとともに、農研機構が推進する育種研究の効率化に協力する。 

 

中長期計画 

ア 国際機関、国内外の研究機関、普及機関、大学、民間企業等との連携・調整機能を強化し、

情報及び人的交流を積極的に推進する。 

イ グローバル・フードバリューチェーン戦略（平成 26 年６月６日グローバル・フードバリューチェー

ン戦略検討会策定）等の政府方針等に即して、国内外の研究ネットワークを活用した連携を

強化する。 

ウ 国立研究開発法人農業･食品産業技術総合研究機構（国際連携担当部署を含む。）（以下

「農研機構」という。）、国立研究開発法人森林総合研究所、国立研究開発法人水産研究・教

育機構等との技術シーズや人材活用を含めた協力関係を強化する。 

エ 熱帯・島嶼研究拠点の立地特性を活かし、農研機構が実施する農業生物資源ジーンバンク

事業や育種研究、他の研究機関が推進する我が国の農林水産業の発展に資する研究業務

に協力する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 関係機関との連携・調整機能の強化、情報及び人的交流の推進 

① 「知の集積」モデル事業の実施 

農林水産省が推進する産学官連携研究の仕組みである「『知』の集積と活用の場による研究開

発モデル事業」の研究課題として、「農林水産・食品産業の情報化と生産システムの革新を推進す

るアジアモンスーンモデル植物工場システムの開発」（アジアモンスーン PFS、代表機関：三菱ケミ

カル）に平成 28 年度から参画し研究を実施している。本モデル事業は、農林水産・食品分野と異

分野の連携を基に、新たなイノベーションの創出による商品化・事業化を目指した研究開発をマッ

チングファンド事業（研究開発の実施において、民間企業等と農研機構生物系特定産業技術研

究支援センターが研究開発費を提供しあう方式）で支援するものである。 

「アジアモンスーン PFS」では、経済発展が著しいアジアモンスーン地域における高品質作物へ

の需要拡大等を視野に、高温多湿地域向けの「アジアモンスーン植物工場システム」という技術パ

ッケージの開発を目指す。国際農研及び民間企業、農研機構、大学が協力し、熱帯・島嶼研究拠

点の高温多湿な気候を生かして、5 つの課題（ハウス内環境制御、被覆資材、栽培管理、育苗、
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ICT・AI）を分担して実証試験を行っている。「亜熱帯条件下に 2 億円/ha のハウスを建て、トマト

30t/10a, イチゴ 10t/10a の周年栽培を目指す」という、難度が高いが明確かつ経済的にもリーズ

ナブルな目標を立て、研究参加機関の技術を統合してこれを達成しようとしている。熱帯・島嶼研

究拠点では、研究参加機関間で合意した試験計画に沿いながら実証栽培を行い、トマトとイチゴ

の生育状況をネットワークを介して参画者に伝えるなど、密に連携を取りながら栽培管理上の課題

及びその解決に向けて取り組んでいる。このような取り組みにより、トマトについては目標である

30t/10a を達成し、イチゴについても目標の達成に向けて栽培の改良を行っている。 

平成 30 年度に新たに参加した「特産作物の技術開発による高度利用プラットフォーム」では、令

和元年度から新たに生物系特定産業技術研究支援センター「イノベーション創出強化研究推進事

業（応用研究ステージ）」の研究課題「ソバアレルゲン性改良形質の社会実装化を目指した発展型

研究」を開始し、国際農研はソバの遺伝子発現・制御に関する解析を行い、ノンアレルゲンソバ品

種開発に貢献している。 

 

② 琉球泡盛製造のための長粒種米の生産 

内閣府等の関係省庁、沖縄県、沖縄県産業振興公社、沖縄県酒造組合等が官民一体となって

実施する「琉球泡盛海外輸出プロジェクト」に協力し、政府が進める沖縄県産米を使った同県特産

の泡盛生産を支援するため、熱帯・島嶼研究拠点において長粒種米の種子生産を行った。生産さ

れた種子を、沖縄県の農家に提供し、農家圃場を用いた栽培試験（4 戸 5.8ha）を実施した。本長

粒種米は、国際稲研究所（IRRI）との共同研究成果であるため、品種登録に向けた IRRI との協議

を実施し、日本における品種登録出願と商業的利用の条件について合意を得た。 

 

③ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）事業の実施 

大学や研究機関、企業等が連携した女性研究者のライフイベント及びワーク・ライフ・バランスに

配慮した研究環境の整備や研究力向上のための取組等を支援する文部科学省科学技術人材育

成費補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）」に平成 28 年度採択され、

本事業の助成により、女性研究者サポートシステムの運営や研究力強化に東京農工大学等と協

働して取り組んだ。令和元年度に行われた本事業の中間評価では、所期の計画と同等の取組が

行われているとして総合評価 A を得た。平成 30 年度で同事業による助成が終了したが、令和元

年度は運営交付金を用い、新規採用女性職員のスタートアップ支援やライフイベントがある職員へ

の補助員配置などの支援を実施するとともに、引き続き同事業の参画機関と連携を継続した。また、

本事業の代表機関である東京農工大学が、大阪大学とともに平成 30 年度に立ち上げた「ダイバ

ーシティネットワーク」に加入し、関東／甲信越ブロック会議（令和元年 11 月 28 日）に参加し、メン

バー機関と意見交換を行ったほか、「全国ダイバーシティネットワークシンポジウム（平成元年 12 月

6 日）」にも参加し、ダイバーシティに関する他機関との連携の範囲を拡大した。 

 

④多面的な共同研究・交流の強化 

国際機関、国内外の研究機関、普及機関、大学、民間企業等との連携・調整機能を強化し、情

報及び人的交流を積極的に推進した。 

 

（国際機関、国外の研究機関等との連携） 
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国際農研と協力関係を長期に渡って継続する国際機関、国外の研究機関、大学等との間では

MOU 等の覚書を締結している。ネパール農業研究評議会（Nepal Agricultural Research Council : 

NARC）や、タイ科学技術研究所（Thailand Institute of Science and Technological Research: TISTR）

の他、BNI 研究の国際的センターである国際農研とソルガム BNI 研究を共同で推進するため、テ

キサス A&M AgriLife Research と新たに MOU を締結し、令和２年 3 月現在で有効な MOU 等は

137 件である。MOU 等に基づき作成されたワークプラン等をもって、令和元年度は、開発途上地

域の 31 カ国 76 研究機関と共同研究を実施した他、6 ヶ国 7 研究機関と受託・委託研究を実施し

た。NARC との MOU 締結にあたっては、ネパール・カトマンズにおいて岩永理事長とグルン NARC

局長による署名式を行い、西郷正道駐ネパール大使ほか日本・ネパール両国の政府関係者等が

多数参加した。MOU 署名は、現地紙でも大きく報道された。 

国境を越えるグローバルな課題の解決に積極的に取り組むため、CGIAR 等の国際機関との連

携を推進している。CGIAR 研究プログラム（CRP2）の実施・運営に協力するため、引き続き CGIAR

事務局に研究員 1 名を派遣した。また、引き続き AfricaRice から研究員 1 名を国際農研に招へい

した。大学院生やポスドク研究者を海外の共同研究機関に派遣する特別派遣研究員の公募を行

った。 

共同研究を推進するため、令和元年度は、共同研究員 52 名、研究管理者 21 名を招へいした。

さらに、国外で開催される国際学会、ワークショップ等で研究成果を発表するため、国外に滞在す

る共同研究員 14 名を派遣した。また、海外の大学に所属する優れた業績を有する研究者 1 名を

客員研究員として受け入れた。この他、共同研究の推進と開発途上地域の研究者の資質向上を

図るため、国際招へい共同研究事業により 5 名の研究者（平成 30 年度からの継続 3 名と新規 2

名）を国際農研に招へいした。 

 

（国内の研究機関等との連携） 

農林水産関係国立研究開発法人等との連携については、「ウ 農林水産関係国立研究開発法

人等との協力関係の強化」を参照。 

国内の研究機関、大学、民間企業等との間には、共同研究契約を締結し、協力を実施している。

令和元年度は農研機構と 15 件の共同研究を実施した他、農林水産関係国立研究開発法人以外

の独立行政法人と 9 件、公立研究機関と 6 件、大学と 45 件、民間企業と 15 件、その他機関（財

団法人）と 2 件の計 92 件の共同研究を実施した。平成 29 年度に共同研究規程を改正し、共同研

究者から研究資金の提供を可能としたところ、令和元年度は 5 件計 20 百万円の研究資金の提供

を民間企業から得た。 

また、国・公立試験研究機関等 4 機関 17 件、国立大学法人 9 機関 16 件、公立大学 2 機関 3

件、私立大学 3 機関 5 件、その他 6 件の海外への依頼出張（47 件、実人員 33 名）を行った。 

共同研究の実施に加え、大学との連携は、令和元年度は、7大学において客員教員、兼任教員

等 15 件を兼務するとともに、京都大学の経営協議会の運営に協力した。さらに、大学その他研究

機関等の主催する講義やセミナーへの講師派遣等、93 件、延べ 300 名を派遣した。 

大学院の教育研究指導等への協力に関する協定（巻末付表２「大学院教育研究指導等の協定

の締結状況」参照）に基づく連携大学院数は、令和 2 年 3 月現在で 8 大学・大学院である。協定

に基づき、新たに 4 名の大学院生を教育研究研修生として受け入れた。大学に 19 件の依頼出張

を行い、国際農研が実施する開発途上地域における研究活動へ参画した。 
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途上国における水資源の有効利用や農業インフラ整備に関する課題の解決を目的として、国内

外の農業農村整備にかかる総合的な調査研究を行うシンクタンクである一般財団法人日本水土総

合研究所に研究員１名を昨年度に引き続き派遣した。 

気候変動適応法に基づき、気候変動適応の情報基盤を充実・強化すること等を目的とする「気

候変動適応に関する研究機関連絡会議」が新たに発足し、小山理事が構成員として参加した。ま

た、AI 研究開発に積極的に取り組む大学・公的研究機関が連携する「AI 研究開発ネットワーク」に

入会した。 

 

（JICA との連携） 

JICA との定期連絡会を令和元年 7 月 5 日に開催し、対象国及び地域の課題解決に向けた連

携の進め方について意見交換を行った。本会議のフォローアップとして、気候変動、アフリカ食

料、フードバリューチェーン（FVC）、食料栄養バランス等の課題毎に担当者を決め、具体的な連

携に向けた協議を行っている。 

JICA が実施する国別研修や集団研修等に協力し、職員による講義や見学依頼に対応した。令

和元年度は、7 件（研修員の総数 50 名）の研修において 20 課題の講義を行った。 

国際農研は、運営委員として JICA が推進する CARD 及び IFNA を支援した。国際農研は、

CARD 第 15 回運営会議（令和元年 6 月 10 日、ケニア・ナイロビ）及び TICAD7 サイドイベントと

して行われた CARD フェーズ２のローンチングイベント（令和元年 8 月 30 日、横浜）に参加すると

ともに、IFNA 第 5 回運営会議（令和元年 6 月 11 日、ケニア・ナイロビ）及びアフリカ開発会議

（TICAD7）に合わせ開催された IFNA ハイレベル・イベント（令和元年 8 月 27 日、横浜）に参加し

た。 

 

イ 政府方針等に即した連携の強化 

国産農林水産物のバリューチェーンの構築に結び付ける新たな産学官連携研究を推進すること

を目的として、農林水産省が実施している「知」の集積と活用の場の構築に、産学官連携協議会会

員として参加した。研究開発モデル事業「農林水産・食品産業の情報化と生産システムの革新を

推進するアジアモンスーンモデル植物工場システムの開発」による共同研究を継続した。産学官

連携協議会は、会員が組織、分野、地域等の垣根を超えて連携し、新たな商品化・事業化を目指

して共同して研究開発に取り組むオープンな活動母体として「研究開発プラットフォーム」を組織し

ている。国際農研は、「Society5.0 におけるファームコンプレックス研究開発プラットフォーム」、「水

産増養殖産業イノベーション創出プラットフォーム」及び「特産作物の技術開発による高度利用プ

ラットフォーム」に参加している。 

また、日本の食産業の海外展開等によるフードバリューチェーンの構築を推進することを目的と

して農林水産省が開催するグローバル・フードバリューチェーン推進官民協議会に参加し、グロー

バル・フードバリューチェーン（GFVC）戦略を発展させ、国・地域別にターゲットを明確化し、より戦

略的な取組を実施することを目的とした「グローバル・フードバリューチェーン構築推進プラン」に関

する議論に参加するとともに、ネパールのフードバリューチェーン構築に寄与することを目的とする

海外農業・貿易投資環境調査分析委託事業（ネパール）のネパール現地訪問プログラムに協力し、

現地調査団に参加した（令和元年 11 月 10～14 日）。さらに、パラオにおける農産物・食品の戦略

的な生産・加工流通・輸出支援を検討するパラオ共和国への農業関連協力調査ミッション（令和 2
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年 2 月 10～12日）に参加した。加えて、農林水産省のアセアン事務局への拠出金事業である「日・

アセアン連携による新産業人材育成支援事業」に参加し、ベトナム及びカンボジアでフードバリュ

ーチェーン研究の成果を報告した。 

科学技術外交の推進に資するため、中国農業科学院との連携強化のための協議（令和元年 6

月 25 日、中国・北京）及び第３回日中農業科学技術ワーキングチーム（令和元年 9 月 24 日、東

京）に参加した。途上国・新興国における栄養改善事業を推進するための官民連携の枠組みであ

る栄養改善事業推進プラットフォーム（NJPPP）において、国際農研は運営委員として運営委員会

に参加した。 

 

ウ 農林水産関係国立研究開発法人等との協力関係の強化 

研究課題の推進にあたっては、農林水産関係国立研究開発法人等との人事交流による連携・

協力の他、計画立案の段階から他法人等の研究者の参加を得て、効率的な成果の達成を図って

いる。海外での研究推進においては、他の農業関係研究開発独立行政法人等との間で締結した

「独立行政法人国際農林水産業研究センターが海外において行う国際共同研究の実施について

の協約書」に基づいて連携協力している。 

令和元年度は農研機構 10 件、森林研究・整備機構 3 件、水産研究・教育機構 3 件、福井県農

業試験場１件（以上 17 件）の依頼出張を行い、国際農研が実施する開発途上地域における研究

活動へ参画した。また、農研機構と 15 件の共同研究課題を実施した。さらに、農研機構に対し、１

件の委託研究を依頼した。 

さらに農研機構と、JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究

協力〜SDGs への貢献」（令和元年 11 月 26 日）を共催した。 

他の農林水産関係国立研究開発法人が開催する試験研究推進会議に、幹部職員等を出席さ

せる一方で、国際農研が開催するプログラム検討会に他法人の幹部職員を招き、研究資源に係る

情報を共有し、協力のあり方について意見交換を行っている。 

令和元年度は、9 名を他法人との人事交流により採用した。 

 

エ 熱帯・島嶼研究拠点の立地特性を活かした研究業務への協力 

「『知』の集積と活用の場」のモデル事業の研究課題「アジアモンスーン PFS」（代表:三菱ケミカル、

平成 28～令和 2 年度）を、三菱ケミカルやパナソニック等の企業、農研機構、大学等、国内の産学

官 13 機関と連携して実施している（上記ア①参照）。 

農林水産省からの受託研究「温暖化の進行に適応する品種・育種素材の開発」及び農研機構生

物系特定産業技術研究支援センター（生研センター）からの受託研究「業務用米等の生産コスト低

減に向けた超多収系統の開発」の 2 件を実施し、イネの雑種初期世代約 150 の集団について二

期作による世代促進を行い、農研機構が推進する水稲育種事業の効率化に貢献した。 

サトウキビでは、農研機構九州沖縄農業研究センター及び沖縄県農業研究センターと協力し、

熱帯･島嶼研究拠点において 153 組み合わせ、365 穂の交配種子を獲得し、国内のサトウキビ育

種事業の推進に貢献した。特に新品種「はるのおうぎ」は、鹿児島県熊毛地域（種子島）向けの奨

励品種として採用され、1,000ha 以上の普及が見込まれている。また、沖縄県農業研究センターか

ら「新たな時代を見据えた糖業の高度化事業」を受託し、サトウキビとサトウキビ野生種（イネ科）と

の種間雑種集団から有望な系統を選抜した。 



- 12 - 

 

 

農研機構遺伝資源センターが推進する、農業生物資源ジーンバンク事業の熱帯・亜熱帯作物サ

ブバンクとして、サトウキビ 534 品種・系統、エリアンサス等 62 系統、熱帯果樹 150 品種・系統及び

パイナップル 125 品種・系統の栄養体保存に貢献した。 

内閣府の進める「沖縄県産長粒種等を利用した琉球泡盛海外輸出検討会議」での長粒種の栽

培に関する情報の提供、会議へ参加するとともに、令和元年度栽培試験に用いるイネ系統

YTH183 の種子、550kg を提供した。また栽培地である伊平屋島での栽培状況の視察、指導等を

行った（上記ア②参照）。  
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３ 知的財産マネジメントの戦略的推進 

（１） 知的財産マネジメントに関する基本方針の策定 

中長期目標 

「農林水産省知的財産戦略 2020」（平成 27 年５月 28 日農林水産省策定）及び「農林水産研究

における知的財産に関する方針」（平成 28 年２月 23 日農林水産技術会議決定）等を踏まえ、

JIRCAS の知的財産マネジメントに関する基本方針を見直す。 

 

中長期計画 

「農林水産省知的財産戦略 2020」（平成 27 年５月 28 日農林水産省策定）及び「農林水産研 

究における知的財産に関する方針」（平成 28 年２月 23 日農林水産技術会議決定）等を踏まえ、

開発途上地域における研究開発成果の社会実装を促進するための知的財産マネジメントに関

する基本方針を見直す。 

 

《令和元年度実績》  

平成 28 年度に策定した「知的財産マネジメントに関する基本方針」に則った知財管理を引き

続き実施した。本方針に基づき、開発途上地域における技術移転を図るため、世界的に事業を

展開している海外企業との共同研究契約締結へ向けた交渉を実施した。交渉にあたっては、農

林水産省戦略的研究推進事業の知的マネジメント強化支援委託事業等を活用し、国際的な知

的財産権の取り扱いを確認するため、知的財産を専門とする弁護士から、免責条項、裁判仲裁

国の規定等、費用及び双方の役割分担の条項等が適正であるか精査し、国際農研の権利が適

正に保護できる契約内容とした。 

 

（２） 知的財産マネジメントによる研究開発成果の社会実装の促進 

中長期目標 

研究開発成果を開発途上地域の農林水産業の現場等での活用に結びつけ、迅速に社会実装

していくため、商品化・事業化等に有効な知的財産の取扱方針を描いた上で、研究開発の企画・

立案段階から終了後の成果の普及までの一連の過程において、以下のとおり、戦略的な知的財産

マネジメントに取り組む。なお、その際には、地球公共財（Global Public Goods）への貢献も考慮す

る。   

ア 発明時における権利化・秘匿化・公知化・標準化や、権利化後の特許等の開放あるいは独

占的な実施許諾等の多様な選択肢を視野に入れ、事業の成功を通じた社会実装を加速化

する観点から最も適切な方法を採用する。 

イ 知的財産の組み合わせによる成果技術の保護強化、知的財産の群管理等の取組を推進す

る。 

 

中長期計画 

ア 研究開発の企画・立案段階から終了後の一連の過程において知的財産マネジメントに取り

組む仕組みを構築・運用する。 

イ 研究開発成果を地球公共財（Global Public Goods）として開発途上地域で活用する観点を含

め、成果の権利化・秘匿化・公知化等の取扱いや実施許諾等に係る方針を検討し、研究成果
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の社会実装の迅速化や知的財産管理の円滑化を図る。 

ウ 知的財産マネジメントに関する基本方針に基づき、戦略的な知的財産管理のために必要な

取組を実施する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 知的財産マネジメントに取り組む仕組みの構築・運用 

平成 30 年度に新設された研究管理科長、知的財産専門職、遺伝資源管理に関する再雇用

職員で構成される法務・知財チームが、引き続き戦略的な知的財産マネジメントに取り組んだ。 

「知的財産マネジメントに関する基本方針」による特許等の権利化への進捗状況の確認及び

権利化後の維持管理状況の確認を定期的に知的財産権審査会において行った。特に特許に

際しては、その発明が現時点においても新規性・進歩性が保たれているか状況の確認を行い、

技術が陳腐化したもの、実施の可能性が低いもの等の特許を放棄した。この結果、これらの特

許の保有を継続した場合に今後必要となる維持経費が節約された。 

海外の知的財産制度に関する情報を収集し、権利を確保するために必要な措置を実施した。

インドネシアにおいて、5 年間実施されない特許の権利が制限（第三者の申請があれば強制的

実施権を設定）されることが判明したため、同国の特許を保有・出願している研究職員と対策を

検討し、該当する特許について放棄、出願取り下げ等を実施した。 

国際農研が国際稲研究所（IRRI）と共同で開発したイネ新品種を、「琉球泡盛海外輸出プロジ

ェクト」（1-2 ア参照）において、沖縄県の農家による生産を可能とするため、IRRI との協議を実施

し、日本における品種登録出願と商業的利用の条件について合意を得た。 

共同研究に必要な遺伝資源の輸出入に際しては、遺伝資源の取得の機会及びその利用か

ら生じる利益の公正かつ衡平な配分（ABS）等の観点から研究職員に助言を行い、MTA 及び

SMTA を海外の研究機関と締結した。 

平成 31 年 3～4 月に行われた、世界知的所有権機関（WIPO）主催の通信講座（UPOV 

Distance Learning Courses）「UPOV 同盟における UPOV 植物品種保護システムの導入」に知

的財産専門職及び研究職員が参加した。知的財産専門職は、外部研修で習得した内容を参考

に、品種登録制度の概要、1991 年 UPOV 条約（植物の新品種の保護に関する国際条約）の解

説、品種登録出願手続き等で構成される、「育成品種登録マニュアル」を作成した。マニュアル

は、国際農研内の電子掲示板に掲載を行い、品種出願参考資料として研究職員による利用を

図った。 

 

イ 研究成果の社会実装の迅速化や知的財産管理の円滑化 

研究開発成果の社会実装を促進するため、民間企業との共同研究による特許（開発途上地域

で多く消費される長粒種米を良好に処理できる籾摺ロール）の共同出願で、企業から早期の商品

化の要望があり、実施許諾の可能性が高いものについて、審査・審理を通常に比べて早く行う早

期審査制度を積極的に利用し、研究開発成果の社会実装の促進に努めた。 

国際農研が平成 28 年度に単独出願した（平成 31 年 2 月 12 日品種登録）パッションフルーツ

の新品種であるサニーシャインについては、九州沖縄地域マッチングフォーラムにおける展示、熱

研市民公開講座での紹介、生産者からの技術相談への対応等普及へ向けた取り組みを粘り強く

行ってきたが、平成 28 年度に利用許諾契約を締結した種苗会社が、今年度初めて種苗を商業的
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に販売した実績をあげ、社会実装へ向けた大きな一歩を踏み出した。育成者権利用料は、前年度

の 224 千円から約 50%増加し 340 千円を得た。 

国際農研が権利を保有する特許「室内エビ養殖システム」についても、技術を紹介する動画の

発信等普及へ向けた活動をつづけた結果、実施許諾契約を締結した企業が、2 件の社会実装

（養殖システムの設置）の実績をあげた。前年度は特許実施料を得られなかったが、令和元年度は

11 千円を得た。 

また、4 件の特許について 5 件が実施許諾された。21 品種について 91 件が利用許諾された。 

 

ウ 知的財産マネジメントに関する基本方針に基づく戦略的な知的財産管理のための取組 

知的財産の技術的な範囲を正しく捉えるクレーム（特許請求の範囲）解釈法についての解説と

特許法第 69 条（試験・研究の例外）による権利侵害のリスク等を、外部有識者により研究職員等

へわかりやすく説明する知的財産セミナー（令和 2 年 2 月 27 日）を開催し、発明者の権利侵害等

のリスクについての意識改革を行った。 

令和元年度は特許出願 2 件、品種登録出願 2 件を行った。また、特許 2 件が登録されるととも

に、ダイズさび病抵抗性大豆 2 品種がパラグアイ共和国で品種登録される等品種登録 4 件が行

われた。 

 

巻末付表３ 知財出願数・保有数・収入 
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４ 研究開発成果の社会実装の強化 

（１） 研究開発成果の公表 

中長期目標 

研究開発成果については、研究成果情報、学術雑誌等への論文掲載等により積極的に公表す

る。その際には、権利化の可能性、秘匿化の必要性等を十分検討する。 

 

中長期計画 

研究開発成果は、研究成果情報、学術雑誌等への論文掲載、学会での発表等により積極的 

に公表する。その際には、権利化の可能性、秘匿化の必要性等を十分検討する。 

 

《令和元年度実績》 

平成 31 年 4 月にクラリベイト・アナリティクス社（旧トムソン・ロイター社）が公表した高被引用論文

数による日本国内の研究機関ランキングにおいて、国際農研は「植物・動物学」分野で 8 位となり、

インパクトの大きな研究成果を創出している機関であることが認められた。また、令和元年 11 月に

クラリベイト・アナリティクス社から公表された「高被引用論文著者（Highly Cited Researches）」の植

物・動物学分野において、生物資源・利用領域の藤田泰成主任研究員と圓山恭之進主任研究員

が、6 年連続して選出された。 

社会科学領域の小出淳司研究員が日本農業経営学会学会誌賞を受賞した他、同領域の平野

聡主任研究員が第 40 回アジアリモートセンシング会議において Green Asia Award を受賞した。さ

らに、昨年度まで国際農研で勤務していた中村達氏らの論文が、日本応用動物昆虫学会の論文

賞に選定された。熱帯・島嶼研究拠点の大前英所長が不良環境条件下におけるマメ類の生理と

マメ類を活用した持続的栽培技術に関する研究が評価され、熱帯農業学会の学術賞を、同じく熱

帯・島嶼研究拠点の松田大志研究員が熱帯果樹に対する研究が評価され、同学会研究奨励賞を

それぞれ受賞した。さらに、生物資源・利用領域の井関洸太朗研究員が、アジア・アフリカの不良

環境における生産性向上に向けた植物遺伝資源の作物学的評価に関する研究が評価され、日本

作物学会の研究奨励賞を受賞した。このほか、水産領域のマーシー・ニコル・ワイルダー主任研究

員の研究グループがエビ養殖に関する研究で日本水産学会の論文賞を、熱帯・島嶼研究拠点の

寺島義文主任研究員の研究グループがサトウキビに関する研究で、日本 LCA 学会の論文賞を受

賞した。 

国際農研の試験研究活動によって得られた研究成果を広く外部に発信し、その普及と利活用を

促進するため、主要普及成果 2 件を含む「令和元年度国際農林水産業研究成果情報」22 件を選

定し、国際農研 HP で公開した。 

国内外の学術雑誌及び国際農研が刊行する英文学術誌 Japan Agricultural Research Quarterly 

(JARQ)に 102 報の査読付論文を発表した。また、JIRCASWorking Report No.88、89、90 を公表し

た他、国内外の学会等においても積極的な発表に努めた。 

研究成果の権利化の可能性、秘匿化の必要性を公表前にプログラムディレクター、領域長が確

認することとしている。これに加え、社会的な影響や研究倫理・法令遵守の観点から、公表者自身

が公表前に自己点検するためのチェックリストを平成 29 年度に作成し、継続して活用している。 

「国立研究開発法人におけるデータポリシー策定のためのガイドライン」（平成 30 年 6 月 29 日

国際的動向を踏まえたオープンサイエンスの推進に関する検討会）に基づき、「国立研究開発法
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人国際農林水産業研究センター研究データポリシー」を策定し、国際農研における研究成果とし

ての研究データの管理・利活用のための方針としている。 

 

巻末付表４： 令和元年度 研究業績（査読付論文） 

巻末付表５： 令和元年度主要普及成果及び研究成果情報一覧 

 

（２） 技術の普及に向けた活動の推進 

中長期目標 

第３期中期目標期間までに得られた研究開発成果を含め、JIRCAS 及び研究者自らが、成果の

利活用が見込まれる国や地域において、関係機関等と連携し、技術の普及に向けた活動を行う。 

また、研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーションの創出を図るため、必要に応じ、

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）に基づく出資並び

に人的及び技術的援助の手段を活用する。 

 

中長期計画 

ア 研究成果のデータベース化・マニュアル化や、生産者・企業・普及組織等が利用可能な形で

研究成果を紹介すること等を通じ、成果の迅速な普及を図る。 

イ 成果の利活用が見込まれる国や地域において、関係機関等と連携し、成果の普及に向けた

活動を行う。 

ウ 研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーションの創出を図るため、必要に応じ、

JIRCAS の研究開発の成果を事業活動において活用し、又は活用しようとする者に対し、科学

技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）に基づく出資並び

に人的及び技術的援助を行う。その際には、「研究開発法人による出資等に係るガイドライ

ン」（平成 31 年１月 17 日内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）・文部科学省科

学技術・学術政策局決定）を踏まえ、関連規程を整備した上で適切に実施する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 研究成果のデータベース化・マニュアル化等による研究成果の紹介、研究成果の普及に向け

た広報活動 

国際農研が有する研究成果の利活用が見込まれる国や地域において、成果の普及に向けた能

動的取り組みを加速化するため、成果をデータベース化、マニュアル・ガイドライン化し、ウェブサイ

トへの掲載を推進するとともに、パンフレットやポスターとして整理している。令和元年度には営農

計画案の作成を支援するために開発されたプログラムである「アフリカ小農のための農業経営計画

モデルを実行するソフトウェア」（令和元年 11 月 14 日）が公表された。営農条件、経営指標、自給

作物などの情報を入力することで、食料自給や所得向上に有効な営農計画案を作成できる。本プ

ログラムを開発した国際農研研究者は、日本農業経営学会学会誌賞を受賞した（（１）参照）。さら

に、ホワイトギニアヤムの品種識別技術の利用を支援する「ヤム品種識別ツールキット」（令和 2 年

3 月 16 日）も公表された。 

国際農研では、政府が進めるオープンデータの取り組みに資するため、刊行物、入札公告など、

公式ウェブサイトに掲載した情報を再利用が容易な形でオープンデータとして平成 30 年 8 月より
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公開している。各種の展示会や交流イベント等への参加は、1-1（１）イ を参照。 

展示会への出展、市民講座における研究成果の紹介、技術相談への対応等、研究成果の普及

に向けた広報活動を実施していたパッションフルーツの新品種サニーシャインが、初めて商業利

用された。また、技術を紹介する動画の発信等普及へ向けた活動をつづけていた「室内エビ養殖

システム」についても、新たな社会実装の実績をあげた（1-3(2)イ参照） 

 

イ 成果の利活用が見込まれる国や地域における成果の普及に向けた活動 

インドネシア農業研究開発庁長官、土壌研究所長（平成 31 年 4 月 23 日）、国際稲研究所長（令

和元年 8 月 29 日）、タイ科学技術研究所理事長（令和元年 9 月 3 日）、国際農業研究協議グルー

プ（CGIAR）・ジーンバンク関係者（令和元年 10 月 9 日）、コロンビア駐日特命全権大使（令和元年

10 月 10 日）、ベトナム社会主義共和国農業農村開発省（MARD）水資源総局長（令和元年 11 月

17 日）など、海外組織からの訪問 17 件を受入れ、国際農研の研究成果等を紹介すると共に連携

の強化を行った。 

タイ科学技術省主催の「タイ科学技術博覧会 2019」（令和元年 8 月 16～25 日、タイ）に出展し、

チーク材中に固定される CO２量推定法や、伝統的発酵食品であるカノムチン製造工程の科学的

解明に関する研究成果について展示を行った。また、アフリカ流域管理プロジェクトエチオピア課

題現地プロジェクト検討会及びステークホルダー会議（令和元年 6 月 1～2 日、エチオピア）、

「JIRCAS-NAFRI-NUOL 共同研究年次会合ならびに JIRCAS-NAFRI 共同研究運営委員会」（令

和元年 6 月 4～5 日、ラオス）、越境性病害虫プロジェクトの中間報告会「Progress meeting for the 

project “Population dynamics of rice planthoppers and relationship with agricultural activities in 

Vietnam」（令和元年 7 月 24 日、ベトナム）、JIRCAS－カントー大学気候変動対応プロジェクトワー

クショップ 2019（令和元年 9 月 27 日、ベトナム)、「Annual Meeting of “Development of breeding 

materials and varieties of soybean resistant to Asian soybean rust and Cercospora leaf blight”「ダ

イズさび病および紫斑病の抵抗性育種素材・品種の開発」の年次検討会」（令和元年 9 月 11～12

日ブラジル・ロンドリーナ）が共同研究機関と、また、「モザンビークにおける家畜生産性向上およ

び家畜衛生に関するワークショップ」（令和元年 11 月 21～22 日、モザンビーク）では共同研究機

関に加えて農業食料安全保障省、大学、郡普及サービスや農家が参加する等、現地ステークホル

ダーに対してプロジェクトの活動紹介と成果物の社会実装に関する意見交換を行い、情報発信に

努めた。こうした会議等の開催に加え、研究担当者がベトナム農業農村開発省を訪問し、畜産由

来の GHG 発生抑制に関する意見交換を実施する等の政策立案者との対話、サトウキビ白葉病防

除技術に関する研究計画設計の段階から成果の利用者であるタイ製糖工場が研究活動に参加、

ラオスの淡水魚発酵食品パデーク調製に関する住民説明会等研究成果の利用者への働きかけを

多数実施した。 

その他、各種の展示会や交流イベント（1-1(1)イ参照）等の活動に取り組んだ。 

 

ウ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に基づく出資等 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）が施行され、国

際農研においても、同法の定めるところにより国際農研の研究開発の成果を事業活動において活

用し、又は活用しようとする者に対し、出資並びに人的及び技術的援助を行うことが可能となった。

出資等の実施へ向けた準備として、「研究開発法人による出資等に係るガイドライン」（平成 31 年１
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月 17 日内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）・文部科学省科学技術・学術政策局

決定）を踏まえ、関連規程を整備するための検討を開始した。 

 

（３） 広報活動の推進 

中長期目標 

信頼できる農業研究機関として国内外で広く認知されるよう、広報活動のあり方を的確に見直

す。得られた研究開発成果や研究情報は、その活用が見込まれる国・地域等で、各種の手段を活

用して的確に発信する。 

 

中長期計画 

ア 我が国及び関係国において、JIRCAS の業務への理解を増進し、知名度を向上させる観点

から、広報戦略を策定し、戦略的な広報活動に取り組む。 

イ プレスリリース・取材対応等、メディアを有効に活用するとともに、刊行物の発刊、メールマガ

ジンの発信、外部イベントへの出展など、多様な媒体・機会を活用して情報発信を行う。 

ウ 現地ワークショップや説明会を通じて、研究分野やターゲットに応じた効果的な情報発信を

行う。 

 

《令和元年度実績》  

ア 戦略的な広報活動への取組  

① SDGs への貢献に関する広報活動の強化 

研究プロジェクトによる SDGs への取り組みや貢献を示すために各ページに示される SDGs アイ

コンの表示をわかりやすいものに改良した。9 月に発行した一般向けの広報誌「広報 JIRCAS」

Vol.4 の中で、「国際農研がめざす持続可能な世界」として、国際農研がめざす目標とその取り組

みを紹介した。国立研究開発法人協議会（国研協）が主催するシンポジウム「国研協による科学技

術の連携で目指す SDGs」（令和元年 11 月 15 日、東京）に併せて行われたブース展示（令和元年

11 月 16～17 日）に出展し、天水稲作の生産性を向上させる農民の意思決定システム（WeRise）の

デモンストレーションを行った。政府による SDGs を推進するための取組を示す「拡大版 SDGs アク

ションプラン 2019」（令和元年 6 月、SDGs 推進本部）で、国際農研の活動が「優先課題③：成長市

場の創出，地域活性化，科学技術イノべ－ション」の下に位置づけられた。 

 

② ターゲットを明確にした広報活動 

平成 29 年度に広報誌の見直しを行い、「JIRCAS ニュース」と「Newsletter」に加えて、一般の方

を対象とした新しい広報誌「広報 JIRCAS」を発行している。また、小・中学生を対象に国際農研の

活動をわかりやすく紹介することを目的に作成したリーフレットも活用し、研究者や大学生だけでな

く、研究に従事しない一般の方や小・中学生など、ターゲットを明確にした広報活動に取り組んだ。

研究の進捗を反映し、国際農林水産業研究センター要覧を更新した。また、過去・現在・将来の国

際農研の存在・活動の国内外への広報に使用するため、国際農研・熱研創立 50 周年事業の一環

として、記念ロゴマークを作成し、ウェブサイト等で活用した。 

 

イ 多様な媒体・機会を活用した情報発信 
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令和元年度は、9 件のプレスリリースを行い、内 8 件が国内の新聞やオンラインニュース等に掲

載された。重要な研究成果のプレスリリースについては、「根の葉緑体を作るのに窒素同化鍵酵素

が重要であることを発見～イネグルタミン合成酵素アイソザイムの巧妙な使い分けを明らかに～」等

4 件を実施した。また、20 件の取材対応を行った。国内はもとより、海外のメディアに対しても積極

的かつ丁寧な対応に努め、メディアを有効に活用した広報活動を推進した。 

 

巻末付表６ ： 令和元年度 プレスリリース 

 

平成 28 年度より、ウェブサイトのデザインをタブレット等の小画面でのウェブサイト閲覧に対応し

たレスポンシブ・デザインに変更している。令和元年度は、英語による情報発信を強化するため、

新たに雇用した特定任期付職員による英文記事の充実を実施した。令和元年度は、プレスリリース、

イベント・シンポジウム等の案内や報告、国際農研の最近の動きや海外現地の動きなど、日本語版

157 件、英語版 122 件の記事を配信し、タイムリーな情報発信に努めた。新たな記事の掲載に加

え、これまで日本語で掲載された記事のうち、海外で関心が高いと思われる記事 200 本を英訳し

た。その結果、国際農研に関する記事が国内外の新聞等 98 件（国内 73 件、海外 25 件、同一

課題の複数紙掲載を含む）に掲載された。特に海外の新聞等への掲載件数は、前年度（12 件）に

比べて倍増した。 

さらに、4 月に開催した一般公開時に地元テレビ局の取材があり、その模様が一週間にわたりリ

ピート放送され、また、大手通信社から会員向けに発行している週刊誌に、国際農研の研究者が

海外での研究活動を紹介するコラムの執筆依頼があり、これまで 5 人の研究者の活動内容が連載

されるなど、効果的な広報が図られた。 

 

巻末付表７ ： 令和元年度 掲載記事 

 

定期刊行物としては、英文年報（Annual Report2018 10 月 25 日）、JIRCAS ニュース（No. 87 11

月 19 日、No. 88 3 月 23 日）及び Newsletter （No. 87 11 月 19 日、No. 88 3 月 23 日）を発行

し、また、一般向けの広報誌「広報 JIRCAS」は、9 月 20 日に Vol.4 を、2 月 4 日に Vol.5 を発行し

た。これら全ての刊行物をウェブサイトに掲載するとともに、JIRCAS ニュース、Newsletter、広報

JIRCAS は一般公開などのイベント開催時に、積極的に広く一般に配布した。また、平成 30 年度国

際農林水産業研究成果情報とその英文版である JIRCAS Research Highlights in 2018 をウェブサ

イトに掲載した。さらに、JIRCAS Working Report Series（No.88 3 月 5 日、No.89 3 月 19 日、No.90 

3 月 19 日）を刊行し、国際農研の研究成果の公表・広報を図った。 

 

巻末付表８ ： 令和元年度 刊行物のタイトルと概要 

 

また、国際農研が刊行する英文学術雑誌 Japan Agricultural Research Quarterly (JARQ)を計 4

号発行し、我が国および各国の農林水産業研究の成果を紹介する 41 編の論文を掲載した。

JARQ は、ウェブサイトに PDF 版を掲載するとともに、JST が運営する電子ジャーナルの無料公開

システムである J-STAGE にも公開して国内外の主要サイトとリンクすることにより、情報発信･流通

の活性化を図っている。令和元年度は、執筆要領の専門分野（Disciplines）名リスト及び論文投稿
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時の参考となるテンプレートを改正するなど、JARQ 編集事務局の機能を向上させた。 

これらの刊行物を、開発途上地域を主体とする 105 か国、903 か所の研究機関、大学等に配布

した。 

「JIRCAS メールマガジン」では、引き続き JIRCAS の最新トピックスや研究成果等の広報を行っ

た。令和元年度は、月 1 回の配信と 2 回の増刊号による 14 回配信した。配信者数は 559 名となっ

た。また、英語版を 3 ヶ月毎(4,7,10,1 月)の配信による 4 回配信した。英語版の配信者数は 229 名

となった。 

外部イベントへの出展については、(4)イに記載。 

 

ウ 現地ワークショップや説明会を通じた情報発信 

国際農研は、研究活動や研究成果を紹介する現地セミナーやワークショップなどを 31 回（うち海

外 23 回）開催した。 

 

（４） 国民との双方向コミュニケーション 

中長期目標 

JIRCAS 及び研究者自らが、シンポジウムやイベント、学校教育に参加すること等により、我が国

や関係国の国民との継続的な双方向コミュニケーションを進める。これにより、研究開発のニーズ、

研究開発に対する期待や不安、懸念等の声を把握するとともに、農林水産分野における国際的な

研究開発や JIRCAS の研究開発成果等への理解を促進する。 

 

中長期計画 

ア シンポジウムやセミナーの開催、見学や技術相談への対応等を通じて、効果的な双方向コミュ

ニケーションを進める。 

イ JIRCAS の活動に対する国民の声を把握するとともに、理解を増進するため、一般公開に加

え、外部イベントへの出展、サイエンスカフェ、出前授業等のアウトリーチ活動に積極的に取り

組む。 

ウ 共同研究の相手機関や研究対象地の所在国政府等と連携し、研究実施地域の住民の理解を

得るための取組を推進する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 効果的な双方向コミュニケーションの推進 

国際農研が行う試験研究活動への理解を増進するため、研究成果の情報発信と国内外におけ

る認知度向上を目的に、国内で8件の公開シンポジウムやセミナーなどを開催した。 

令和元年11月26日につくば国際会議場において、地球規模課題を解決するSDGs への貢献と

いう視点から、植物の越境性病害虫に関連する分野の最前線で活躍する専門家・研究者の講演、

討議を通じて、今後の有効な国際研究協力のあり方を探るため、JIRCAS国際シンポジウム2019

「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力～SDGs への貢献」を開催した。今年度は、189

名が参加し、会場がほぼ満席となる盛況であった。 

その他、農学研究者と工学研究者との間で合宿形式の異分野交流を行う「Plant phenotyping x 

Engineering アイデアソン」（令和元年8 月26～27 日、国際農研本所）を開催した。 



- 22 - 

 

 

また、技術相談（本所53件（うち海外からの相談15件）、拠点47件（うち海外からの相談0件））で

は、国際農研の研究者が自身の研究成果や開発途上地域における貢献について分かりやすく説

明する双方向コミュニケーション活動を行い、科学・技術対話の推進に努めた。 

 

巻末付表９ ： 令和元年度 国際シンポジウム・ワークショップ・セミナー等の開催実績 

 

イ アウトリーチ活動への取組 

令和元年度、つくば本所は32回、熱帯・島嶼研究拠点は78回のアウトリーチ活動を行った。つく

ば本所では、一般公開及び各種イベントへの出展を実施した。熱帯・島嶼研究拠点では一般公開

及び生産現場に近い特性を活かし、地域に根ざした広報活動の一環として、研究職員による一般

市民向けの熱研市民公開講座を開催した。 

 

令和元年度 主なアウトリーチ活動 

日時 会場 活動名 概要 

4 月 19 日

～20日 

つ く ば

本所 

一般公開 文部科学省の「科学技術週間」に併せて開催しているもの

で、2日間で1,437名の来場者があった。ポスター展示を利

用した研究者による研究成果の紹介、熱帯果実の試食、エ

ビ実験施設の見学、キヌア及びバイオマス資料の展示、世

界の民族衣装の試着、ハイビスカス・パイナップルの苗配

布、クイズ大会、研究者によるミニ講演会等。 

6月30日 熱 帯 ・

島嶼研

究拠点 

一般公開 令和元年度で14回目となり、今回は783名の来場者があっ

た。今回は、国際社会共通の目標である持続可能な開発

目標(SDGs)の達成に貢献する熱研の研究活動の一端を示

す各種イベントを用意し、作物や国内外の情報を含めて、

世界的な連携活動を紹介した。研究内容を紹介するイベン

トでは、展示物を新規作成し、子どもから大人まで、見て、

触れて、体験して楽しめる内容をと意識して準備した。多く

の市民の見学者の来所と、様々なイベントへの参加を通し

て、農業に触れ農業を理解するきっかけの場になった。ま

た、熱研と市民との交流が深まり、熱研の発信する研究情

報などが市民の一助となることが期待された。 

9 月 28 日

～29日 

お台場

セ ン タ

ープロ

ムナー

ド （ 東

京都江

東区） 

グ ロ ー バ

ルフェスタ

2019 

開発途上地域における農林水産業の研究を包括的に行う

我が国唯一の機関として参加し、研究プログラムのパネル

展示を行った。さらに、研究者によるミニ講演を兼ねたコミュ

ニケーションタイムを設け、参加者との意見交換を行うなど、

研究分野における国際協力の現状について理解を得る取

り組みに努めた。 

11 月 3 日

～4日 

筑波大

学 （ 茨

筑波大学

学 園 祭

アジア・島嶼資源管理、アフリカ食料、アジアバイオマス（オ

イルパーム）について、ポスター・標本展示を行った。学園



- 23 - 

 

 

城県つ

く ば

市） 

「雙峰祭」 祭への出展は、7年目となり、展示ブースには約900名の来

場者。 

 

また、山梨県立農業大学校（令和元年6月13日、29名）、太平洋地区米軍基地ハイスクール（令

和元年9月10日、41名）、花園中学高等学校（令和元年10月17日、28名）、熊本県立宇土中学・高

等学校（令和元年12月12日、28名）等33件、646名（本所及び熱帯・島嶼研究拠点）の見学に対応

し、ドローンを使ったコメの生育や収量を評価する学習、国際農研の概要、研究プログラムの紹介

を行った他、東京都立農芸高校第3学年選択科目「国際農業」の外部講師として「日本の農業と国

際協力」に関する授業を行った。 

熱帯・島嶼研究拠点では、令和元年度には以下の2件の熱研市民公開講座を開催した。 

・暖地型イネ科牧草ブラキアリア －熱帯での利用状況と新品種「イサーン」の開発－（講師：農研

機構 下田勝久、熱帯・島嶼研究拠点 霍田真一）令和元年9月19日、石垣市健康福祉センタ

ー 

・森のアイスクリーム チェリモヤ ～石垣島での栽培の可能性～（講師：熱帯・島嶼研究拠点 松

田大志）令和元年12月20日、石垣市健康福祉センター 

 

巻末付表１０ ： 令和元年度 アウトリーチ活動 

 

ウ 研究実施地域の住民の理解を得るための取組 

上記(2)イに示す「タイ科学技術博覧会2019」への出展、現地ステークホルダーに対するプロジェ

クトの活動紹介と成果物の社会実装に関する意見交換等を行った。 

熱帯・島嶼研究拠点では、6月30日に第14回熱研一般公開を開催し、今回は783名の来場者を

得た。今回は、国際社会共通の目標である持続可能な開発目標(SDGs)の達成に貢献する熱研の

研究活動の一端を示す各種イベントを用意し、作物や国内外の情報を含めて、世界的な連携活

動を紹介した。 

熱帯・島嶼研究拠点では、令和元年度九州沖縄マッチングフォーラム（8月28日）において、「熱

帯・島嶼研究拠点(熱研)育成パッションフルーツ品種「サニーシャイン」とパパイヤ品種「石垣珊瑚」

を展示・紹介した。 

 

（５） 研究開発成果の中長期的な波及効果の把握と公表 

中長期目標 

JIRCAS の成果が開発途上地域等で活用され、関係国や我が国に大きな波及効果を及ぼすに

は通常長い年月を要する。このため、過去の研究開発成果の社会への貢献についてできるだけ定

量的に実績を把握し、その結果を関係国及び我が国の国民に公表するとともに、社会に貢献する

研究開発成果の創出を常に強く意識して業務を進める。 

 

中長期計画 

ア 独立行政法人化以後の主要な研究開発成果について、フォローアップ調査を計画的に実施

し、ウェブサイト等で公表する。 
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イ JIRCAS の研究開発成果や活動が、我が国及び開発途上地域の農業や社会の発展に果たし

てきた貢献について広く国民に認知されるよう、ウェブサイト等を活用して情報発信する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 主要な研究開発成果のフォローアップ調査 

令和元年度は、前年度に立案した追跡調査の計画に従い、平成27、28年度に選定した2件の

主要普及成果に関する追跡調査を実施した。追跡調査の概要は以下のとおりである。調査結果は

ウェブサイトで公表した。 

 

・貯蔵中に糖濃度が上昇するオイルパーム伐採木の簡易選別法（平成27年度主要普及成果） 

平成27年度主要普及成果「貯蔵中に糖濃度が上昇するオイルパーム伐採木の簡易選別法」に

ついて、令和元年12月22～27日に、マレーシアにて、広島大学大学院 国際協力研究科 金子 

慎治教授を外部評価者とする追跡調査を実施した。 

現地でオイルパーム伐採木（OPT）を利用したペレット加工プラントの実証施設に関わる日本企

業およびマレーシアの各関係機関において聞き取り調査を行った結果、本主要普及成果は、貯蔵

することにより糖度が上昇するOPTを容易に判別することが可能であり、①バイオガスおよびバイオ

エタノールの効率的な生産、②OPTの利用のタイミングとストックヤード管理の適正化などに有効な

技術であるとの評価が得られた。本成果はOPTを利用した燃料用ペレット、バイオガス、バイオエタ

ノール生産過程で使用されるものである。実証試験が行われたOPT燃料用ペレット製造施設は、

OPT搾汁から生産したバイオガスで発電してペレットの加工を行う施設であり、持続的かつ環境影

響が少ないオイルパーム利用に貢献するものであるが、現在は商業運転の前段階である。OPTペ

レットの利用拡大、認証制度、およびオイルパーム農園からのOPTの運搬など、技術普及の背景と

なる課題についても整理された。 

 

・酸味が少なく外観良好なパッションフルーツ新品種『サニーシャイン』（平成28年度主要普及成

果） 

平成28年度主要普及成果「酸味が少なく外観良好なパッションフルーツ新品種『サニーシャイ

ン』」については、当初の予定よりも苗木の増殖に時間を要し、令和元年夏に最初の苗木が商業的

に利用された（1-3(2)イ参照）状況であることから、本調査実施を令和2年度に延期した。令和元年

度は予備的な調査として、パッションフルーツ生産における本品種の有望性、苗木の生産の状況

など、普及・流通に向けた現状を整理し、鹿児島大学農学部・山本雅史教授に外部評価者になっ

て頂き、現状に対するコメントを頂いた。 

本成果については、従来パッションフルーツが敬遠された要因である強い酸味と、夏期着色不

足を克服した点で意義があり、真夏のパッションフルーツ出荷量の落込みを解消し得る点でインパ

クトも大きいと評価された。一方、病害の発生が確認されており、普及のためには状況の把握と解

決策の検討が最優先事項であるとのコメントを得た。これらの指摘を受けて、苗の生産・出荷と病害

対策の状況、および開花・結実等の状況を判断するため、令和2年4月及び6月に現地追跡調査を

実施することが望ましいと判断された。 

 

イ ウェブサイト等を活用した情報発信 
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平成 28年 3月に導入したコンテンツマネージメントシステム（CMS）を活用し、プレスリ

リースやイベント情報など国際農研の研究開発成果や活動について、適時かつ迅速な情報

発信を引き続き行っている。また、国際農研公式 Webサイトの情報については、「オープン

データ基本指針」（平成 29年 5月 30日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民

データ活用推進戦略会議決定）に基づき、二次利用が可能な形で提供している。 

令和元年度は、英語での発信を強化するため、新たに雇用した特定任期付職員の支援を受

け、「JIRCASの動き」などについて掲載後に順次英語での翻訳を作成、公開した。また、過

去の記事について英語への翻訳を順次行った。また、刊行物のうち研究成果情報について、

特に「ラオスの養魚餌料として有望なアメリカミズアブの周年採卵技術」（27年度）及び「ア

フリカにおけるサバクトビバッタの時空間的分布パターン」（30年度）へのアクセスを中心

に、1月以降ページビュー数が増加した。 

6月に、技術の進展や内閣サイバーセキュリティセンターが示す「政府機関の情報セキュ

リティ対策のための統一基準」平成 30年版に準拠し、法人として Webサイトの情報セキュ

リティを確保するため、従来の「JIRCAS Webサイトガイドライン」を改訂し「国際農林水

産業研究センターWeb サイト運営要領」を整備した。また、従前から行っている YouTubeな

どソーシャルメディアサービスを利用した情報発信を行う際の信頼性を向上させるため、

「ソーシャルメディア利用ポリシー」を策定した。また、発信内容や運用方針について「ソ

ーシャルメディア運用ポリシー」として公表した。 

これらの取り組みにより、国際農研の研究開発成果や活動について国民の認知の向上を

図った。 

 

コンテンツ種類別集計（ページビュー数、□平成 30年度 ■令和元年度） 
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５ 行政部局等との連携強化 

中長期目標 

農林水産省の行政部局と研究計画段階から密接に連携し、行政部局のニーズを十分に理解し

て業務を進める。また、緊急時対応を含め連携会議、専門家派遣、シンポジウム開催等に対応す

る。 

専門研究分野を活かし、JIRCAS の高い専門知識が必要とされる分析及び鑑定、講習や研修の

実施、国際機関や学会への協力等を行う。 

 

中長期計画 

ア 行政部局のニーズに対応するため、研究の設計から成果の普及・実用化に至るまでの各段階

において、関係行政部局との情報交換を密に行うとともに、毎年度の成果検討会議等に関係

行政部局の参加を求める。 

イ 行政部局の要請に対応するため、緊急時対応を含む連携や各種連絡会議、シンポジウムの

開催、専門家派遣等に協力する。 

ウ 行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、JIRCAS の高い専門知識が必要とされ、他の機関では

実施が困難な分析及び鑑定を実施する。 

エ 他の国立研究開発法人、大学、国公立機関、民間、海外機関等から講習生、研修生を積極

的に受け入れ、人材育成や技術水準の向上に貢献する。 

オ 国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、国際機関や学会等の委員会・会議等に職

員を派遣するなど、要請に応じて活動に協力する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 関係行政部局との情報交換  

行政部局のニーズに対応するため、関係行政部局との人事交流や諸会議等を通じて情報交換

に努めた。昨年度に引き続き、人事交流により、農林水産技術会議事務局に、研究職員 1 名を派

遣した。また、行政ニーズや行政部局の意見を研究に反映するため、研究成果等を検討する中長

期計画評価会議のプログラム検討会（令和 2 年 2 月 14 日）に、関係行政部局の参加を求め、農

林水産技術会議事務局、大臣官房、林野庁、水産庁の農林水産省担当官が検討に加わった。検

討会では、国際農研が新たに研究課題を設定して対応すべき、行政ニーズの変化について意見

を求めた。 

 

イ 行政部局の要請への対応  

行政部局の要請に対応するため、連携や各種連絡会議、シンポジウムの開催、専門家派遣等

に協力した。 

①G20 首席農業研究者会議（MACS） 

G20 MACS は、世界食料の安定供給にむけた農業研究の優先事項や連携強化に向けて、G20

各国、国際機関等を代表する農業研究者が話し合うことを目的とした会議である。国際農研は、第

1 回 会議（平成 24 年、メキシコ）から参加し、国際的な課題解決に向けた議論に貢献してきた。 

  第 8 回 G20MACS は、G20 のホスト国である日本政府の主催により平成 31 年 4 月 25～26 日

に東京で開催された（4 月 24 日はフィールドツアーで宮城県における東日本大震災被災地の農
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業復興事業を視察）。国際農研は、岩永理事長が農林水産省顧問として議長を務めるとともに、関

係する研究者が出席した。会議では「越境性植物病害虫」及び 「気候変動対応技術導入のため

の社会実験的アプローチ」に関する研究の国際連携の推進を主要な議題として取り上げた。国際

農研は、越境性植物病害虫に関する研究事例をプログラムディレクターが紹介するとともに、岩永

理事長の主導によりコミュニケをとりまとめ、越境性植物病害虫、気候変動対応技術導入のための

社会実験的アプローチについて、日本が国際ワークショップ開催や研究連携促進を行うという我が

国の提案について、G20 メンバーの支持を得た。 

本会議の議論の要点は、G20 農業大臣会合（令和元年 5 月 11～12 日、新潟）で、岩永理事長

により、G20 加盟国及び招待国の農業大臣、国際機関の代表に報告された。農業大臣会合会場

に併設された展示ブースでは、「SDGs に貢献する国際農業研究」というテーマで、国際農研の活

動を紹介するポスター等の展示を行った。 

第 8 回 G20MACS フォローアップのワークショップとして、東南・東アジア地域を対象とした食品

ロス・廃棄抑制に関する国際ワークショップ（令和元年 10 月 16～18 日、東京）、持続可能な農業

のための気候変動対応技術・農法の導入・拡大に関する国際ワークショップ（令和元年 11 月 5～7

日、東京）及び越境性植物病害虫の研究連携に関する国際ワークショップ（令和元年 11 月 27～

29 日、つくば）が開催され、岩永理事長及び国際農研研究者が参加した。特に越境性植物病害

虫ワークショップでは、岩永理事長が議長を務めるとともに、国際農研の研究者 4 名がテーマ毎の

論点を事前に議論するディスカッショングループに参加した。また、本ワークショップと連携して、

JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力〜SDGs への

貢献」（令和元年 11 月 26 日）を開催した。 

第 9 回 G20MACS は、G20 のホスト国であるサウジアラビア政府の主催により令和 2 年 2 月 17

～19 日にダンマームで開催され、岩永理事長が前 MACS 議長として参加し、第 8 回 G20MACS

の成果を報告した。 

 

②アフリカ開発会議（TICAD7） 

日本政府が主導するアフリカの開発をテーマとする国際会議であるアフリカ開発会議（TICAD7）

が開催された（令和元年 8 月 28～30 日、横浜）。国際農研は、TICAD７出席にあわせた、CGIAR

（国際農業研究協議グループ）やアフリカ SDGs センター所長の来日を機に、農林水産省が開催

した「国際農業研究セミナー ～アフリカを動かす農業の力～」（令和元年 8 月 26 日、東京）で、岩

永理事長が基調講演「アフリカにおける SDGs 貢献に向けた農業技術開発」を行い、国際農研に

よるアフリカにおける取組について紹介した。公式サイドイベントとして開催された農林水産省主催

シンポジウム「アフリカを動かす力〜食・農業の未来に向けて～」（令和元年 8 月 28 日、横浜）で

は、小山理事が総合討論でモデレーターを務めた他、3 名の国際農研研究者が講演者及びパネ

リストとして登壇した。さらに、「日本・アフリカビジネス EXPO」において、農林水産省公式サイドイ

ベントとして行われた展示ブースのトークイベント（令和元年 8 月 30 日）で、国際農研のアフリカに

おける環境・資源管理に関する研究の取組について紹介した。一方、TICAD７出席のために来日

した各国・国際機関の要人と積極的に会談を行い、イスフ・マハマドゥニジェール共和国大統領

（令和元年 8 月 27 日）、アキンウミ・アデシナアフリカ開発銀行総裁（令和元年 8 月 28 日）、ルシ

アン・ラナリヴェル マダガスカル農業畜産水産大臣（令和元年 8 月 30 日）及び屈冬玉 FAO 事務

局長（令和元年 8 月 27 日）と二者会談を行うとともに、Matthew K. Morell 国際稲研究所長、Nur 



- 29 - 

 

 

Abdi イスラム開発銀行農業グローバルプラクティスマネージャーらの国際農研訪問（令和元年 8

月 29 日）を受け入れた。 

 

③ネパールにおける共同研究の推進 

平成 30 年 5 月に西郷正道前農林水産技術会議事務局長が駐ネパール日本大使に着任した

ことを契機として、国際農研は同国との共同研究の可能性について検討を進めてきた。令和元年

度は、ネパールとの協力を一層推進するため、同国の国立農業研究機関であるネパール農業研

究評議会（NARC）との間に共同研究に関する MOU を締結した。農林水産省の要請により、岩永

理事長が農水省の海外農業・貿易投資環境調査分析委託事業による専門家調査団に同行し、ネ

パール・カトマンズにおいて岩永理事長とグルン NARC 局長が MOU に署名した（令和元年 11 月

13 日）。署名式には、西郷正道駐ネパール大使ほか日本・ネパール両国の政府関係者等が多数

参加した。MOU 署名は、現地紙でも大きく報道された。 

 

④農業分野の温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス（GRA） 

GRA は、平成 21 年に設立した農業分野の温室効果ガス排出削減等に関する研究ネットワーク

である（令和 2 年 3 月現在 62 か国が参加、日本は発足当初からの参加国）。平成 29 年に、日本

がアジアで初めての議長国となり、国際農研岩永勝理事長が議長に就任した。平成 30 年に議長

国が日本からドイツに移行し任期が終了した後も、岩永理事長は前議長として GRA の定期電話

会議に参加し、引き続き GRA の活動に貢献した。令和元年 10 月 6～7 日に、インドネシア・デン

パサールで第 9 回 GRA 理事会が開催され、国際農研から岩永理事長が参加し、2021-25 年

GRA 戦略プラン等の議論を行った。 

 

⑤アフリカ稲作振興のための共同体（CARD） 

CARD はアフリカにおけるコメ生産拡大のため、メンバー国の自助努力と、その活動に関心を持

つドナー国との連携を支援する協議グループとして、平成 20 年に JICA とアフリカの緑の革命の

ための同盟 (AGRA)によって設立され、10 年間でサブサハラ・アフリカのコメ生産量を倍増させる

ことを目標に活動してきた。国際農研は運営委員会のメンバーとして国際イネ研究所（IRRI）、アフ

リカ稲センター（AfricaRice）とともに科学的な見地からの貢献を目的に CARD に参画している。

CARD は設置から 10 年の活動期間を過ぎ、令和元年より CARD フェーズ２が開始された。国際農

研は、第 15 回 CARD 運営会議（令和元年 6 月 10 日、ケニア・ナイロビ）及び TICAD7 サイドイベ

ントとして行われた CARD フェーズ２のローンチングイベント（令和元年 8 月 30 日、横浜）に参加

した。 

 

⑥国際再生可能エネルギー機関（IRENA） 

国際農研は、日本政府と IRENA のバイオマスエネルギーに関する協力の合意（平成 22 年 5

月）を具体的に進めていく枠組みの中で、職員を IRENA に派遣する取組を継続するとともに、当

該職員による情報収集・発信を行った。また、平成 30 年度から IRENA と連携して開始した、国際

連携による農業分野における温室効果ガス削減技術の開発のためのプロジェクト「農産廃棄物を

有効活用した GHG 削減技術に関する影響評価手法の開発」（農林水産省委託研究）を継続し、
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我が国を含む各国で開発・実証が進んでいる農産廃棄物を有効活用した GHG 削減技術に関し

て、その影響を評価する手法を開発し、当該手法を用いて実際の技術を評価した。 

 

⑦行政部局との多面的な連携 

第 8 回 CGIAR システム理事会（令和元年 5 月 15～16 日、エチオピア・アジスアベバ）及び第 9

回 CGIAR システム理事会（令和元年 11 月 13～14 日、中国・成都）に国際農研研究者が日本政

府代表とともに参加した。 

農林水産技術会議事務局が主催する「若手外国人農林水産研究者表彰選考委員会」の選考

委員として岩永理事長が選考に加わるとともに、農林水産技術会議事務局等との共催で、「2019

年若手外国人農林水産研究者表彰(Japan Award)」（令和元年 11 月 26 日）を実施した。本表彰制

度は、開発途上地域の農林水産業研究機関等から推薦を受けた 40 歳未満の若手研究者 3 名に

賞状と奨励金（甕(もたい)JIRCAS 賞 5,000 米ドル）を授与するものであり、今回で 13 回目である。 

  令和元年度は、34 名の応募者の中から選考委員（7 名）による書類審査を経て 3 名が選考さ

れ、農林水産技術会議会長により受賞者が決定された。若手外国人農林水産研究者表彰（Japan 

Award）の表彰式典は、令和元年 11 月 26 日につくば国際会議場中ホール 200 において挙行さ

れ、式典には、小林芳雄農林水産技術会議会長、内閣府大臣官房（総合科学技術・イノベーショ

ン担当） 高原勇審議官、独立行政法人国際協力機構 山田英也上級審議役を来賓に迎え、選

考委員会の岩元睦夫座長より審査経緯の報告、表彰状及び奨励金（甕(もたい)JIRCAS 賞）目録の

授与に引き続き、受賞者講演が行われた。 

令和元年度の受賞者及び業績は以下のとおりである。 

 Dr. Jacobo ARANGO MEJIA （国籍：コロンビア、所属：国際熱帯農業センター） 

「温室効果ガス削減と地球温暖化対策のための熱帯イネ科牧草に関する研究」 

 Ms. MAI Thi Ngan （国籍：ベトナム、所属：ベトナム国家農業大学) 

「豚流行性下痢ウイルス検出のための簡便で正確かつ安価な診断検査法及びプール検査システ

ムの開発」 

 Dr. Rebijith KAYATTUKANDY BALAN （国籍：インド、所属：ニュージーランド第一次産業省植

物防疫・環境研究所） 

「分子生物学的手法によるインドの重要害虫の同定、多様性の解明及び防除」 

 

 

 

写真：2019 年若手外国人農林水産研究者表彰(Japan Award)の受賞者と選考委員等 
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農林水産省等から後援を得て、JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に立ち向

かう国際研究協力 ～SDGs への貢献」を開催した（令和元年 11 月 26 日）。 

農林水産技術会議に理事長または理事が参加した。また、「国際農林水産業研究戦略」（平成

28 年 7 月 13 日農林水産技術会議決定）に記載されるオールジャパンとして取り組む国際農林水

産業研究の体制整備等を目的として開催された「国際農林水産業研究に関する連絡会議」に、構

成員として参加した。 

さらに、農林水産省からの依頼により、パラオにおける農産物・食品の戦略的な生産・加工流

通・輸出支援を検討するパラオ共和国への農業関連協力調査ミッション（令和 2 年 2 月 10～12

日）に参加した。 

昨年度に引き続き、岩永理事長が外務大臣の下に設置された科学技術外交推進会議に委員と

して参加し、国際協力や科学技術政策について提言を行った。 

内閣府等の関係省庁、沖縄県、沖縄県産業振興公社、沖縄県酒造組合等が官民一体となって

実施する「琉球泡盛海外輸出プロジェクト」に協力した（1-2 ア参照）。 

台風第 19 号に係る被害への対応のため、被災した地方公共団体等に無償貸付等が可能な会

議室等の施設について、農林水産省の要請に応じ情報提供を行った。 

 

ウ 分析及び鑑定の実施 

依頼分析・鑑定については、実施規程をウェブサイトで公開している。令和元年度は分析・鑑定

の依頼は無かった。 

 

エ 講習生、研修生の受入 

国際農研が定めた講習規定に基づき、国内大学等から新たに 6 名の講習生を受け入れた。「農

業分野の気候変動対策コース」等 JICA が実施する国別研修や集団研修等に協力し、50 名に講

義を行った。 

 

オ 国際機関や学会等への協力 

国際農林水産業研究を包括的に行う機関として、国際機関や学会等の委員会・会議等に職員

を派遣するなど、要請に応じて活動に協力した。 

FAO の活動全般の改善に向けた戦略に沿って助言と提言を事務局長へ行うことを目的に、世

界の農林水産業に関する有識者で構成される顧問団が発足し、岩永理事長が顧問団のメンバー

に就任した。顧問団の第１回合同会議が令和 2 年 2 月 25～26 日に FAO 本部（イタリア・ローマ）

で開催され、岩永理事長が参加した。 

岩永理事長は、作物多様性の保存を目的とする国際機関である世界作物多様性基金（Global 

Crop Diversity Trust）の執行役員会メンバーに就任した。 

岩永理事長が外務大臣の下に設置された科学技術外交推進会議に委員として参加し、国際協

力や科学技術政策について提言を行った。JICA が推進する CARD（アフリカ稲作振興のための

共同体）を運営委員として支援するとともに、アフリカにおける食と栄養の問題解決に向けたイニシ

アティブとして安倍総理が TICAD VI（第 6 回アフリカ開発会議）において開始を宣言した IFNA

（食と栄養のアフリカ・イニシアティブ）の運営委員会に参加した。 
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ラオス国立農林業研究所（NAFRI）の 20 周年記念セミナー等 63 件の国際会議に役職員 106

名を派遣した。 

国際農研職員は、その専門的知識を生かして学会活動への協力を行っている。令和元年度

は、日本熱帯農業学会等の学会役員 26 件、専門委員 37 件の役職を担っている。また、337 件の

論文審査に協力した。 
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＜研究業務＞ 

 

６ 研究業務の推進（試験及び研究並びに調査） 

（１） 研究の重点化及び推進方向 

中長期目標 

「農林水産研究基本計画」に即し、開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開

発、熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発及び開発途上地域の地域資源等

の活用と高付加価値化技術の開発を重点的に実施し、世界の食料安全保障の確保や気候変動

問題等、地球規模の課題への対応等に貢献する。併せて、国際共同研究を通じて、グローバル・

フードバリューチェーン戦略等に即した施策、我が国の農林水産研究の高度化等に貢献する。 

研究の推進に当たっては、研究開発成果の政府開発援助（ODA）等での活用も念頭に置き、開

発途上地域における農林水産業に関する研究を包括的に行い得る我が国唯一の研究機関とし

て、開発途上地域、先進諸国、国際研究機関、NGO 等民間団体と連携し、国際共同研究等に取り

組む。 

また、農研機構（国際連携担当部署を含む。）など他の農林水産関係国立研究開発法人との連

携を一層強化し、各法人の有する研究資源を活用した共同研究等を効率的に推進する。 

これらのことを実現するため、別添に示した研究を進める。 

 

中長期計画 

ア 開発途上地域の農林水産業の技術の向上や国際情勢の観点に加え、我が国の政策への貢

献、我が国の農林水産研究の高度化や技術の向上への波及効果等の観点に留意しつつ、

別添に示した研究を重点的に推進する。 

イ 国内外の関係機関との情報交換や相互連携体制の整備に努め、開発途上地域、先進諸国、

CGIAR 等の国際研究機関、NGO 等民間団体、国際的な研究ネットワーク等と連携して効果

的な国際共同研究を推進する。 

ウ 他の農林水産関係国立研究開発法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究資源を活

用した共同研究等を効率的に推進する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 研究の重点的な推進 

 プログラムＡ「開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発」（資源・環境

管理研究業務セグメント）では、気候変動や環境劣化等、深刻化する地球規模的課題に対処

するため、アジア及びアフリカ地域を中心とする開発途上地域において、原因を抑える緩和

策と環境の変動に対応する適応策の両面から、持続的な資源・環境管理技術の開発を進めて

いる。 

 プログラムＢ「熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発」（農産物安定生

産研究業務セグメント）では、食料増産の推進とアフリカをはじめとする世界の栄養改善に

向けて、低肥沃度や乾燥等の不良環境のため農業生産の潜在能力が十分に発揮できていな

い熱帯等の開発途上地域を対象として、農産物の安定生産技術の開発に取り組んでいる。 

 プログラムＣ「開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発」（高付加価
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値化研究業務セグメント）では、アジア地域における農山漁村開発を支援し、開発途上地域

の農民の所得向上と、我が国が進めるグローバル・フードバリューチェーン戦略に貢献する

ため、多様な地域資源の活用と、新たな高付加価値化技術の開発に取り組んでいる。 

詳細は、別添「プログラムの実績概要」を参照。 

 

イ 効果的な国際共同研究の推進 

「第１の２ ア 関係機関との連携・調整機能の強化、情報及び人的交流の推進」を参照。 

 

ウ 農林水産関係国立研究開発法人との連携強化 

「第１の２ ウ 農林水産関係国立研究開発法人等との協力関係の強化」を参照。 

 

 

（２） 国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供 

中長期目標 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における農林水産業の生産構造及び食料

需給・栄養改善等に関する現状分析、将来予測及び研究開発成果の波及効果分析を行う。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や我が国が進めるグローバル・フードバリュー

チェーン構築等の施策に資するため、国際的な食料事情、農林水産業及び農山漁村に関する資

料を、継続的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行政組織、企業等に提供する。 

加えて、「農林水産研究基本計画」に定めた基本的な方向に即し、将来の技術シーズの創出を

目指すために重要な出口を見据えた基礎研究（目的基礎研究）を、適切なマネジメントの下、着実

に推進する。 

 

中長期計画 

ア 国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給、栄養改善及びフー

ドシステムに関する現状分析、将来予測及び研究成果の波及効果分析を実施する。 

イ 開発途上地域での農林水産関連の研究開発や、我が国が進めるグローバル・フードバリュ

ーチェーン構築等の施策に貢献するため、国内外関係機関との連携や重点地域への職員派

遣により、国際的な食料・農林水産業及び農山漁村に関する情報や資料を継続的、組織的、

体系的に収集、整理するとともに、国内外の研究者や行政機関、企業等に広く提供する。 

ウ 国内の関係機関間の組織的な情報交流を強化するため、「持続的開発のための農林水産

国際研究フォーラム」（J-FARD）を運営する。 

エ 理事長インセンティブ経費等を活用し、目的基礎研究を推進する。 

オ 目的基礎研究の推進に当たっては、「農林水産研究基本計画」に示された基本的な方向に

即しつつ、JIRCAS が実施する意義や有効性等を見極めて課題を設定するとともに、将来のイ

ノベーションにつながる技術シーズの創出や異分野融合による新たな研究展開に寄与する先

駆的研究としての発展可能性を重視する。さらに、進捗状況を評価し、研究方法の修正や研

究課題の中止等、適切な進行管理を行う。 

 

《令和元年度実績》  
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プログラムＤ「国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供」

（情報収集分析業務セグメント）では、戦略的かつ的確な研究課題の設定のため食料需給や栄養

等に関する分析と将来予測を進めるとともに、国際的な農業研究に関する最新情報を国際会議の

参加等を通じて収集・提供し、さらに将来のイノベーションにつながる成果を目指す目的基礎研究

に取り組んでいる。 

詳細は、別添「プログラムの実績概要」を参照。 
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第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１ 経費の削減 

（１） 一般管理費等の削減 

中長期目標 

運営費交付金を充当して行う事業について、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費（人

件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費については毎

年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制を行うことを目標とする。 

 

中長期計画 

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費

（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業務経費について

は毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制を行うことを目標に、削減する。 

 

《令和元年度実績》  

運営費交付金を充当して行う事業については、所要額計上経費及び特殊要因分を除いて、一

般管理費については前年度比３％の削減、業務経費については前年度比１％を削減して予算配

分し、一般管理費及び業務経費とも予算額の範囲内で執行し、削減目標値（対前年度比３％及び

１％の抑制）を達成した。 

 

    表  予算額の対前年度比較                  （単位：千円） 

 
平成 30 年度 令和元年度 対前年度 

対前年度 
（％） 

一般管理費 102,477 99,402 △3,075 △3.00％ 

業務経費 1,230,787 1,218,479 △12,308 △1.00％ 

[注記] 

1．運営費交付金を充当して行う事業に対する予算額（所要額計上経費及び特殊要因分を

除く）を集計している。 

2．△はマイナスを示す。 

 

（２） 調達の合理化 

中長期目標 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣

決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続による、適正で迅速かつ効果的な調達を実現する観

点から、毎年度策定する「調達等合理化計画」の中で、定量的な目標や具体的な指標を設定し、

取組を着実に実施する。 

特に、短期間での納入が必要な研究開発用物品について、調達に要する時間の大幅な短縮が

可能となるよう、公正性を確保しつつ、迅速な調達方法の検討・導入を進める。 
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また、農研機構など他の独立行政法人との共同調達などの連携に積極的に取り組み、一層の

効率化を図る。 

 

中長期計画 

ア 定量的な目標や具体的な指標を含む「調達等合理化計画」を、毎年度６月末までに策定し、

着実に実行するとともに、毎年度の実績評価の際、自己評価を行う。 

イ 特殊で契約相手が特定される場合など随意契約を適用できる事由の明確化、単価契約の拡

大等により、公正性を確保しつつ、研究開発物品の調達の迅速化を図る。 

ウ 農研機構との間で共同調達、落札価格情報の共有などの連携を進め、効率化を図る。 

 

《令和元年度実績》  

ア 調達等合理化計画の策定と実行 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣

決定）」に基づき、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達

等の合理化に取り組むため、調達等合理化計画を策定するにあたり、調達の現状と要因の分析を

行ったうえで、目標を設定し、令和元年 6 月 14 日に開催された契約監視委員会の点検を受けて

策定し、以下の「令和元年度調達等合理化計画に対する業務実績」のとおり着実に実施するととも

に、業績評価の際に自己評価を行った。 

 

「令和元年度調達等合理化計画に対する業務実績」 

 

１．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

（１）一者応札・応募の改善【入札等に参加しやすい環境整備の実行】 

  ①入札説明書受領者へのアンケートの実施 

   一者応札であった案件について、入札説明書受領者に対するアンケートを実施（回収率：40％（5

者中 2 者）（平成 30 年度 41.7％（12 者中 5 者））し、仕様書における業務内容の更なる明確化の必

要性等改善の可能性について検討を行った。 

  ②入札等に参加しやすい環境の整備 

   入札案件の公告を所内掲示板及びホームページに掲載するとともに、他機関へも入札公告の掲

示依頼をするなど周知の強化に努めた。また、仕様書のホームページからのダウンロード、入札説

明書等の電子メールでの送付依頼（対応数：11 者（平成 30 年度 13 者））にも適切に対応した。 

 

（２）物品及び役務の一括調達、共同調達【共同調達による調達手続きに要する時間の短縮】 

  ①農研機構等との共同調達 

   農研機構等、他法人との合同による共同調達（単価契約）を品目の見直しをしつつ、前年度に引き

続き実施した（試薬 720 品目、理化学消耗品 314 品目、トナーカートリッジ 612 品、コピー用紙、トイ

レットペーパー、健康診断業務）。 

  ②共同調達未実施品目の検討 

   未実施品目における共同調達の必要性と可能性を検討したが、今年度追加した品目は無かった。 
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（３）一般的な物品（事務用品等）及び役務の調達【単価契約による調達手続きの簡素化と納期の短縮】 

   新たに事務用品 7 品目を追加し 38 品目（100 品）の単価契約を実施した。 

 

２．調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

（１）随意契約に関する内部統制の確立【新たな競争性のない随意契約に係る契約審査委員会による

事前審査実施率：数値目標 100％】 

   基準額（工事 250 万円、物品購入 160 万円、役務 100 万円）以上の競争性のない随意契約の締

結案件は 16 件（平成 30 年度 16 件）、うち長期継続契約となる光熱水料等の公共料金 4 件を除く

12 件全てを契約審査委員会の事前審査を行った。 

   なお、本委員会では随意契約事由の整合性と競争性のある調達手続きへの移行可否の点検も行

った。 

 

（２）不適正な経理処理の再発防止のための取組 

  ①契約担当者以外の者による検収の実施と検収担当者向けマニュアルの見直し【不適正経理の再

発防止等のための体制の整備】 

   リスク管理室検収科による物品の現物確認、役務における発注内容の照合と確認をした後、契約

依頼者に届ける検収作業を堅実に行った。なお、検収担当者向けマニュアルの内容の見直しにつ

いては、現段階では見直しの必要が特段無いと判断し行っていない。 

 

  ②全ての役職員を対象としたコンプライアンス研修の実施【不適正経理の再発防止等のための研修

の実施：数値目標参加率 原則 100％】 

   就業規則、コンプライアンスの基本等及び不適正経理の再発防止関係を含むコンプライアンス一

斉研修を全ての役職員を対象として実施した。また、年度途中の採用者等には一斉研修収録ビデ

オにより研修を実施し、その結果、役職員 341 名全員が受講した。なお、研修受講後はチェックシー

トにより研修内容の理解度を確認した。 

 

  ③取引業者への調達手続き等マニュアルの配布と「誓約書」の求め、職員向け物品等の購入手続き

マニュアルの見直し【不適正経理の再発防止等のためのマニュアルの見直し】 

   取引業者向け調達手続き等マニュアルは既に配布しホームページにも公開しているが、新規参入

業者にあってはその都度配布した。また、「誓約書」については、一般競争入札に参加する業者及

び年間の取引が一定額あるいは件数が見込まれる業者に提出を求めた。 

   職員向け物品等の購入手続きマニュアルは所内電子掲示板に常時掲載されており、全ての役職

員が見ることができる状態にある。内容の見直しについては、現段階では見直しの必要が特段無い

と判断し行っていない。 

 

  ④取引業者との契約実態調査の実施【不適正経理の再発防止等のための内部監査の徹底】 

   取引の多い業者を対象に 5 社を抽出し、契約に係る会計帳簿等の提出を求め、国際農研の会計

書類との「契約月日」、「納入月日」及び「検収月日」等の整合性を確認し、研究者との直接取引等

の有無について調査した結果、不適正経理と見られる案件の検出は無かった。 
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イ 調達の迅速化 

試薬及び理化学消耗品に係る単価契約については、農研機構等、他法人との共同調達により、

品目の見直しを図った上で平成 30 年度に引き続き実施した。共同調達を行うことで、公正性を確

保した研究開発物品の調達の迅速化を図った。 

なお、一般的な物品についても、平成 30 年度に引き続き共同調達によりトナーカートリッジの単価

契約を行った。 

また、平成 30 年度に引き続き国際農研単独で文房具等の単価契約を行い、調達手続きに要する

時間の短縮を図った。 

（令和元年度における共同調達等の実績については、上記アの調達等合理化計画の業務実績

1(2)及び(3)を参照） 

 

ウ 農研機構と連携した調達の効率化 

  上記イを参照。 
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２ 組織・業務の見直し・効率化 

（１） 組織・業務の再編 

中長期目標 

中長期目標の達成に向けて人材、研究資金等の研究資源を有効に活用できるよう、組織体制

の整備や業務の見直しを行う。 

法人内の情報システムの整備など業務の電子化を進めるとともに、テレビ会議システムや ICT を

活用した業務効率化を図る。 

上記の取組により、全体としての適切な人員配置と業務の最適化を図る。 

 

中長期計画 

ア 中長期目標の達成や PDCA サイクルの強化に向けて、組織・研究体制や業務を柔軟に見直

す。 

イ 法人内の情報システムの整備など業務の電子化を進めるとともに、テレビ会議システムや ICT

を活用した業務効率化を図る。 

ウ 上記の取組により、適切な人員配置と業務の最適化を図る。 

 

《令和元年度実績》  

ア 組織・研究体制や業務の見直し 

第4期中長期計画の業務運営に関する重要事項において、情報セキュリティ対策の強化として

「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえた、情報セキュリティポリシーの適

切な見直し」、「サイバーセキュリティの強化」及び「情報セキュリティ対策の改善」に取り組むとされ

ている。また、昨今の情報セキュリティ対策や業務システムの管理・運用の高度化に対する対応等、

知識・経験のある者への依存度が高く、業務量も増大傾向にある。このため、法人としての情報管

理業務の重要性を考慮し、情報管理科全体の業務をサポートする「情報セキュリティ専門職」、「情

報高度利用専門職」の新設、特定情報システムの運用管理等の支援を組織的に対応するため、

「ネットワーク係」を「業務システム係」に見直しを行い、科全体の業務を網羅した組織体制の強化

を図った。 

 

イ 業務の電子化とICTを活用した効率化 

平成28年度にバージョンアップしたグループウェアの掲示板機能やワークフロー機能及びテレ

ビ会議システムの活用により情報伝達、意思決定の迅速化、研修や会議に利用するなど業務効率

化を図るとともに、会計システムのセキュリティ機能の強化や、テレビ会議システムの更新等利便性

の向上を継続的に実施した。また、働き方改革の推進に向けた労働安全衛生法の改正に伴い、

労働者の健康管理の観点から労働時間の状況を把握することが使用者に義務づけられたこと、及

び平成31年４月から裁量労働制を導入したことにより、各裁量労働者及び勤務管理者等の勤務時

間把握のための事務処理を円滑に行うため勤務時間管理システムを導入し、事務の効率化と簡素

化を図った。 

 

ウ 適切な人員配置と業務の最適化 

中長期目標の達成のため組織、業務の見直しを行い、企画連携部情報広報室情報管理科に
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情報セキュリティ専門職、情報高度利用専門職及び業務システム係を設置した。また、研究分野の

重点化や研究課題の着実な推進のため１名の任期の定めのない研究員及び5名の任期付研究員

を採用し、生物資源・利用領域に２名、生産環境・畜産領域に３名、熱帯・島嶼研究拠点に１名配

置した。英語による情報発信の強化、職員の語学能力の向上等のため、特定任期付職員1名を採

用し、企画連携部に配置した。 

 

（２） 研究施設・設備の集約（施設及び設備に関する計画） 

中長期目標 

研究施設・設備については、研究の重点化方向や老朽化の状況等を踏まえ、真に必要なものを

計画的に整備するとともに、有効活用に努める。 

 

中長期計画 

研究施設・設備整備については、老朽化の現状や研究の重点化方向を踏まえ、整備しなけれ

ば研究推進が困難なもの、老朽化が著しく改修しなければ研究推進に支障をきたすもの、法令等

により改修が義務付けられているものなど、業務遂行に真に必要なものを計画的に整備するととも

に、利用を促進し、利用率の向上を図る。 

 

平成 28年度～平成 32年度施設、設備に関する計画 

（単位:百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

研究施設の整備 

研究援助施設の整備 

機関維持運営施設の整備 

その他業務実施上必要な施設・設備の整備等 

 

 施設整備費補助

金 

合 計 274±χ  

注）χ：各年度増減する施設、設備の整備等に要する経費 

 

 

《令和元年度実績》  

熱帯・島嶼研究拠点において、海外からの導入遺伝資源を効率的に評価・管理するため、既

存：共同研究温室に隔離栽培及び保存機能を付加する改修工事を行った。 

共同研究温室の改修により、海外から導入したイネ及びサトウキビ遺伝資源の植物防疫法上利

用でき得る隔離栽培と、世代促進により増殖した種子を効率的に長期間保存管理することが可能

となる。なお、熱帯・島嶼研究拠点では「インド型イネ品種の研究開発拠点化」を進めるのに併せ、

国内におけるサトウキビ交配基地として位置付けられている。このため、施設整備費補助金により

組換体発現制御実験棟改修（平成 28 年度）、水田圃場造成（平成 29 年度）、作物生理温室改修

（平成 30 年度）、令和元年度では上記のとおり共同研究温室改修を実施したところである。これら

の整備により、開発途上地域に適したインド型イネ品種の開発研究、国内のイネ育種研究への育

種素材の提供及びサトウキビ育種研究の加速化が期待される。 
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令和元年度より開始した共同研究棟耐震工事関連では、農研機構、国際農研及び工事業者か

らなる定例打合せ会に参画し、工事の進捗状況報告を受けるとともに、工事スケジュールの確認及

び工事全般に関する意見交換を行った。工事スケジュール中、騒音・振動の発生、往来に支障を

来たす工事内容等にあっては所内電子掲示板にて事前に周知し、業務継続及び安全上のリスク

の軽減に努めた。また、居室・実験室の個別空調工事及び耐震壁工事時等の騒音・振動対策とし

て、第１実験棟共用会議室を一時避難場所とする必要な整備改修を行った。改修前は天井が高く、

照明の照度の低さ及び空調が効き難いの問題点があったが、標準的な天井高に改修する等の整

備を行ったことで、一時避難場所解除後は会議室としてこれまで以上に効率的な利用が図られる

と考えられる。 
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第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１ 収支の均衡 

 

中長期目標 

適切で効率的な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。 

 

《令和元年度実績》  

人件費については、国家公務員に準拠した給与規定に基づき支給した。事業費については、

平成 30 年度に引き続き業務の見直し及び効率化を進めた。 

また、中長期計画に基づく業務運営の効率化に関する目標に基づき一般管理費については、

毎年度平均で少なくとも対前年度比 3％の削減、業務費については毎年度平均で少なくとも対前

年度比１％の削減を行うことを基本方針として配分した。 

運営費交付金事業費 1,355,418 千円について、運営に必要な共通経費（研究業務共通費、研

究施設等維持管理費、管理運営費）として、上記基本的方針による所要額の見直しを行い 

451,310 千円を配分額とした。また、プロジェクト事業費、海外諸経費等として 904,108 千円を配分

した。 

プログラム事業費は、役員会においてプログラムの評価に基づき配分額を決定した後、研究計

画に基づきプログラムディレクターとプロジェクトリーダーが協議のうえプロジェクト配分案を作成し、

役員会で承認した。 

 

具体的配分額 

（ア） 人件費 （2,154,827 千円） 

・ 人件費については、運営費交付金のうち人件費相当額を配分した。 

（イ） 業務費 （1,248,808 千円） 

・ プロジェクト事業費（777,119 千円）として、研究費、旅費、招へい経費に配分した。 

・ 理事長インセンティブ経費（60,920 千円）は、目的基礎研究、シーズ研究、センター機能

拡充等を目的として、所内で提案を募集し採択課題に配分した。 

・ フォローアップ経費（1,300 千円）として、主要成果普及のための経費に配分した。 

・ 海外諸経費（10,469 千円）として、海外管理出張経費、若手外国人表彰者の招へい経

費等に配分した。 

・ 国際招へい研究員経費（18,800 千円）として、海外からの研究者招へい経費を配分した。 

・ 特別派遣研究員経費（2,000 千円）として、ポスドク研究者等の海外派遣経費を配分した。 

・ 機械整備費(29,000 千円)として、共用機械の整備等に必要な経費を配分した。 

・ 研究業務共通費（153,808千円）として、研究情報高度化経費、広報活動費、図書費、刊

行費、圃場管理費、特許出願経費、リスク管理経費等に配分した。 

・ 研究施設等維持管理経費（190,892 千円）として、研究施設、設備の維持管理経費及び

光熱水料等一元的管理に必要な経費に配分した。 

・ 企画連携部長裁量経費（4,500 千円）として、新規採用者のスタートアップ経費等に配分

した。 
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 （ウ） 管理運営費（106,610 千円） 

・ 監事監査等経費(2,300 千円)として、監事監査に必要な経費に配分した。 

・ 運営管理費（17,604 千円）として、海外傷病保険等、研究業務の企画・調整に必要な経

費に配分した。 

・ 管理諸費（86,706 千円）として、人事・会計システム運営経費、健康診断経費、損害保険

料等に配分した。 

 

２ 業務の効率化を反映した予算の策定と遵守 

 

中長期目標 

「第４ 業務運営の効率化に関する事項」及び１に定める事項を踏まえた中長期計画の予算を作

成し、当該予算による運営を行う。 

 独立行政法人会計基準の改訂（平成 12 年２月 16 日独立行政法人会計基準研究会策定、平

成 27 年１月 27 日改訂）等により、運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化が

原則とされたことを踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築する。 

  一定の事業等のまとまりごとにセグメント情報の開示に努める。 

 

《令和元年度実績》  

（１）予算 

  令和元年度予算及び決算 

（単位：百万円） 

区分 

企画・連携推進 

業務 

資源・環境管理 

研究業務 

農産物安定生産 

研究業務 

高付加価値化 

研究業務 

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

収入 

 前年度よりの繰越 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

諸収入 

 

計 

 

2 

425 

73 

26 

- 

- 

0 

 

527 

 

40 

429 

73 

29 

- 

- 

1 

 

571 

 

3 

659 

- 

83 

- 

- 

1 

 

746 

 

33 

660 

- 

79 

- 

- 

0 

 

772 

 

4 

787 

- 

144 

- 

- 

1 

 

936 

 

42 

788 

- 

168 

41 

- 

0 

 

1,039 

 

3 

657 

- 

38 

- 

- 

1 

 

699 

 

36 

652 

- 

103 

- 

- 

0 

 

790 
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支出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

 

計 

 

225 

73 

26 

- 

205 

 

530 

 

229 

73 

31 

- 

213 

 

546 

 

270 

- 

83 

- 

394 

 

746 

 

263 

- 

73 

- 

370 

 

706 

 

325 

- 

144 

- 

468 

 

937 

 

361 

- 

151 

- 

450 

 

962 

 

320 

- 

38 

- 

341 

 

699 

 

318 

- 

105 

- 

338 

 

762 

 

 

区分 

情報収集分析 

業務 
法人共通 合計 

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

収入 

前年度よりの繰越 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

諸収入 

 

計 

 

1 

262 

- 

4 

- 

- 

0 

 

268 

 

16 

263 

- 

7 

- 

- 

0 

 

286 

 

3 

702 

- 

- 

- 

- 

- 

 

705 

 

3 

702 

- 

- 

- 

- 

- 

 

705 

 

17 

3,493 

73 

295 

- 

- 

3 

 

3,881 

 

171 

3,493 

73 

386 

41 

- 

1 

 

4,164 

支出 

業務経費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

 

計   

 

116 

- 

4 

- 

148 

 

268 

 

110 

- 

7 

- 

140 

 

256 

 

- 

- 

- 

107 

599 

 

705 

 

- 

- 

- 

106 

520 

 

626 

 

1,256 

73 

295 

107 

2,155 

 

3,885 

 

1,281 

73 

368 

106 

2,031 

 

3,859 

[注記] 

1．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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（２）収支計画 

  

令和元年度収支計画及び決算 

（単位：百万円） 

 

区分 

企画・連携推進 

業務 

資源・環境管理 

研究業務 

農産物安定生産 

研究業務 

高付加価値化 

研究業務 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

費用の部 

経常費用 

人件費 

賞与引当金繰入 

退職給付費用 

業務経費 

受託経費 

一般管理費 

減価償却費 

雑損 

臨時損失 

 

収益の部 

運営費交付金収益 
 
賞与引当金に係る
見返り収益 
 
退職給付引当金に
係る収益 
 

諸収入 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

純利益 
 
前中長期目標期間繰
越積立金取崩額 
 

総利益 

484 

468 

191 

14 

- 

216 

26 

- 

20 

- 

17 

 

485 

404 

14 

 

- 

 

0 

26 

- 

3 

20 

17 

 

0 

- 

 

0 

500 

481 

199 

16 

- 

224 

30 

- 

13 

- 

19 

 

483 

405 

16 

 

- 

 

1 

31 

  - 

2 

12 

15 

 

△17 

0 

 

△17 

780 

747 

366 

27 

- 

250 

82 

- 

22 

- 

33 

 

781 

616 

27 

 

- 

 

1 

83 

- 

- 

22 

33 

 

1 

- 

 

1 

701 

674 

347 

28 

- 

245 

32 

- 

22 

0 

27 

 

702 

593 

28 

 

- 

 

1 

32 

- 

- 

21 

27 

 

0 

0 

 

1 

972 

933 

436 

32 

- 

298 

141 

- 

26 

- 

39 

 

974 

731 

32 

 

- 

 

1 

144 

- 

1 

26 

39 

 

2 

- 

 

2 

1,008 

975 

421 

34 

- 

328 

165 

- 

27 

0 

33 

 

1,012 

710 

34 

 

- 

 

1 

168 

40 

- 

25 

33 

 

4 

0 

 

4 

722 

694 

317 

24 

- 

298 

36 

- 

19 

- 

28 

 

718 

615 

24 

 

- 

 

1 

38 

- 

- 

13 

28 

 

△4 

2 

 

△2 

702 

677 

317 

26 

- 

291 

24 

- 

20 

- 

25 

 

723 

608 

26 

 

- 

 

2 

45 

- 

- 

19 

24 

 

21 

0 

 

21 
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[注記] 

１．収支計画は令和元年度政府予算ベースで作成した。 

２．独立行政法人会計基準の改訂により、令和元年度から「賞与」及び「退職金」につ

いては引当金を導入する。 

３．「臨時損失」及び「臨時利益」には、独立行政法人会計基準の改訂に伴い、前年度

末時点の賞与引当金及び退職給付引当金を計上する際に発生する費用及び収益を計

上した。 

４．「受託収入」は、農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した。 

区分 

情報収集分析 

業務 
法人共通 合計 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

費用の部 

経常費用 

人件費 

賞与引当金繰入 

退職給付費用 

業務経費 

受託経費 

一般管理費 

減価償却費 

雑損 

臨時損失 

 

収益の部 

運営費交付金収益 

賞与引当金に係る
見返り収益 
退職給付引当金に
係る収益 

諸収入 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

純利益 
 
前中長期目標期間繰
越積立金取崩額 
 

総利益 

279 

267 

138 

10 

- 

107 

4 

- 

8 

- 

12 

 

280 

245 

10 

 

- 

0 

4 

- 

- 

8 

12 

 

0 

- 

 

0 

271 

260 

131 

11 

- 

106 

5 

- 

8 

0 

10 

 

273 

237 

11 

 

- 

0 

7 

- 

- 

8 

10 

 

2 

0 

 

2 

2,296 

711 

464 

26 

109 

- 

- 

97 

16 

- 

1,584 

 

2,296 

561 

26 

 

109 

- 

- 

- 

- 

16 

1,584 

 

- 

- 

 

- 

2,194 

641 

368 

31 

143 

- 

- 

89 

10 

- 

1,553 

 

2,288 

535 

31 

 

143 

- 

- 

- 

- 

26 

1,553 

 

95 

0 

 

95 

5,533 

3,820 

1,912 

134 

109 

1,170 

289 

97 

110 

- 

1,713 

 

5,533 

3,171 

134 

 

109 

3 

295 

- 

4 

104 

1,713 

 

0 

2 

 

2 

5,376 

3,709 

1,783 

146 

143 

1,194 

256 

89 

100 

0 

1,667 

 

5,481 

3,089 

146 

 

143 

5 

283 

40 

2 

111 

1,662 

 

105 

2 

 

106 
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５．「前中長期目標期間繰越積立金取崩額」は、前中長期目標期間に自己収入予算にて

取得した固定資産の減価償却費計上額である。 

６．百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがあ

る。 

 

  

 （３）資金計画 

令和元年度資金計画及び決算 

（単位：百万円） 

 

 

 

区分 

企画・連携推進 

業務 

資源・環境管理 

研究業務 

農産物安定生産

研究業務 

高付加価値化 

研究業務 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 
 
運営費交付金によ
る収入 
 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 
 
施設整備費補助金
による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度よりの繰越金 

572 

448 

82 

- 

42 

 

572 

452 

425 

 

26 

- 

- 

0 

73 

73 

 

- 

- 

- 

47 

514 

373 

46 

- 

95 

 

581 

473 

429 

 

43 

- 

- 

1 

27 

26 

 

1 

- 

- 

81 

746 

726 

21 

- 

- 

 

746 

743 

659 

 

83 

- 

- 

1 

- 

- 

 

- 

- 

- 

3 

849 

649 

34 

- 

166 

 

861 

706 

660 

 

44 

- 

- 

2 

1 

- 

 

1 

- 

- 

154 

937 

907 

30 

- 

- 

 

937 

932 

787 

 

144 

- 

- 

1 

- 

- 

 

- 

- 

- 

5 

1,103 

861 

41 

- 

201 

 

1,246 

1,061 

788 

 

230 

41 

- 

2 

1 

- 

 

1 

- 

- 

183 

699 

675 

24 

- 

- 

 

699 

696 

657 

 

38 

- 

- 

1 

- 

- 

 

- 

- 

- 

3 

775 

593 

31 

- 

151 

 

849 

715 

652 

 

61 

- 

- 

2 

1 

- 

 

1 

- 

- 

133 
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[注記] 

1．計画額は､予算ベースで作成した｡ 

2．計画額の｢受託収入｣は､農林水産省及び他府省の委託プロジェクト費等を計上した｡ 

3．計画額の｢業務活動による収入｣の｢その他の収入｣は､諸収入額を記載した｡ 

4．「翌年度への繰越金」は、令和元年度期末の「現金及び預金」の額である。 

5．「前年度よりの繰越金」は、平成 30年度期末の「現金及び預金」の額である。 

6．決算額の｢補助金等収入｣は､海外農業農村開発促進調査等事業を計上した｡ 

7．百万円未満を四捨五入してあるので､合計とは端数において合致しないものがある。 

 

３ 自己収入の確保 

 

中長期目標 

受託研究等の外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等により自己収

入の確保に努める。特に、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」において、「法人の増収

区分 

情報収集分析 

業務 
法人共通 合計 

計画額 決算額 計画額 決算額 計画額 決算額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 
 
運営費交付金によ
る収入 
 

受託収入 

    補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 
 
施設整備費補助金
による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

その他の収入 

前年度よりの繰越金 

268 

259 

9 

- 

- 

 

268 

267 

262 

 

4 

- 

- 

0 

- 

- 

 

- 

- 

- 

1 

322 

246 

13 

- 

63 

 

331 

273 

263 

 

9 

- 

- 

1 

0 

- 

 

0 

- 

- 

57 

705 

669 

9 

- 

- 

 

705 

702 

702 

 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

 

- 

- 

- 

3 

1,204 

944 

- 

- 

260 

 

899 

702 

702 

 

- 

- 

- 

- 

2 

- 

 

2 

- 

- 

196 

3,927 

3,711 

175 

- 

42 

 

3,927 

3,791 

3,493 

 

295 

- 

- 

3 

73 

73 

 

- 

- 

- 

63 

4,767 

3,666 

165 

- 

937 

 

4,767 

3,930 

3,493 

 

388 

41 

- 

8 

33 

26 

 

7 

- 

- 

804 
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意欲を増加させるため、自己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交付金の要求時に、自己

収入の増加見込み額を充てて行う新規業務の経費を見込んで要求できるものとし、これにより、当

該経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定に当たり減額しないこととする。」とされているこ

とを踏まえて適切な対応を行う。    

 

中長期計画 

ア 外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡大等により、自己収入の確

保に努める。 

イ 自己収入の増加が見込まれる場合には、増加見込額を充てて行う新規業務の経費を見込ん

で運営費交付金の要求を行い、認められた場合には当該新規業務を実施する。 

 

《令和元年度実績》  

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）で、国際農研研究員を研究代表

者とする 4 つの課題「肥沃度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフリカ稲作

における養分利用効率の飛躍的向上」、「ブルキナファソ産リン鉱石を用いた施肥栽培促進モデ

ルの構築」、「オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指したオイルパーム古木への高付

加価値化技術の開発」及び「高栄養価作物キヌアのレジリエンス強化生産技術の開発と普及」を実

施した。令和元年度における外部資金収入は、政府受託収入や研究費助成事業収入等 86 件に

よる 470 百万円であった。平成 29 年度に共同研究規程を改正し、共同研究者から研究資金の提

供を可能としたところ、令和元年度は 5 件計約 20 百万円の研究資金の提供を民間企業から得た。

また、特許実施料 11 千円及び育成者権利用料 340 千円を得た。 

 

4 保有資産の処分 

 

中長期目標 

保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的視点に

ついて」（平成 26 年９月２日付け総管査第 263 号総務省行政管理局通知）に基づき、保有の必要

性を不断に見直し、保有の必要性が認められないものについては、不要財産として国庫納付等を

行うこととする。  

 

中長期計画 

現有の施設・設備について自主点検を行い、利用率の低いものについては、その改善の可能性

等の検討を行ったうえ、保有の必要性が認められないものについては適切に処分する。 

 

《令和元年度実績》  

施設等整備運営委員会（委員長：企画連携部長、委員：各領域等）において、施設・設備の

効率的な利用と省エネルギーを図る観点から、研究現場からのフリ－ザ－の更新・新規購入に

際しては、複数台ある場合の集約化の検討及びエネルギー効率が高くより省エネルギーに資す

る機種を選定するよう促した。 

研究の効率化を図る上で不用となった機器等及び必要性に乏しい物品等について、居室及
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び実験室等のスペースを確保した職場環境整備の観点からも、転用調査等を実施した上で積

極的に処分を行った。また、引き続き各室の整理、見直し等を行うことにより、国際農研全体とし

ての有効活用が推進出来るよう周知、指導した。 
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第４ 短期借入金の限度額 

 

中長期計画 

第４期中長期目標期間中の各年度の短期借入金は、４億円を限度とする。 

想定される理由：年度当初における国からの運営費交付金の受入れ等が遅延した場合における

職員への人件費の遅配及び事業費等の支払遅延を回避するため。 

 

《令和元年度実績》  

該当なし 

 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財

産の処分に関する計画 

 

なし 

 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 

なし 

 

 

第７ 剰余金の使途 

 

中長期計画 

開発途上地域の農林水産業を対象とする研究戦略策定のための調査、情報技術利用高度化

のための機器の整備、広報の充実、研究用機器の更新・購入等に使用する。 

 

《令和元年度実績》  

なし 
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第８ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ ガバナンスの強化 

（１） 内部統制システムの構築 

中長期目標 

JIRCAS の役割を効果的・効率的に果たすため、「独立行政法人の業務の適正を確保するため

の体制等の整備について」（平成 26 年 11 月 28 日付け総管査第 322 号総務省行政管理局長通

知）に基づき内部統制の仕組みを高度化し運用する。 

その際、理事長のリーダーシップの下、各役員の担当業務、権限及び責任を明確にし、迅速か

つ的確な意思決定を行う。また、各業務について、役員から現場職員までの指揮命令系統を明確

化する。 

特に、研究活動における不適正行為に関しては、第３期中期目標期間内に生じた不適正な経

理処理事案等の事態を重く受け止め、物品の適正な調達、海外での研究活動に起因する事象を

含めたその他のリスクの把握と管理等の対策を徹底し、不適正事案の根絶に向け、内部統制の仕

組みを強化する。 

 

中長期計画 

ア 理事長のリーダーシップの下、役職員の担当業務、権限及び責任を明確にする。また、役員

会及び運営会議等において、迅速かつ的確な意思決定の補佐及び意思伝達を行う。 

イ 指揮命令系統を明確化し、JIRCAS の方針や決定事項について速やかに所内に周知・実施す

る体制を整える。 

ウ 研究活動における不適正行為を防止するため、海外での研究活動に起因する事象を含め、

JIRCAS の業務遂行の障害となる要因（リスク）を識別、分析、評価し、適切な対応を実施する

ため、リスク管理体制を整備し、リスクの発生防止及び発生したリスクへの適切な対応に努め

る。 

 

《令和元年度実績》  

ア 役職員の担当業務、権限及び責任の明確化と迅速かつ的確な意思決定 

「国立研究開発法人国際農林水産業研究センターの組織に関する規程」等により役職員の担

当業務、権限及び責任を明確化している。役員会を原則毎週開催し迅速に意思決定するとともに、

月2回運営会議を開催し、役員会における決定事項の周知と要検討事項の協議を行った。内部統

制委員会（委員長は理事長）を5回開催して内部統制の推進に関する事項への対応等の指示を行

った。また、内部統制システムの一環としての内部統制に関する報告会（各部門の長である内部統

制推進責任者から内部統制担当役員である理事に対して、あらかじめ職員等の意見を聴取した上

で、組織及び所掌する業務における内部統制の整備・運用状況、内部統制の不備等に関して講

じた措置及び日常的なモニタリングによって明らかになった事項を報告。平成28年度より開始。）を

10月に開催した。同報告会で報告され、内部統制委員会が引き続き検討と対応を必要とした案件

については、担当部署を決定し、所要の対応を着実に行った。 

内部統制等の諸課題について、原則毎月1回理事長、理事と監事の面談が実施された。 
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イ 指揮命令系統の明確化 

業務運営に関する指揮命令系統（役員－組織の長－職員）、研究業務に関する指揮命令系統

（プログラムディレクター－プロジェクトリーダー－研究職員）をそれぞれ確立し、国際農研の方針

や決定事項について速やかな所内通知を図っている。また、運営会議資料や各種調査、届出書

類の提出依頼等は重要性、緊急性の程度に応じ、担当部署から職員への一斉電子メールやグル

ープウェアの掲示板での連絡を行っている。  

 

ウ リスク管理体制の整備 

内部統制とリスク管理強化のため平成28年4月に設置したリスク管理室を事務局として、リスク管

理委員会（5回開催）での検討により、業務遂行の障害となる要因（リスク）を識別、分析、評価し、

適切な対応を実施した。リスク管理責任者（各組織の長及びプログラムディレクター）によるリスク因

子の洗い出しを行った後、洗い出されたリスク因子のうち、優先的に検討すべき因子をリスク管理

委員会で選定し、リスク低減措置案の検討を行った。リスク低減措置案については、担当部署でさ

らに検討を進めつつ対策を実施して、その進捗状況を定期的にリスク管理委員会でモニタリングし

てきた。 

学術研究の健全な発展に配慮しつつ安全保障の観点に立った貿易管理を適切に実施するた

め、外国為替及び外国貿易法等の上位法令に基づき、国際農研内の体制・役割、手続きの明確

化等を定めた安全保障輸出管理規程を策定した。 

研究活動における不適正行為を防止するため、国立研究開発法人や大学法人で近年多く利用

されている論文剽窃チェックツール（iThenticate）について、国際農研でも論文剽窃チェックツール

の使用を試行した。 

特に新型コロナウイルス感染症については、令和2年1月からリスク管理室を事務局とする新型コ

ロナウイルス対策会議を10回開催し、業務継続計画の検討、外国出張への対応、在宅勤務（みな

し勤務）及び特別休暇の検討、新着情報の所内通知等を行った。 

監査室においては、法人文書の管理状況、不適正な経理処理事案に係る再発防止策等の実

施状況、物品管理、公的研究費、内部統制のうち事業活動に係る遵守状況、情報セキュリティの

取り組み状況、ミャンマー、タイ、マダガスカルにおける現金等の保管状況及び資産・物品の管理

状況等の内部監査を行い、適切に処理されていることを確認した。また、監事と会計監査人による

内部統制システムの監査が行われ、内部統制が有効に機能していることの評価が行われた。 

  

エ 監査体制 

① 監事監査 

令和元年度監事監査実施計画に基づき、平成30事業年度の業務、事業報告書、各部門から提

出された資料、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類、キャッシュ・フロ

ー計算書、行政サービス実施コスト計算書及びこれらの附属明細書）及び決算報告書等について

監査を受け、その結果について「監査報告」として、理事長及び農林水産大臣へ提出された。また、

「監査報告」の詳細については、監事所見として理事長へ提出され、理事長より改善・対応策の提

示があり、令和元年度末にその実施状況について監事より確認された。 

監事は、役員会、運営会議及び監事の指定する重要な会議にオブザーバーとして出席し、必

要に応じて意見されるとともに、決裁書類や関係府省への重要な提出文書等について監事に回
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付された。 

監事を委員長とした外部有識者からなる契約監視委員会が、3回開催され、随意契約、1者応札

契約等に関してその妥当性等について議論された。また、監査室と連携し、海外活動拠点（ミャン

マー、タイ、マダガスカル）及び熱帯・島嶼研究拠点での内部統制及び研究の実施状況に関して

監査が実施され、その結果が理事長に提出され、運営会議等を通して被監査部門に通知された。 

内部統制等のセンターにおける諸課題について、原則毎月１回の理事長、理事と監事の面談が

実施された。さらに、経理担当と監査室長が同席のもと監事による四半期毎の収支簿の確認（出納

報告会）が実施された。 

 

② 内部監査 

監査室では、令和元年度内部監査実施計画に基づき、法人文書の管理状況監査（令和元年7

月）、内部統制のうち事業活動等に係る法令等の遵守状況に関する監査（令和元年8月）、公的研

究費の会計監査（令和元年9月）、物品管理全般に関する監査（令和元年11月）、情報セキュリティ

の取り組み状況に関する監査（令和2年1月）、不適正な経理処理事案に係る再発防止策等の実

施状況監査（令和2年2月）、熱帯・島嶼研究拠点での内部統制・会計等に関する監査（令和2年2

月）を実施した。また、海外活動拠点においても、令和元年10月にミャンマー、タイ、令和2年2月に

マダガスカルにおいて、「海外会計実施要領」及び「海外会計の手引き」の運用状況、現金等の保

管状況、資産・物品の管理状況、支払方法等の状況に関する監査を実施した。それぞれ監査結

果については、その都度取りまとめ監査結果報告書を作成して理事長に報告した。 

 

③  会計監査人監査 

令和元年度財務諸表の監査が会計監査人により行われ、「独立監査人の監査報告書」が理事

長に提出された。また、令和元年度の期中監査においては、旅費、購買、受託事業、運営費交付

金収益化等の業務プロセス及び内部統制の整備・運用状況等の監査を実施した。 

 

④ 監事、監査室、会計監査人の連携と強化 

監査の進め方等については、監事、監査室及び会計監査人の三者で随時意見交換を行い、監

査実施上における問題点の共有化及び監査の効率化を図った。 

 

（２） コンプライアンスの推進 

中長期目標 

JIRCAS に対する国民の信頼を確保する観点から法令遵守を徹底し、法令遵守や倫理保持に

対する役職員の意識向上を図る。 

研究活動における不適正行為については、政府が示したガイドライン等を踏まえ対策を推進す

る。 

 

中長期計画 

ア JIRCAS に対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守や倫理保持に対する役職員の

意識向上を図るため、研修や教育訓練等を実施する。 

イ 政府が示したガイドライン等を踏まえ、研究活動における不適正行為を防止するための職員
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教育や体制の整備を進める。 

 

《令和元年度実績》  

ア 役職員の意識向上のための研修や教育訓練等の実施 

法令遵守や倫理保持に対する役職員の意識向上を図るため、内部講師によるコンプライアンス

一斉研修を平成 31 年 4 月に実施し 341 名が受講した。コンプライアンス一斉研修では、国際農研

に所属する全ての職員等に対して「就業規則、コンプライアンスの基本等、労働安全衛生、健康管

理」、「遺伝子組換え生物などの使用等に係る安全規則」、「研究費の使用」等に加えて、「物品の

適正管理」を、さらに研究職員等に対して、「化学薬品等の管理」等研究業務に関連した内容につ

いて研修を実施した。また、英語による研修も実施した。なお、年度途中の採用者・異動者等 20 名

には、上記研修を録画したビデオでの研修を実施した。平成 29 年 2 月に作成した「コンプライアン

スルールブック」を見直し、内容を更新した。 

また、国立研究開発法人協議会コンプライアンス専門部会が提唱したコンプライアンス推進週間

（12 月 2～6 日）には統一ポスターを掲示し、国際農研独自の取組として、コンプライアンス推進ツ

ール（JIRCAS 概要、コンプライアンスルールブック等）の電子データ保管場所を周知し、活用を促

した。 

 

イ 研究活動における不適正行為を防止するための職員教育や体制の整備 

リスク管理委員会において、研究費の不正防止計画に基づきコンプライアンス推進責任者によ

る不正防止への取組、取引業者への経理適正化の取り組みへ協力を要請した。コンプライアンス

一斉研修において、「研究費の不正使用、研究における不正行為の防止及び研究成果の管理」

の講義を研究者等向けに行うとともに、ｅラーニングプログラムによる研究倫理教育（研究不正行為

防止、研究費不正使用防止）（日本語、英語）を、研究職員等 145 名を対象に実施した。農林水産

省の研究不正ガイドラインに基づいて平成 29 年 3 月に策定した「研究データの保存と開示に関す

るガイドライン」を適正に運用している。 

 

（３） 情報公開の推進 

中長期目標 

公正な法人運営を実現し、法人に対する国民の信頼を確保する観点から、独立行政法人等の

保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）等に基づき、適切に情報公開を行

う。 

 

中長期計画 

公正な法人運営を実現し、法人に対する国民の信頼を確保する観点から、独立行政法人等 

の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）等に基づき、情報公開を積極的

に推進し、情報開示請求に対しては適切に対応する。 

 

《令和元年度実績》  

財務情報をはじめとする法定情報についてはウェブサイト上で公開を行うなど情報の積極的な

公開に努めるとともに、総務省主催の「独法等情報公開・個人情報保護連絡会議」に担当者を参
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加させ、情報公開の円滑な対応等に関する情報を入手し、法人文書の適切な管理、情報公開窓

口における資料の整備等を行い、情報開示請求に対する適正かつ迅速な対応に努めている。な

お、令和元年度においては、情報開示請求はなかった。 

また、情報公開法の適切かつ円滑な運用に不可欠である法人文書の管理状況の点検を実施し、

法人文書ファイル管理簿の更新を行った。 

 

（４） 情報セキュリティ対策の強化 

中長期目標 

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ・ポリシーを適

時適切に見直すとともに、これに基づき情報セキュリティ対策を講じ、情報システムに対するサイバ

ー攻撃への防御力、攻撃に対する組織的対応能力の強化に取り組む。また、対策の実施状況を

毎年度把握し、PDCA サイクルにより情報セキュリティ対策の改善を図る。 

また、保有する個人情報や技術情報の管理を適切に行う。 

 

中長期計画 

ア 政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群を踏まえ、情報セキュリティ・ポリシー

を適切に見直し、サイバーセキュリティの強化に取り組む。 

イ 情報セキュリティ対策の実施状況を評価し、情報セキュリティ対策の改善に反映する。 

ウ 保有する個人情報や技術情報を適切に管理する。 

 

《令和元年度実績》  

ア サイバーセキュリティの強化への取組 

国際農研情報セキュリティポリシー関連規程の周知と、インシデント発生（認知）時の連

絡方法等所内手続きの徹底、想定される身近なリスクを周知し、管理者やユーザの認識不

足・人的ミスを減らし、ネットワークをより安全かつ効率的に利用するため、全職員を対象

とした所内セキュリティセミナーを 11回開催し、364名が受講した。 

また、海外拠点等における設置端末の状況調査を平成 30年度より開始し、今年度も実施

した。 

このほか、不審なサイトへの誘導や巧妙化を続ける標的型メールなどによるウイルス対

策ソフトの検知等の事案はあったが、その都度適切な対応と注意喚起を重ね、令和元年度も

情報セキュリティ・インシデントは生じていない。 

 

イ 情報セキュリティ対策の実施状況の評価 

所内セキュリティセミナーにおいて自己点検を促すとともに、点検内容に改善が必要と

判断した者については指導・指示した。また、インシデントにつながる可能性がある事案を

発見（認知）した場合には、ユーザや責任者等により経緯や再発防止策をまとめることで、

所内ルールの一層の徹底を図った。 

また、令和元年 9月には、内閣官房内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）からの要

請によるマネジメント監査があり、グッドポイント、指摘事項等の助言を受けた。指摘事項

については法人としての優先度を判断の上、可能なものから実施していく予定である。 
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なお、政府統一基準群の平成 30年度改訂を受け、情報セキュリティポリシー関連規程の

改定を行った。 

 

ウ 保有する個人情報や技術情報の適切な管理 

保有する個人情報については、適切な管理のために点検を行うほか、「独立行政法人等の保有

する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針」を遵守し、個人情報（マイナンバー）の取

扱いも含めた保有個人情報の適切な管理と漏えいの防止に努めた。また、「独法等情報公開・個

人情報保護連絡会議」に担当者を参加させ、個人情報保護に関する情報を入手するとともに、資

質の向上を図った。  

保有する技術情報については、研究成果等管理規程で研究成果を他に提供する場合の手続

きや秘密の保持について定めており、技術情報の適切な管理を行っている。 

 

（５） 環境対策・安全管理の推進 

中長期目標 

化学物質、生物材料等の適正管理などにより研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行

うとともに、エネルギーの有効利用やリサイクルの促進に積極的に取り組む。 

安全衛生面に関わる事故等を未然に防止するための管理体制を構築するとともに、災害等によ

る緊急時の対策を整備する。 

 

中長期計画 

ア 薬品管理システム等を活用し、化学物質等の適正管理の徹底を図る。 

イ 生物材料等の適正入手・適正管理に関する教育訓練等を通じて、職員の管理意識の向上を

図るとともに、法規制のある生物材料については適正管理を徹底する。 

ウ 法人内で使用するエネルギーの削減を図る。また、廃棄物等の適正な取扱いを職員に確実

に周知し、法人全体でリサイクルの促進に取り組む。 

エ 職員の安全衛生意識の向上に向けた教育・訓練、職場巡視などモニタリング活動を実施し、

作業環境管理の徹底を図る。また、ヒヤリハット事例等を活用した事故等の未然防止活動に取

り組む。 

オ 職員の防災意識の向上を図るとともに、必要な設備の設置、管理を行う。また、災害等緊急

時の対応体制を整備する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 化学物質等の適正管理 

薬品の管理に関する安全教育、職場巡視及び定期的な点検を行い、化学物質等を適正に管

理した。 

化学薬品等を取扱う職員 163 名に対して薬品の管理に関する研修をコンプライアンス一斉研修

の一環として開催し、化学薬品等管理規程等の遵守及び薬品管理システムの適切な運用等、所

内の管理体制や取扱いの留意事項等を周知し、適正管理に関する意識向上に努めた。 

月一度の安全衛生委員会による職場巡視により実験室等の作業安全性を確認し、年末から年

度末にかけて化学薬品等管理責任者による毒物及び劇物の年一度の定期点検を行い、適正に
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管理されていることを確認した。 

平成 28 年 6 月から義務づけられた化学物質のリスクアセスメントを令和元年度も継続して実施

した。薬品管理システムを利用して、試薬等の受入、使用、移動、廃棄等を管理した。有害液状廃

棄物等は、民間業者に委託し適正に処理した。 

平成 25 年度から運用していた化学薬品管理システムについて、ソフトとハードのサポート期間の

終了に伴い、平成 30 年度に検討した結果に基づき、令和元年度にサーバ等の機器やソフトを更

新した化学薬品管理システムを構築した。 

無人航空機等（UAV 等）の適正な管理及び安全確保のため平成 28 年度に制定した管理運航

規程に定める安全飛行管理委員会で 14 件の飛行計画書を審議し、安全教育訓練の講習会を 2

回開催し 3 名が受講した。 

平成 30 年 9 月に実施された、つくば市役所担当部署による水質汚濁防止法に基づく立入検査

の結果、屋上設置型スクラバーの改善指示に関して、令和元年度予算により別形式の処理装置へ

変更した。 

 

イ 生物材料等の管理 

遺伝子組換え生物等及び輸入禁止品等の生物材料等の入手と管理に関する教育訓練を行うと

ともに、これらの規制のある生物材料について適正に管理した。 

遺伝子組換え生物等の管理については、遺伝子組換え実験安全委員会に外部委員を 1 名委

嘱し、研究者から提出された実験計画書の審査を行っている。令和元年度は、11件の機関届出実

験（継続 11 件）、11 件の機関承認実験（継続 11 件）を実施している。遺伝子組換え生物等の受入

れ及び譲渡について、手続きを適正に行った。 

遺伝子組換え生物等の使用等に係る安全規則に基づき、遺伝子組換え実験講習会を計 6 回

開催し、72 名の実験従事者に対して、関係法令等の説明、遺伝子組換え生物等の適正な使用等

に係る知識及び技術、事故発生時の措置等について教育した。また、実験従事者以外に対しても

講習会を 10 回開催し、遺伝子組換え実験以外の実験に従事する者 2 名、保守作業や工事実施

のために実験室に立ち入る外部者 21 名に法令等の説明と留意事項を教育した。また、実験責任

者の退職や異動による研究材料の適切な処分（廃棄、委譲保存）を実施した。 

遺伝子組換え生物等の拡散防止措置と実験施設に係る定期点検を各実験責任者が実施し、

安全主任者による確認を経て農林水産技術会議事務局へ報告した。 

「遺伝子組換え生物の使用等における緊急時対応マニュアル」に基づき、関係部署の役割分担

や情報共有、連携等における問題点を洗い出すことを目的とする緊急時対応訓練を令和元年 11

月 22 日に実施し、明らかとなった問題点に対応するためマニュアルの改善を行った。 

輸入禁止品について、植物防疫所及び動物検疫所と適切に連絡調整を図りつつ輸入許可申

請及び輸入手続きを実施した。許可条件を遵守して輸入禁止品を取扱い、管理責任者による使

用・廃棄記録簿の作成、農林水産省植物防疫担当官による定期的な立入調査等により適正な管

理を行った。 

 

ウ 使用エネルギーの削減とリサイクルの促進 

光熱水料について、使用量などを建物毎に過去と現在で比較した表を所内電子掲示板等に掲

載し随時職員へ節約の周知徹底を図った。また、「夏季の省エネルギーの取組について（令和元
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年 6 月 11 日省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議決定）」及び「冬季の省エネルギ

ーの取組について（令和元年 10 月 9 日省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議決定）」

に基づき、夏季及び冬季における節電対策をそれぞれ策定し、所内会議及び電子掲示板等によ

り職員への周知を行うとともに、施設等整備運営委員会等においては、フリーザー等消費電力量

が大きい機器について、省エネ機種へ更新及び集約化、照明設備の LED 化を計画的に検討・実

施して一層の節電対策に努めた。以上により節電対策に努めたところであるが、令和元年度の電

力使用量は、昨年度（平成 30 年度）比でつくば本所は 100.9％となり 0.9％僅かに増加、熱帯・島

嶼研究拠点は 104.3％と 4.3％増加した。国際農研全体では 2.1％の増加となった。増加要因の主

なものは、①実験計画の増加に伴う設備の稼働増加（つくば：海外実験棟、海外生物工学実験

棟）、②水田圃場の土壌入替による圃場水量増に伴うポンプアップ電力の増加（拠点）、その他複

数の要因が重なったことによるものと考えられる。 

 

表 光熱水料及び通信運搬費の実績（単位：千円） 

  平成 30 年度 令和元年度 対前年度 

光熱水料  96,506 97,277 771 

電気料 75,186 76,197 1,011 

ガス料 230 251 22 

水道料 5,546 6,303 757 

燃料費 15,545 14,526 △1,019 

通信運搬費 20,603 15,177 △5,426 

[注記] 

1.千円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

温室効果ガス排出抑制実施計画推進本部において、温室効果ガス排出抑制実施計画を平成

28 年度に改正し、排出される温室効果ガス排出量を平成 16 年度比で令和 2 年度までの期間に

10％以上削減することが決定された。計画に添った使用エネルギーの節減に努め特に夏季・冬季

の空調開始時には、職員が出来る具体的な取組を示して周知することで光熱水料の節約に努め

た。また、古紙やペットボトル等の分別回収の徹底を図った。 

   

エ 作業環境管理と事故等の未然防止 

作業環境管理と事故等の未然防止については安全衛生委員会を中心に取り組んでいる。令和

元年度の労働災害は 7 件(圃場関連作業 2 件、実験室内作業 2 件、移動中転倒 3 件)発生した。

例年に比べ件数が著しく増加したことから、重大事象と受け止め同委員会において発生事案を基

に発生原因の分析や再発防止策の検討を行い、手順書の確認や過去の災害発生原因分析の活

用を呼びかけるなど、再発防止に向けた対策の徹底を図るとともに、運営会議において継続的に、

職員への注意喚起を行った。ヒヤリハット活動や遠心機等の自主検査を継続実施するとともに、本

所においては、産業医・安全衛生委員会委員による職場巡視及び安全衛生管理補助者による職

場巡視を毎月、理事長による職場巡視を年 1 回（本所 10 月）実施、拠点においては、四半期毎に

職場使用者による職場点検、拠点所長による週１回の職場巡会を行い、職場環境の点検や安全

確保上必要な改善事項等について指導を行い、その対応状況を検証した。また、国際農研の過
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去の職場巡視指摘事項を含めた「職場の点検表」や他機関の労働災害に関する災害事例をグル

ープウェアへ掲示して職員に周知したほか、年度途中の新規採用者に対する雇入れ時安全衛生

教育について従来のコンプライアンス一斉研修の DVD 視聴による教育に加え、安全衛生委員会

委員長から対面による教育を実施して職員の災害防止に関する安全意識向上の強化を図った。 

全国安全週間（7 月）、全国労働衛生週間（10 月）の取組として、労働安全衛生セミナー（7 月及

び 10 月）、救命講習会（7 月）、交通安全講習会（12 月）を開催し、健康保持増進、事故防止等の

意識向上に努めた。 

また、「心の健康づくり計画」に基づき健康増進に努めるとともに、ストレスチェックを実施し、スト

レス程度の把握、ストレスへの気付きの促しを通じ、職場環境の改善につなげるなど、働きやすい

職場づくりを進めている。 

主たる研究の場が開発途上地域である国際農研は、令和元年度は延べ 448 名の職員を海外へ

出張させており、海外における安全対策に特に注力している。 

①継続的な安全対策 

出張者の安全確保に係る緊急時対策を円滑に行うため、緊急時対策委員会を所内におき、

海外における政情不安等に対応した判断を行っている。令和元年度はブルキナファソ、エチオ

ピア、ボリビア、インド及びケニアにおける治安悪化に対処するため本委員会を 6 回開催し、渡

航措置を決定した。 

また、暴動、テロ、自然災害等リスク発生時の被害を最小限にするため、外務省発表情報そ

の他多方面からの情報を日常的に収集し、出張者に対して随時「注意喚起」を発信している。 

 

②外部専門家を活用した安全対策 

出張者に対して、罹患や紛争等の緊急事態に直面した場合に備え、適切な医療サービス及

び緊急避難移送が可能となるサービスを活用している。さらに、出張者の健康管理及び危機管

理の一環として、外部専門家によるセミナー「改めて考える 海外出張時の注意点」を開催した。 

 

③新型コロナウイルスに関する対応 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、2 月には、中国への渡航の延期又は中止を、中国国

内を経由する航空機利用の自粛を決定した。また、出張国その他の国の入国制限措置、行動制

限措置、航空機の運行情報等を所内イントラネットに掲載し、内容を日々更新した。新たな出張

については、出張予定者の健康状態、出張先での研究業務遂行の可能性及び医療状況を確認

した上で、出張の必要性、妥当性の検討を指示した。 

3 月に入り、世界各地で感染が拡大してきたことから、出張先で行動制限を受ける可能性及

び帰国が困難となる事態を防ぐため、業務に支障がない範囲で早期の帰国を指示するとともに、

帰国者には 14 日間の健康観察を指示した。その後、状況が急速に悪化してきたことに伴い、新

たなすべての出張の中止を決定した。さらに、東京都から通勤する職員の在宅勤務を行うなど感

染拡大防止の方針に沿った対応を行った。 

 

オ 防災対応のための取組 

平成 28 年度に作成した「非常時における業務継続計画に基づく業務継続力向上のためのマニ

ュアル」を見直した。地震等発生時に国際農研役職員等の安否確認のため、民間企業が提供する
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サービスを活用した安否確認システムを導入し、防災訓練として、安否確認メールを試験送信し、

システムの稼働を確認した。  
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２ 研究を支える人材の確保・育成 

（１） 人材育成プログラムの実施 

中長期目標 

優れた研究者を確保・育成するとともに、研究の企画や評価、研究業務の支援や技術移転、組

織運営など様々な分野の人材を育成するため、JIRCAS の人材育成プログラムを改定し、それに基

づく取組を実施する。 

その際、優れた研究管理者を養成する観点を重視する。また、計画的な養成が期待される、研

究業務の支援、技術移転活動等を行う人材を育成するためのキャリアパスを構築する。 

また、行政部局等との多様な形での人的交流の促進、研究支援の高度化を図る研修等により、

職員の資質向上を図る。 

 

中長期計画 

ア 研究管理者や研究業務の支援、技術移転活動等を行う人材を育成するため、人材育成プロ

グラムを見直し、それに基づく取組を実施する。 

イ 研究業務の支援、技術移転活動等を行う人材を計画的に育成するためのキャリアパスを構築

する。 

ウ 行政部局等との人的交流、知識の習得や技能の向上を図るための各種研修の開催、外部機

関等が行う研修の活用等により、職員の資質向上を図る。 

 

《令和元年度実績》  

ア 人材育成プログラムに基づく人材育成の取り組み 

平成28年度に改訂した、「国際農林水産業研究センターにおける人材育成プログラム」に基づく

人材育成の取り組みを実施した。 

研究人材育成のための取組として、企画連携経費を確保し、新規採用された任期付研究員5名

に、用途を限定しないスタートアップ経費として研究費（1名あたり80万円）を配分した。配分を受け

た者から提出された実施報告書では、任期付研究員が成果を早期に最大化する上で有効だった

等の意見が得られ、本経費が効率的に使用され、人材育成、成果の最大化に大きく貢献したこと

が示された。 

また、平成29年度から新規採用者が国際農研採用後、所属プログラム・プロジェクトにおいて期

待される役割も理解した上で、各自の研究計画や成果の見通し及び途中経過について発表する

ことを目的とする「新規採用者（任期付研究員）による研究計画発表会及び経過報告会」を実施す

ることとしており、令和元年度も新期採用者4名および出産・育児休暇後復職した平成29年度採用

者1名の計画発表会、平成29年度採用者6名の経過報告会を開催した（令和元年度新規採用者

のうち1名は、令和2年1月採用のため4月に実施予定）。 

平成28年度から開催している「JIRCASセミナー」を令和元年度も継続し、20回開催した。昨年度

までは、研究課題の担当研究員が研究成果・進捗状況等を情報共有・意見交換する場として実施

したが、今年度は、令和3年度からの次期中長期計画策定に向けた研究戦略の検討のための勉

強会を中心に位置づけた。各プログラムの研究員による、現中長期の研究成果と今後取組むべき

研究テーマの紹介に加え、各領域・島嶼拠点の領域長・所長または研究員が、各分野の研究展

望について報告した。国際学会でポスター発表を行った研究員によるポスターセッションも継続し
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て実施した。 

工程表による研究課題の進捗管理と研究職員個々の業務管理の連携、および研究職員の研究

進捗管理、人材育成等のために、令和30年度に試行的に導入した「研究職員の年間研究・業務

計画書」を、令和元年から本格導入した。同計画書は、各研究課題・業務ごとのエフォートも記載し

ており、期首・期末の所属長と研究職員の面談により、研究・業務計画とエフォートを関連づけて指

導することが可能になった。 

国際農研が行う海外における研究活動を補強し、我が国の今後の国際研究の発展を担う人材

の育成を図るため、大学院生やポスドク研究者を海外の共同研究機関に派遣する特別派遣研究

員について、より優秀な人材に門戸を開くため、平成31年4月に規定を改定し、引き続き公募を行

った。 

 

巻末付表１２ 令和元年度 JIRCAS セミナー開催状況 

 

イ キャリアパスの構築 

領域長等からの推薦により40代の研究職員5名を選定し、平成28年度に改定したキャリアデザイ

ン構築ガイドラインに基づいて、幹部職員から理事が選定したキャリアドバイザーとキャリアパスに

関する面接を行うと共に、キャリアデザインシートを作成し、各々のキャリアパスについて検討した。

一般職員については、一般職員等人事評価実施規程に基づき実施される人事評価において、期

末において面談を行い、その中で指導・助言を行いキャリアパスについて考える機会を設けている。 

 

ウ 研修等による職員の資質向上 

①研究職員 

研究職員の資質向上のため、国際農研による階層別研修として、新規採用職員研修を実施し

た。また、農林水産技術会議事務局が実施したリーダー研修等に職員を参加させた。 

業務上必要な知識・技術の習得を目的として、農林交流センターワークショップ「植物科学・作

物育種におけるフェノーム解析」等に参加させた。 

また、遺伝子組換え実験従事者に対し、遺伝子組換え生物等の使用等に係る安全規則の規定

に基づく教育訓練等を実施した。無人航空機等（UAV等）の安全教育訓練の講習会を2回開催し3

名が受講した。その他外部の機関が実施する各種研修への参加を奨励した。 

 

②一般職員及び技術専門職員 

一般職員及び技術専門職員の人材の育成や階層･資質に応じた多様な能力開発のため、研修

計画に基づき、国際農研による研修のほか、外部機関又は他の独立行政法人が実施する研修等

を活用し、職員の研修を実施した。 

一般職員については、階層別研修として新規採用職員研修を実施した。また、農研機構が実施

した管理者研修等に職員を参加させた。その他外部の機関が実施する各種研修への参加を奨励

し、職員を参加させた。 

技術専門職員については、技術の高度化及び安全管理や業務指導能力の向上を図るため、

技術専門研修マネジメント能力向上研修を実施した。 
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③その他 

全ての職員を対象として、国際農研職員としてのコンプライアンス、ガバナンスに関する認識の

啓発に努め、適正な会計処理及び責任ある研究活動の意識向上を図るため、コンプライアンス一

斉研修を実施した。 

全国安全週間の取り組みとして、重大疾病発症の原因と深く関わっていると考えられる生活習

慣病の温床となるメタボリックシンドロームについて、知識を深めながら、運動による筋肉の維持、

柔軟な体にするストレッチング等の具体的対策等を内容とする労働安全セミナーを開催するととも

に、ストレスチェックの活用により、心の健康の維持向上を図ることを目的とした心の健康増進セミ

ナーを開催した。 

また、12月2日から6日を国際農研ハラスメント防止週間と設定して防止対策を推進し、ハラスメン

ト防止研修を開催した。 

情報セキュリティ対策として、セキュリティセミナーを11回開催し、364名が受講した。この他、本

所において救命講習会、交通安全講習会を、熱帯・島嶼研究拠点において安全運転講習会を開

催した。 

役職員が外国出張する地域は、厳しい自然環境であるとともに、事件や事故に遭遇する可能性

が高いことから、外国出張時の健康管理及び危機管理の一環として、海外安全対策セミナー「改

めて考える 海外出張時の注意点」を実施した。 

また、人事評価の実施にあたり、評価者に対して、制度の意義と重要性を理解し、適正な目標

管理・評価を行うためのスキルの向上を図るための人事評価者研修を実施した。 

国際農研の女性研究者がその能力を最大限発揮できるよう、研究と出産・子育てとの両立や女

性研究者の研究力向上を通じたリーダーの育成のため、ワークライフバランス研修（令和元年12月

16日）、管理職向けのイクボス研修、女性研究者である非常勤監事（九州大学名誉教授）と女性研

究職員のキャリアアップ意見交換会（令和元年12月17日）などの所内研修も開催した。 

平成30年度に試行導入した研究職員の年間研究・業務計画書を令和元年度から本格導入し、

人材育成等に必要な年間の研究・業務の目標・計画を作成・管理するシステムを構築した。 

 

令和元年度 主な研修等の開催状況 

 

研  修  名  等 人  数 

【主に研究職員を対象】  

新規採用職員研修(国際農研階層別研修) ５名 

中堅研究者研修（農林水産議場会議事務局） １名 

リーダー研修（農林水産技術会議事務局） １名 

管理者研修（農研機構） ３名 

農林研究交流センターワークショップ 

・植物科学・作物育種におけるフェノーム解析 

・分子系統樹推定法：理論と応用 

 

     １名 

     １名 

キャリアアップ研修 ９名 

無人航空機等（UAV 等）の安全教育訓練の講習会 ２名 

遺伝子組換え実験安全講習会（実験従事者）     ７２名 



- 66 - 

 

 

  

【主に一般職員を対象】  

新規採用職員研修（国際農研階層別研修）      ４名 

会計事務職員契約管理研修（財務省会計センター）      １名 

管理者研修（農研機構） ３名 

独法会計研修（農研機構） ２名 

給与実務研修会（人事院勧告）（（一財）公務人材開発協会） １名 

給与実務研修会（俸給関係等）（（一財）公務人材開発協会） １名 

情報公開・個人情報保護制度の運用に関する研修（総務省） １名 

遺伝子組換え実験に関する講習会（実験従事者以外） ２７名 

  

【主に技術専門職員を対象】  

技術専門職員マネジメント能力向上研修 ２名 

  

【全職員を対象】  

コンプライアンス一斉研修    ３４１名 

労働安全セミナー     ５７名 

心の健康増進セミナー ５２名 

人事評価者研修  ９名 

退職準備（ライフプラン）研修 ２４名 

イクボス研修 ３２名 

ハラスメント防止研修 ７８名 

キャリアアップ研修 １０名 

ワークライフバランス研修 ４３名 

情報セキュリティセミナー ３６４名 

救命講習会（本所）     １８名 

交通安全講習会（本所） ４５名 

安全運転講習会（熱帯・島嶼研究拠点） ３３名 

海外安全対策セミナー「改めて考える 海外出張時の注意点」 ４６名 

 

（２） 人事に関する計画 

中長期目標 

第４期中長期目標期間中の人事に関する計画を定め、業務に支障を来すことなく、その実現を

図る。 

その際、職種にとらわれず適材適所の人員配置を行うとともに、任期制やクロスアポイントメント

制度等の多様な雇用形態や公募方式の活用を図る。また、男女共同参画社会基本法（平成 11 年

法律第 78 号）等を踏まえ、優秀な女性・若手職員を積極的に採用するとともに、女性の幹部登用、

ワークライフバランス推進等の男女共同参画の取組を強化する。 
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中長期計画 

ア 業務の着実な推進のため、必要に応じて職員を重点的に配置するなど、柔軟で適切な人事

配置を行う。 

イ クロスアポイントメント制度、テニュア・トラックを付した任期付制度や再雇用制度、公募による

採用等、多様な制度を活用し、JIRCAS の業務推進に必要な人材の確保に努める。 

ウ 優秀な女性・若手職員を積極的に採用するとともに、女性の幹部登用、ワークライフバランス

推進等の男女共同参画の取組を強化する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 柔軟で適切な人事配置 

研究分野の重点化や研究課題の着実な推進のための組織体制を整備し、職員を重点的に配

置した。 

なお、令和元年度は、１名の任期の定めのない研究員を採用し、生物資源・利用領域に配置、5

名の任期付研究員を採用し、生物資源・利用領域に 1 名、生産環境・畜産領域に 3 名、熱帯・島

嶼研究拠点に 1 名配置した。 

女性研究員の採用促進に向けた取組としては、任期付研究員の募集要領に「当センターは、

『男女共同参画社会基本法』の趣旨に則り、男女共同参画を推進しており、女性研究者の積極的

な応募を歓迎します」と明記し、女性研究者の応募を促すとともに、国際農研ウェブサイトに、「研

究者を志望する女性の皆様へ」のコーナーを開設し、女性職員から女子学生に向けたメッセージ

を平成 30 年度に引き続き発信し、女性研究員採用促進を図った。 

令和元年度に、1 名の任期の定めのない研究員、5 名の任期付研究員(うち女性 1 名)を採用し、

女性研究者の新規採用率は 17%であった。 

 

イ 多様な制度を活用した人材の確保 

任期付研究員の公募にあたっては、国際農研のウェブサイトに掲載するほか、JST が運営する

研究者人材データベース「ｊREC-IN」に掲載するなど周知に努め、令和元年度は任期の定めのな

い研究員 1 名、任期付研究員 5 名を採用した。 

また、任期が満了した任期付研究員 3 名をテニュア・トラック制度審査により任期の定めのない

研究員として採用した。 

更に、令和 2 年 3 月に任期が満了する任期付研究員に対してテニュア・トラック審査を実施し、

任期を定めない研究員として 3 名を採用することとした。 

定年退職者の再雇用制度で、3 名を採用し、熱帯・島嶼研究拠点において広報担当業務にあ

たらせるなど、これまでの職務経験を活用できるよう適切に配置した。 

若手研究者が安定かつ自立した研究環境を得て研究に専念できるよう、研究者及び研究機関

に対する支援を行う卓越研究員事業（文科省）を利用し、研究職員の公募を行った。 

 

ウ 男女共同参画の取組 

新たに女性管理職 1 名を登用した。女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力

を発揮し、活躍できる環境を整備するため「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

（平成 27 年 9 月 4 日法律第６４号）が制定されたことを受け、女性活躍推進法に基づき作成した一
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般事業主行動計画及び科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアテ

ィブ（牽引型）」（平成 28～30 年度）に東京農工大学、東京外国語大学、首都圏産業活性化協会と

共同で参画し、管理者の意識改革を目的としたイクボス研修、仕事と生活の調和が取れた働きや

すい職場環境の実現を図るためワークライフバランス研修等の開催、女性リーダー候補者が取り

組んでいる海外共同研究成果の取りまとめを支援するための契約職員の雇用等を実施した。本事

業による助成は平成 30 年度で終了したが、女性の人材活用の重要性を鑑み、令和元年度も国際

農研独自の予算を確保し、同様の取組を継続した。また、任期付研究員が産前産後の特別休暇

及び育児休業を取得した場合並びに介護休業を取得した場合、当該育児休業等の期間を限度に

特例として任期を付すことを可能とし、そのことを公募要領に明記するなど、研究と出産・子育てと

の両立や女性研究者の研究力向上を通じたリーダーの育成を一体的に推進している。 

 

（３） 人事評価制度の改善 

中長期目標 

職員の業績及び能力に対する公正かつ透明性の高い評価システムを運用する。その際、研究

職員の評価は、研究開発成果の行政施策・措置の検討・判断への貢献、研究開発成果が社会に

及ぼす影響、技術移転活動への貢献等を十分勘案したものとする。 

人事評価結果については、組織の活性化と実績の向上を図る観点から、適切に処遇等に反映

する。 

 

中長期計画 

ア 関係規程や業績評価マニュアル等を整備し、公正かつ透明性の高い業績及び能力評価シ

ステムを運用するとともに、人事評価結果を適切に処遇等に反映する。 

イ 研究職員については、研究業績、研究成果の社会実装、運営業務への貢献等、多角的な

観点に基づく業績評価を実施する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 能力評価システムの運用と人事評価結果の処遇等への反映 

一般職員及び技術専門職員の人事評価については、一般職員等人事評価実施規程及び関係

規程に基づき、令和元年度においても引き続き実施した。また、評価結果は、令和元年度の勤勉

手当・昇給等に反映させた。 

 

イ 多角的な観点に基づく研究職員の業績評価 

研究職員の業績評価については、業績評価マニュアルに基づき、研究成果の実績、所運営上

の貢献、専門分野を生かした社会貢献等について評価を実施した。平成 30 年度業績の評価結果

は、令和元年度の勤勉手当等に反映させた。また、研究管理職員の業績評価結果についても勤

勉手当に反映させた。 

研究職員に対する研究業績評価の仕組みについて、所内の幅広い意見を聴取し、現行制度の

問題点と今後の制度の改善方向について検討する研究業績評価制度ワーキンググループを平成

30 年度に設置し、平成 30 年度に 6 回、令和元年度に 2 回開催し、改善点・改善策を示した。今

後、研究職員業績評価委員会において関連規定の見直し、評価マニュアルの改訂に反映させる
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こととした。また、新たな評価マニュアルに基づく試行的な評価を実施した。 

 

（４） 報酬・給与制度の改善 

中長期目標 

役職員の給与については、職務の特性や国家公務員・民間企業の給与等を勘案した支給水準

とする。 

また、クロスアポイントメント制度や年俸制など研究業務の特性に応じたより柔軟な報酬・給与制

度の導入に取り組むとともに、透明性の向上や説明責任の一層の確保のため、給与水準を公表す

る。 

 

中長期計画 

ア 役職員の報酬・給与については、国家公務員や民間企業の給与水準等を勘案した支給水

準とする。 

イ クロスアポイントメント制度など多様な雇用体系に柔軟に対応できる報酬・給与制度の導入に

取り組む。 

ウ 透明性の向上や説明責任の一層の確保のため、給与水準に係る検証結果や取組状況を公

表する。 

 

《令和元年度実績》  

ア 役職員の報酬・給与の支給水準  

国際農研は平成 13 年 4 月に農林水産省試験研究機関から特定独立行政法人に移行した独

立行政法人（平成 18 年 4 月非特定独立行政法人化）であり、職員給与規程は、国家公務員の職

員給与を規定している「一般職の職員の給与に関する法律」等に準拠するとともに、退職手当につ

いても、国家公務員の退職手当に準拠している。 

 

イ 多様な雇用体系に対応できる報酬・給与制度の導入 

国際農研と外部機関との間で優秀な研究者等がそれぞれの機関における役割に応じて業務に

従事させることや、人材の流動性を高めることなどを目的にクロスアポイントメント制度の実施に必

要な規程を整備している。また、令和 2 年 4 月 1 日からいわゆる同一労働同一賃金に関する法令

が施行されることへの対応を検討し、非常勤職員の賃金単価を改定し、期末勤勉手当相当額を含

めて支給することとした。 

 

ウ 給与水準に係る検証結果や取組状況の公表 

総務省において策定された「独立行政法人役員の報酬等及び職員の給与水準の公表方法等

について（ガイドライン）」により、給与水準については、検証結果や取組状況を国際農研ウェブサ

イト上で公表している。 

 

令和元年度の対国家公務員指数（ラスパイレス指数：法人職員の給与を国家公務員の給与と比

較し、法人の年齢階層別人員構成をウエイトとして用いて人事院が算出する指数）は、一般職員が

101.9、研究職員が 101.1 となっており、国家公務員と同等の給与水準である。 
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３ 主務省令で定める業務運営に関する事項 

中長期目標 

積立金の処分に関する事項については、中長期計画に定める。 

また、施設及び設備に関する計画については第４の２（２）、職員の人事に関する計画について

は第６の２（２）に即して定める。 

 

中長期計画 

前中長期目標期間繰越積立金は、第３期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第４期中

長期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 

また、施設及び設備に関する計画については、第２の２（２）、職員の人事に関する計画につい

ては、第８の２（２）のとおり。 

 

《令和元年度実績》  

前中長期目標期間繰越積立金は、第３期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、第４期中

長期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当した。 

施設及び設備に関する計画については、中長期計画第２の２（２）、職員の人事に関する計画に

ついては、同第８の２（２）のとおり行った。
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別添 

 

 

プログラムの実績概要 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

第４期のプロジェクト構成 

 

開発目標
理念

資源環境管理
プログラム

農産物安定生産
プログラム

高付加価値化
プログラム

情報収集・提供
プログラム

国際農研の使命
個別法の目的
中長期目標

旗艦プロジェクト

気候変動対応

アフリカ流域管理

アジア・島嶼
資源管理

BNI活用

旗艦プロジェクト

アフリカ食料

不良環境
耐性作物開発

高バイオマス
資源作物

病害虫防除

旗艦プロジェクト
フードバリュー

チェーン

アジアバイオマス

農山村資源活用

価値化林業

食料栄養バランス

熱帯水産資源

目的基礎研究
（５）
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プログラム A 開発途上地域における持続的な資源・環境管理技術の開発 

 

令

和

元

年

度 

予算額 668,966 千円 

決算額 593,317 千円 

経常費用 674,147 千円 

経常利益 769 千円 

行政コスト 727,054 千円 

エフォート 1) 32.23 人 

シンポジウム・セミナー等開催数 6 件 

技術指導件数 16 件 

査読論文数 2) 23 件 

学会発表数 34 件 

研究成果情報数 6 件 

主要普及成果数 0 件 

特許登録出願数 0 件 

品種登録出願数 0 件 

注 1） 投入エフォートは、1 年間の全仕事時間のうち、本プログラムに費やした割合の合計を人数と

して表した。 

注 2） 巻末付表４： 令和元年度 研究業績（査読付論文）を参照。 

中長期目標 

我が国も大きな影響を受ける気候変動や環境劣化等の地球規模課題に対処するには、経済

活動で農業分野が大きな割合を占める開発途上地域における対策が不可欠である。 

このため、地球温暖化の要因である農業分野からの温室効果ガスの排出を抑制するとともに、

気候変動に対する強靱性や復元力を高めるための技術を開発する。【重要度：高】また、アジア

及びアフリカ地域を中心とする開発途上地域の環境劣化を抑制し、農業生産の安定化を図るた

め、水や土壌等、資源の保全管理技術等を開発する。 

さらに、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証試験を行い、持続的な農業資源管理のた

めの技術マニュアル等を作成して行政部局や農民への速やかな普及を図る。 

 

中長期計画  

我が国も大きな影響を受ける気候変動や環境劣化等、深刻化する地球規模的課題に対処す

るため、アジア及びアフリカ地域を中心とする開発途上地域において、現地研究機関等と共同で

技術開発を進めるとともに、農家ほ場での実証試験や現地普及組織等との連携を通じて技術の

普及定着を図る。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 

 農業分野からの温室効果ガスの排出抑制のために、節水灌漑や耕畜複合によるメタン発生

抑制システムの開発と炭素収支の評価を行い、さらに、洪水等の極端現象や温暖化等の気候変

動に対処し、被害を軽減するための技術を開発する。【重要度：高】 

降水量が不安定で植生の劣化が進む河川流域及び問題土壌や土壌劣化が深刻化する地域

において育種、栽培、土壌、水管理の観点から作物の収量を持続安定させるための対策技術を
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開発し、普及モデルとともに示す。 

窒素肥料の有効利用及び耕地からの亜酸化窒素の排出抑制のため、生物的硝化抑制作用を

活用した育種素材を開発する。 

 

（研究成果の概要） 

 気候変動や砂漠化の進行、土壌の塩類集積など、地球規模で深刻化する環境問題の原因の一つ

として、人間による農業活動が挙げられている。プログラム「開発途上地域における持続的な資源・環

境管理技術の開発（資源・環境管理プログラム）」では、「気候変動対応」、「アフリカ流域管理」、「ア

ジア・島嶼資源管理」ならびに「BNI 活用」の 4 つのプロジェクトを実施し、土壌、水、肥料、植生等の

農業生産資源を持続的に管理し、これら環境問題を緩和するための農業技術、ならびに環境変動に

適応した農業技術の開発を行っている。 

 

図 1．資源・環境管理プログラムの概要 

 

気候変動対応プロジェクト 

農業生態系からの温室効果ガス（GHG）の排出量は、人為起源の 14％を占めており、農業分野で

の気候変動緩和策技術の開発が求められている。開発途上地域は、とりわけ GHG 発生源に占める

農業の割合が高い一方、気候変動による極端現象に対し脆弱な地域でもある。 

農業活動からの温室効果ガス排出を軽減する緩和策技術について、ベトナムとタイで試験研究を
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行っている。ベトナムのメコンデルタでは、バイオガスダイジェスター（BD）、水田、家畜生産のそれぞ

れの GHG 削減技術をリンクし、資源の循環と有効利用により、農家の気候変動緩和策に対するイン

センティブをさらに高める（図２）。その一つとして、BD 消化液を窒素肥料として水田で利用し、環境

への負荷軽減と化成肥料削減を実現する。消化液施用の量とタイミングを最適化するため、農家が

使える簡便な葉色指数をポット試験

で見出した【主要成果 1】。消化液の

衛生的利用のための方策を検討し、

慣行の化成肥料と同等の収量を得ら

れる施用法として圃場での実証試験

を実施している。昨年度、ベトナムメコ

ンデルタのアンジャン省６郡の水稲三

期作農家圃場での実証試験の試験

結果をとりまとめ、AWD 節水灌漑によ

り、メタンガスの排出量が 40％低減す

ることに加え、収量が 24％増加したこ

となど AWD 導入に対し十分な農家の

インセンティブがあることを確認し、AWD

普及拡大のための条件とともに、アンジャ

ン省等ベトナム国の政府関係者に政策提言ペーパーとして手交したところである。政策提言ペーパ

ーのフォローアップを進めるため、AWD 普及拡大を妨げている一つの要因が農家による水管理の難

しさにあることから、今年度から農家が容易に水田の湛水状態を知ることができる水田水位計測のた

めの低コスト ICT デバイスの導入に取り組んだ。また、AWD を実施している農家と実施していない農

家との比較において、水管理の違いと農家の利潤、GHG の排出量との関係を LCA 手法により推定

した。また湛水稲わら分解二期作について、メタンガスの発生抑制効果がポット試験でも確認された。

メコンデルタの雨季稲作収量が低い原因は、乾季作よりも気象条件が不利（高温、低日射量）である

ことに加えて、雨季作期間中に水田土壌で生成する硫化水素による生育障害であるという仮説がほ

ぼ実証された。畜産分野では、ベトナムで実施しているカシューナッツ殻液（CNSL）の給与試験にお

いて、ライシン牛の反芻胃からのメタン排出を 20％程度削減可能であることが再現された。土壌中へ

の炭素隔離について、タイのロッブリーで実施している長期連用試験の結果から、稲わらマルチおよ

び籾殻燻炭施用によって作物残渣量が多くなったこと、籾殻燻炭施用と不耕起栽培において作物残

渣の土壌炭素への蓄積割合が高くなることを明らかにした。またタイ国研究機関が実施する 6 件の長

期連用試験の結果をまとめ、土壌炭素貯留量と変化量、炭素投入量とその歩留まりを明らかにし、土

壌中の細粒分比率と有機炭素含量に正の相関があることを見出した。 

気候変動に対する適応策について、極端現象に脆弱なベンガル湾地域を対象として研究を継続

した。ミャンマーのエーヤワディデルタにおいては、土壌塩害に係る天候インデックス保険の設計を行

っている。衛星画像データの時系列的解析により、対象地域におけるモンスーン入り日の特定と年次

変動を調査したところ、西暦 2000 年の前後で差は見られず、ミャンマー全域のモンスーン（実質的に

は雨季）入り日が気候変動により遅延傾向にあるとの通説は証明されなかった。また対象地域ならび

にミャンマー全土において過去の衛星画像の NDVI の年次変化と塩水遡上ラインを比較検討した結

果、沿岸地域では乾季に塩水遡上の影響を受けて農地が減少し、雨季においても塩害が残り農地

図 2．地域内の技術リンク 
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面積が減少傾向にあることが示唆された。一方、天候インデックス保険に関する表明選好質問を対象

農家に対し行った結果、サイクロン、干ばつ、洪水に起因する災害に対する保険に対して一定の需

要があることがわかったが、塩害に対する保険の需要は低かったことから保険の対象災害と地域を考

慮する必要性が示された。保険会社のマージンを 20％とし 5 年に 1 回の洪水被害を想定して最適保

険契約を設計すると、年間の保険料は 21,600Kyat（約 1,650 円）程度となった。洪水リスク対応策に

ついては、防災面と利水面の両方の効果を評価するモデルを作成し、ミャンマーのイエジン灌漑地

区に適用した結果、洪水防止機能と都市用水供給機能とは大きく利益が相反するが、灌漑用水供給

機能との競合は比較的少なかった。また、水利用向上方策のプロトタイプとして、蒸発散量を含めた

用水需要の推定、支線水路間の配分調整の改善、ならびに都市用水需要と競合する乾季灌漑用水

について検討し、合理的用水配分ルールを策定した【主要成果２】。極端現象に対する適応技術の

評価を行うため、バングラデシュの管区ごとに極端現象の経済的インパクトを予測、比較するモデル

を完成し、地域の環境や社会的条件に適合した対応技術の検討を進めた。IRRI への拠出金研究の

成果である WeRise（季節予報をイネ生育モデルに応用した意志決定支援ツール）の予測精度を、農

家圃場試験によって検証した。また、作期前に供試品種に関する予測情報を現地に提供し、それに

従って作付けを行った天水稲作農家の収量は予測値と同程度であったが、周辺農家の収量は著しく

低かったことから、WeRiseの利用は収量改善に大きく寄与することが実証された。節水型灌漑水田稲

作技術として、ヒコバエを適切に管理、栽培することによって慣行移植法に匹敵する収量を実現する

SALIBU 再生稲栽培法を、これまでのポット試験の結果により定式化し、ミャンマーの農家圃場での実

証試験、および SALIBU 技術への好適水稲品種の選抜を開始した。 

 

 

アフリカ流域管理プロジェクト 

サブサハラアフリカの中でも最も土地劣化の危険度が高いブルキナファソ中央台地とエチオピア高

原地帯において、土壌・水・植生等の資源の適切な管理と小流域を単位とした持続的集約化に資す

る流域管理モデルの提案に向け、研究調査を実施している。 

ブルキナファソ中央台地において、土地条件の異なる斜面の上部、中部、下部のそれぞれに概定

された、土壌・水資源保全型の流域管理技術の実証を進めた。斜面上部では、在来樹木種である

Piliostigma reticulatum および Guiera senegalensis が、自然更新あるいは人工植栽のいずれにも適

し、樹冠の被覆による土壌硬度や地温の緩和が認められたことから、これらが緑化対象として有効で

あることが示された。斜面中部における土木的対策では、土塁にアンドロポゴンの列状植栽工を組み

合わせることによって、土塁の表面流去水が減勢し、崩壊が軽減された。また同じ斜面中部の農学的

対策では、傾斜圃場における 2 年間の侵食量測定試験の結果から、耕地内休閑システム（FBS）の導

入が降水の流出率を 29%、土壌侵食量を 86％抑制することがわかった。また聞き取り調査の結果、

FBS はアンドロポゴンの植生帯とともに農家からの評価が高かった。対象地域の土地利用図の高度

化のため、複数のトランセクトにおける UAV 計測によって得られた色情報と高さ情報を解析し、農作

物の分類に使えるデータセットを作成した。現地では乾季の家畜飼料不足が問題であるが、収穫後

のソルガム残渣を圃場に放置せずサイレージ調製することで栄養分が保持され利用率が高まった。

また現地資材（野草乾し草、ソルガム残渣、豆かす）に市販配合飼料を加え、良質の発酵 TMR を調

製することができた。スーダンサバンナで優占する２つの土壌型（リキシソルとプリンソソル）のそれぞ

れについて、ソルガムの収量と農家収入の観点から提案した最適肥培管理法の有効性をオンファー
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ム試験で検証した。土壌侵食防止を指標とした技術評価に使う ArcSWAT モデルの予測精度を検証

しパラメータの改良を行った。また技術の集約度を変えた複数のシナリオを作成しこのモデルに適用

したところ、流域スケールでの土壌侵食量は技術の集約により許容範囲以下まで下げられることが明

らかになった【主要成果３】。また技術導入前後の対象地域の農家所得を推計するモデルについて、

所得分布に加えて所得変化の分布を導入するプロセスと、それらを確率的に予測するシミュレーショ

ンプロセスを組み込むことで、年ごとの収量変動も考慮した技術の普及可能性検討が可能となった。 

斜面が急峻なエチオピア高原地帯では、北部ティグライ州の森林と農地が混在する小流域を対象

に、森林保全と農地管理のための技術開発を進めている。土壌侵食による堆積土は、川砂や有機物

を加えて物理性を改善することにより、対象小流域の優占樹種である Acacia etbaica の植栽のための

培地として利用できることが示された。また植栽木に炭を施用することにより、A. etbaica と Faidherbia 

albida において成長の促進、クロロフィル含量の増加、養分の吸収促進効果が認められた。A. 

etbaica 群落を対象としたバイオマス量の推計のため、樹形の違い（扇形と匍匐型）を考慮した多視点

画像の解析（SfM 法）による 3 次元モデルを作成するとともに、UAV により対象流域全体の樹木形状

パラメータを取得した。農地においては、複数年に亘る栽培試験の結果から、コムギ低刈りを土壌保

全効果の高い有効技術として評価した。小流域の流末に位置する典型的なため池の堆砂量の調査

を行い、堆砂を浚渫して近隣に農地を造成して野菜栽培の実証を行った【主要成果４】また対象地域

の農民へのアンケート調査と経済実験の結果から、共有地の保全意識を高める活動として農民研修

が有効であることが示された。さらに、対象地域の農家の食料摂取量調査の結果、乳ならびに乳製品

へのアクセスが困難となり、栄養摂取不足に陥っていることがわかったが、人口増加に加え森林保

全・放牧禁止施策推進もその要因であることが示唆された。 

 

 

アジア･島嶼資源管理プロジェクト 

「地球公共財」である水資源のうち 7 割が農業利用、またそのうちの 7 割がアジアで使われている。

プロジェクトでは、水資源を持続的に守り、変動の大きい脆弱な地域で効率的に利用するための技術

開発を行う。 

太平洋島嶼地域は湿潤ではあるが、粗放的な農業が地域の脆弱な自然環境や生態系に与える影

響は大きい。農業生産と環境、生態系保全が両立する資源管理システムを実現するために、パラオ

共和国のバベルダオブ島で調査研究を行っている。調査対象地域であるガリキル川流域において河

川流域、貯水池、森林域から沿岸域における水質と流量、気象などの定点連続観測を継続し、流域

環境評価を行う SWAT モデル適用のためのデータ取得をほぼ完了した。特に水質について新たに

SPSS（底質中懸濁物質）含量の測定を行ったところ、ガリキル川河口では大量の再懸濁可能物質が

堆積しサンゴの生育に適さないことがわかった。また栄養塩類に係る水質浄化への貢献が期待され

るクビレズタ（通称海ぶどう）の母藻をバベルダオブ島沿岸域で採取し、約２ヶ月間の培養、増殖に成

功した。農地においては、保全農業技術であるオーガー耕やトレンチ耕と有機物マルチを組み合わ

せにより、サトイモの収量を 2 倍以上に、また土壌流出量を慣行区の 1 割から 5 割に抑えることができ

た。これらの結果を受け、オーガー耕と有機物マルチを組み合わせた技術を農家への普及を進める

ため、パラオ国内の 3 つの試験圃場と 6 つの農家圃場で Mother-Baby 法による試験を開始した。 

サトウキビ窒素肥培管理の課題では、熱帯・島嶼研究拠点のライシメーターでの栽培試験結果から、

植え付け後 1 ヶ月に 1 回目の施肥を行う場合、新植栽培および株出し栽培 2 年目では窒素施肥量
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を半分にしても標準施肥量の収量と変わらなかった。その際、硝酸態窒素の地下への溶脱量は標準

施肥に比べて 20％減少した。またフィリピン・ネグロス島でも同様の試験を行い、最大の収量を得る施

肥のタイミングは植え付け 2 ヶ月後で、施肥量を半分あるいは無窒素にしても、収量は慣行栽培と変

わらなかった。ネグロス島では、社会実装につながる商業規模の栽培試験をカウンターパートである

フィリピン砂糖統制庁（SRA）が主導して開始した。また熱帯・島嶼研究拠点での栽培試験結果と窒素

溶脱観測結果に、土壌－作物モデル（APSIM）を適用したところ、収量と窒素溶脱量を精度よく再現

することを確認した【主要成果５】。また、APSIM をネグロス島の気象や土壌条件ならびに品種に合わ

せてチューニングし、栽培試験結果を適用したところ、収量の予測が十分可能であることを確認した。 

アジアの乾燥地域であるウズベキスタンとインド北西部では、塩害や地下水位の低下にともなう水

資源の不足により、作物生産が大きく制限されている。インド国立中央塩類土壌研究所（CSSRI）のラ

イシメーターを使った試験において、有資材型補助暗渠機（カットソイラー）の施工により土壌塩分が

低下していることが確認され、また近隣の塩害圃場での試験においては実際のカットソイラーによる施

工を行った土壌で乾季における塩濃度が非施工区に比べて低かったことから、雨季の間に塩分が圃

場外に排出されたものと推察された。さらにカットソイラーによって排水改善された圃場での灌漑法と

して、畝間への事前通水によって浸透ロスを削減する方法が有効であるとことが示唆された。一方、

溶脱による下方への移動ではなく、塩の上方への移動促進と地上での捕捉のための技術として

Dehydration 法を室内試験で検証し、捕捉布の性質の違いによって効果が異なることを示した。塩害

の適応策として、インドにおいては国立農業研究所（IARI）との共同研究において、耐塩性遺伝子

Ncl をインドのダイズ品種に導入した雑種後代 F3 を順調に得るとともに、またベトナムのカントー大学

との共同研究においては、ベトナムのダイズ品種に Ncｌを導入した BC3F1 世代の個体について DNA

マーカー選抜を開始した。 

 

 

BNI 活用プロジェクト 

植物のもつ生物的硝化抑制（BNI）能を農業システムに組み込むことにより、作物による施肥窒素の

利用効率を高め、強力な温室効果ガス（GHG）である亜酸化窒素（N2O）の発生を抑え、また硝酸態

窒素の地下への流亡を減少させるなど、気候変動の緩和と持続的な資源管理への貢献が期待され

ている。BNI 研究は、国際農研が主宰する BNI 国際コンソーシアムによって推進されており、今年度

は欧米の研究機関（米国、オーストリア、スウェーデン）との共同研究を開始するなど、そのネットワー

クを拡大した。 

コムギについては BNI 能を高めたコムギ品種の開発に向けた共同研究を CIMMYT と継続してい

る。コムギのエリート品種に BNI 能の高いコムギの近縁種オオハマニンニク（Leymus racemosus）の染

色体断片（Lr-N）を置換した系統の中から、収量や形態がエリート品種と同様でかつ BNI 活性の高い

数系統が確認された。これらの系統の日本、インドならびにメキシコでの圃場試験栽培を開始した【主

要成果６】。 

ソルガムの BNI 遺伝子マーカー開発のため、インドの ICRISAT でソルゴレオン分泌量の異なる RIL

の作成を行い F3 集団までを得た。国内において、水耕液中の NH4
+と NO3

-の割合を変えてソルガム

を栽培したところ、水耕液の pH を調整しない場合 NH4
+の割合が 20％の時に生育が最もよくなり、

40％を越えると pH が酸性になり BNI 活性が高くなった。ソルゴレオンを多く分泌する系統では葉中の

硝酸還元酵素の活性が常に高かった。また温室での円筒ポット栽培試験において土壌の硝化活性
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を調査したところ、高ソルゴレオン系統を栽培した土壌の硝化活性が低く抑えられ、また土壌中のア

ンモニア酸化古細菌（AOA）が減少したがアンモニア酸化細菌（AOB）の数に変化がなかったことから、

ソルゴレオンは AOA を抑制することが明らかになった【主要成果７】。 

BNI 能等の新規評価集団となる 4 倍体ブラキアリア牧草の F1 後代 246 系統の出穂特性等を調査

するとともに、うち 120 系統について SNPs マーカーによる多型解析を行い、1500 以上のマーカーか

らなるブラキアリア品種「Basilisk」の連鎖地図を作成した。さらにこのうち 100 系統を栽培した土壌の

硝化活性を測定し、系統間差異を認めた。また、コロンビアの CIAT 本部の圃場で BNI 能の異なるブ

ラキアリア牧草 8 系統を栽培し、牧草生産量と BNI 活性を測定した。今年度牧草をすべて除き、後作

にトウモロコシを播種した。LC-MS によるブラキアラクトンの分析手法を確立するとともに、アンモニア

酸化酵素であるヒドロキシルアミンオキシダーゼとブラキアラクトンのドッキングシミュレーションを行っ

た結果、酸性条件で優勢となるケト形のみが活性中心と結合できることが示され、ブラキアラクトンによ

る BNI 効果は酸性土壌で大きく発揮されることが裏付けられた。トウモロコシの根から分離同定された

疎水性 BNI 活性物質ゼアノンの化学合成を行い、構造確認を行った。一方、根のジクロロメタン抽出

物には新たな BNI 候補物質が含まれていた。 

BNI 機能導入による広域影響事前評価のため、BNI コムギを対象とした手法を開発し、設定した複

数のシナリオのもと、BNI コムギ導入によるインパクト評価を実施した。また、LCA 手法を用いて、2030

年と 2050 年における窒素施肥量、GHG 排出量、および窒素利用効率の増減を推定した。 

 

 

SATREPS ブルキナファソ 

平成 28 年度よりブルキナファソにおいて、低品位の国産リン鉱石の肥効を高める技術を開発し、リ

ン肥料の国内生産による施肥栽培促進を図ることを目的とした SATREPS プロジェクトを実施している。

今年度、ワガドゥグ市内にあるカウンターパート機関 INERA の支所に肥料製造のパイロットプラントが

落成し、運用が開始された。肥料製造の方法として、焼成および部分的酸性化を検討しているが、ブ

ルキナファソ産リン鉱石に炭酸カリウムを適量加えて焼成することにより、水稲ならびにソルガムへの

肥効が高く、アルカリ害が少ない実用的な肥料を製造することに成功した【主要成果８】。試作した焼

成リン肥料、部分的酸性化肥料について、ソルガムならびにササゲへの施肥効果をブルキナファソ国

内の異なる栽培環境の試験圃場で検証し、有効なリン鉱石肥料は土壌や気象条件によって異なるこ

とを示した。これにより NPK の三要素からなる複合肥料のベース配分の検討を開始した。GWAS 解析

を実施し、リン鉱石直接施用効果の高いイネ品種を選抜した。また播種 2 週間前にリン鉱石を施用す

るとその施肥効果が高いことが改めて確認された。栽培試験の結果に基づいて土壌－作物モデル

APSIM のキャリブレーションを行い、リン施用に対しササゲの生育を与えるパラメータを設定した。 

 

 

（成果の最大化に向けた取り組み） 

 

中長期計画達成に向けた研究開発及び課題の見直し状況 

「気候変動対応」プロジェクトでは、メコンデルタにおける個別の緩和策技術である水田と反芻家畜

からのメタン発生の抑制技術ならびに畜産廃棄物からのバイオガス利用技術を複合－連携すること

により、GHG 排出抑制とともに農家の便益にも貢献する統合システムとしての普及を目指し研究開発



- 79 - 

 

 

に取り組んでいる。これら開発された諸技術を地域に適用した際の影響を、農家経済、環境への負

荷、行政コスト等の観点から予測し評価する課題を今年度から開始し、LCA 手法を使った調査、分析

を開始した。また、水田からのメタン発生を抑える技術としての節水灌漑技術（AWD）をより多くの農家

が導入し簡易かつ効果の高い水管理を行うためのツールとして、昨年度より新たにセンシングと通信

を組み合わせた ICT 技術による、水田水位の「見える化」に取り組んでいる。一方、メコンデルタの水

田稲作は、これまでの三期作から二期作への転換という政府の方針が近年出されたが、三期作から

二期作に転換した際に水田にイネのない休閑時期（ファロー）が多少なりとも生じるので、この間に稲

わら等の土壌有機物を水中で分解すれば、その先の水稲作からのメタンは減少することが期待され、

プロジェクトではその仮説の検証を始めている。またベトナムでは、今年度に入りアフリカ豚コレラ

（ASF）の流行により多くの豚が殺処分され、豚飼育を中断する農家が急増した。メコンデルタにおい

て実施しているバイオガスダイジェスターの消化液利用に係る研究に一時的に影響があったものの、

BD の資材を豚糞から牛糞に変えることによって順調に進捗している。牛飼育は、まだ農家農村のレ

ベルでは実施が少ないが、メコンデルタでも大規模経営のもとで増え続けており、稲わらの飼料利用

等の資源循環の観点からも、今後の推移を見守る必要があると考えている。 

「気候変動対応」プロジェクトの適応策課題のうち、洪水リスク対応策の検討については、当初から

バングラデシュを対象とし、現地調査ができないためカウンターパート研究者を招へいして研究を進

め、最終的には仮想モデルを用いて対応策の検証を行う予定としていたが、やはり実際の現場での

検証が欠かせないことから、すでに水文水利関係の調査が十分進んでいるミャンマーのイエジン灌

漑地区を対象とすることとした。 

アフリカでのプロジェクト実施には様々なリスクがともなうため、現地への出張には健康（感染症を含

む）、治安、移動、通信等に細心の注意を払っているところである。元々現地情勢が安定しているとこ

ろは少なく、「アフリカ流域管理」プロジェクトの対象国の一つであるブルキナファソは、カウンターパ

ート機関（INERA）との良好な関係もさることながら、同様の環境条件をもつ周辺国に対して比較的治

安のよい国であることから選んだものである。しかしながら、最近同国でもテロや紛争が急激に頻発し

はじめていることから、ブルキナファソへの出張者に対する安全対策の強化が求められている。内外

機関を含む周囲の対応も参考にしながら、国際農研のプロジェクトは、８月以降首都ワガドゥグ市のみ

での活動を認めることとし、実質プロジェクトサイトのある近隣のクドゥグ市への渡航を禁止したところで

ある。これにともない、圃場や実験施設への直接のアクセスができなくなり、研究調査活動に大きな支

障が生じた。プロジェクトでは、これへの対応として工程表の修正等も検討したが、INERA の管理部

門と研究者の理解と協力を取り付け、国際農研の職員は同行しないが INERA のカウンターパートが

現場での試験の設定や調査とデータ収集を行うことで、課題を遂行することとなった。一部課題の成

果物の質が低下することはやむを得ないものの、逆に INERA 側のプロジェクトに対するオーナーシッ

プ、自主性の喚起、さらにはキャパシティーの向上にも期待している。また、プロジェクトで開発した技

術の効果の実証については、ブルキナファソでの実施とともに、同じ農業環境を有するセネガル内陸

部で実施できるかどうか検討することとした。 

「アジア・島嶼資源管理」プロジェクトでは、今年度から島嶼環境課題と塩害土壌修復課題の主要

参画研究員がそれぞれ異動した。前者については、外部への研究委託も視野に入れて検討を進め

るが、プロジェクトの中心課題であることから、手法の変更や新任の研究員を加えての実施体制の立

て直しを行うこととした。後者については、プロジェクト内部の専門の研究員が課題を兼任することで、

順調に進捗している。 
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成果の実用化・社会実装に向けた取り組み 

いずれのプロジェクトにおいても、最終年度に向けて成果の実用化・社会実装に向けた取り組みを

強化した。 

「気候変動対応」プロジェクトの緩和策課題では、技術の統合に係る成果のうちバイオガスダイジェ

スター（BD）の消化液の水田利用に関して、AWD を含む水管理による温室効果ガス（GHG）の削減と

水稲安定生産の両立の観点から実証試験を進めており、次年度にはメコンデルタ現地の行政官の参

加するワークショップの開催を目指している。同地域の水稲収量が雨季作に低下するメカニズムが明

らかにされたことから、現地でカウンターパートとともにセミナーを開催し成果を報告するとともに、得ら

れた知見と対応策について農業普及員向けのパンフレット等にまとめる準備を開始した。畜産課題に

ついては、研究担当者がハノイにあるベトナムの農業農村開発省（MARD）の本部を訪問し、カントー

大学や南ベトナム畜産研究所と共同で進めている、反芻胃メタン発生抑制技術の開発と糞尿処理過

程からの GHG 発生の現状調査についての成果を担当官に報告するとともに、この分野での施策の

方向性についての情報を得た。さらに GRA-LRG（畜産研究グループ）の全体会合ならびに東南アジ

ア会合では、国際農研がベトナムとタイで実施している研究の国際的な価値と成果の活用について

議論を行った。 

適応策課題では、天候インデックス保険の課題について、日本の民間損保会社との情報交換を進

めるとともに、ミャンマーの対象地域で農業保険の販売を企画している JICA プロジェクトとの交流も行

っている。水リスクへの対応策検討課題は、ミャンマー農業畜産灌漑省（MoALI）の現地灌漑水利局

の洪水対策の行政担当官をカウンターパートとして、常に意見交換をしながら研究を進めており、ま

た農業研究局に対しては圃場消費水量等の計測や解析技術の研修を行っており、成果の受け渡し

と実施可能性は高いと考えられる。WeRise については、その迅速・確実な社会実装を進めるための

実証試験をフィリピン稲研究所（PhilRice）と共同で進めるとともに、インドネシアでは ToT（指導員のた

めの研修）を実施し農業普及員の WeRise 利用能力向上を行った。また両国で、普及員用と研究開

発用の２種類の WeRise マニュアル（仮称）の原稿を作成した。再生稲栽培（SALIBU 農法）技術に関

しては、カウンターパート機関である MoALI の農業研究局とともに、技術マニュアルを含む政策提言

案をとりまとめた。 

「アフリカ流域管理」プロジェクトのブルキナファソ課題においては、昨年度ステークホルダーとの会

議を開催したことで、カウンターパート機関である環境農業研究所（INERA）にプロジェクトとその成果

物に対する高いオーナーシップが醸成されたことは特筆に値する。この会議の中で確認されたとおり、

開発技術の受け渡し先である政府機関 CNRST（国立科学・技術振興センター）の承認を得るため、

プロジェクトの開発技術２件（昨年度の主要成果である「土壌タイプ診断のための地中レーダー」と前

中期から継続して研究を進めた「土壌保全技術」）を提出する技術書を作成した。ブルキナファソに倣

い、エチオピアにおいてもステークホルダー会議を今年度開催し、研究者に加え州や郡の行政官や

農民組織の代表が参加した。特に研究対象としているティグライ州の農業局は、もともと共同研究の

JRA の傘の中には入っているが、研究成果のユーザーとして最も重要であることから、局長を日本に

招へいし国際農研でセミナーを開催するなど、今年度より本格的な交流を開始した。 

「アジア・島嶼資源管理」プロジェクトの島嶼環境課題では、前述のようにパラオにて農民参加型の

Mother-Baby 法による土壌保全栽培技術の実証試験を開始した。また台湾技術ミッションや現地婦
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人会の協力も得ながら、タロイモ栽培農家を対象とした説明会や技術講習会を計３回実施した。サト

ウキビ肥培管理の課題では、プロジェクトサイトであるフィリピンのネグロス島でカウンターパート機関

である砂糖統制庁（SRA）が主導して本プロジェクトの成果を含む商業規模の栽培試験が開始され、

大きく社会実装が進展した。またこれに合わせて、農家向けのセミナーも３回開催された。また広域的

な地下水の水質長期モニタリングを SRA の主導で継続し、減肥栽培技術導入による環境へのインパ

クトを評価する体制を整えた。 

塩害対策課題については、ウズベキスタンにおける農業技術協力の案件形成に向け、農林水産

省国際部に対し低コスト浅層暗渠排水（カットドレーン）による塩害軽減技術を紹介した。インドにおい

ては、塩害軽減効果の実証を進めているカットソイラーによる技術が、地元のローカル紙の Web 版で

紹介された。 

「BNI 活用」プロジェクトでは、CIMMYT との共同研究で開発した野生近縁種の染色体を一部取り

込んだ高 BNI コムギ系統について、各地の圃場での実証試験を開始した。特にコムギの世界的穀倉

であるインド北部にある南アジアボーローグ研究所（BISA）の圃場での展開は、BNI 研究の成果を社

会実装につなげるための重要なステップである。また今年度から、BNI 技術導入による環境、農業、

ならびに関連産業等へ及ぼす社会的効果を評価するための事前インパクトアセスメント（ex-ante 

impact assessment）を開始した。BNI 技術の効果についてはまだ定量的なエビデンスが少ないため、

いくつかのシナリオを用意し将来予測を行う。また BNI 技術が導入された将来像から、逆にどのような

BNI 技術が求められるのか、開発技術の目標を定めることも意義があると考える。また社会実装への

取り組みとして、ブラキアリア牧草の BNI 能を活用した環境調和型の農林牧システムを構築するため、

コロンビアの研究機関と組んで SATREPS に課題提案、応募した。 

プログラムに共通する視点として、雑誌や書籍に発表された公表論文に対し、特に途上国の研究

者によるアクセスの自由が成果の社会実装に繋がるとの考えから、研究成果のオープンアクセス化に

ついて検討し、状況や予算の許す範囲で実施した。  
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プログラム B 熱帯等の不良環境における農産物の安定生産技術の開発 

 

令

和

元

年

度 

予算額 801,827 千円 

決算額 710,241 千円 

経常費用 974,873 千円 

経常利益 4,110 千円 

行政コスト 1,039,154 千円 

エフォート 1) 38.81 人 

シンポジウム・セミナー等開催数 3 件  

技術指導件数 7 件 

査読論文数 2) 43 件  

学会発表数 30 件  

研究成果情報数 6 件  

主要普及成果数 1 件  

特許登録出願数 0 件  

品種登録出願数 1 件  

注 1） 投入エフォートは、1 年間の全仕事時間のうち、本プログラムに費やした割合の合計を人数と

して表した。 

注 2） 巻末付表４： 令和元年度 研究業績（査読付論文）を参照。 

中長期目標 

世界人口の増加や新興国における経済成長及び所得水準の向上により、中長期的には世界

の食料需給がひっ迫することが懸念されている。低肥沃度や乾燥等の不良環境のため農業生産

の潜在能力が十分に発揮できていない熱帯等の開発途上地域を対象として、アフリカをはじめと

する世界の栄養改善に向けて、食料増産を推進することが重要である。 

このため、アフリカの食料問題解決のため市場での流通や消費拡大を目指したイネ、畑作物の

安定生産技術の開発【重要度：高】、低肥沃度や乾燥等の不良環境に適応可能な作物開発と利

用技術の開発を行う。さらに、各国とのネットワーク研究等を活用し、我が国への侵入・拡大が懸

念される越境性の作物病害虫に関する防除及び侵入・拡大抑制技術等を開発する。 

さらに、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証試験を行うとともに、マニュアルや解説資

料等を作成し、品種開発関係者や行政部局、農民に対して開発技術の速やかな普及を図る。 

 

中長期計画  

食料増産の推進とアフリカをはじめとする世界の栄養改善に向けて、低肥沃度や乾燥等の不

良環境のため農業生産の潜在能力が十分に発揮できていない熱帯等の開発途上地域を対象と

して、現地の研究機関等と共同で技術開発や実証試験を行うとともに、マニュアルや解説資料等

を作成し、品種開発関係者や行政部局、農民に対する開発技術の速やかな普及を図る。具体的

には以下の研究を重点的に実施する。 

アフリカにおいて、食用作物遺伝資源の多様性の利用技術及び栽培環境に適応した高い生

産性や地域の嗜好性に適応した作物育種素材を開発するとともに、有機物や水等の地域資源を
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有効に活用した作物生産・家畜飼養技術等を開発する。【重要度：高】 

低肥沃度、干ばつ、塩害等の不良環境に適応可能な高生産性作物を作出するための基盤技

術を開発するとともに、先導的な育種素材の開発及び開発途上地域のほ場での評価、利用技術

の開発に取り組む。 

我が国への侵入・拡大が懸念される越境性の作物病害虫防除に向け、移動性害虫や媒介虫

の発生生態解明に基づく防除及び侵入・拡大抑制技術を開発する。また、JIRCAS がこれまでに

構築した研究ネットワークを活用して病害抵抗性品種を育成する。 

 

（研究成果の概要） 

食料増産の推進とアフリカをはじめとする世界の栄養改善に向けて、低肥沃度や乾燥等の不良

環境のため農業生産の潜在能力が十分に発揮できていない熱帯等の開発途上地域を対象として、

農産物の安定生産技術の開発を進めるため、以下の４つのプロジェクトを推進している。 

 

「アフリカの食料問題解決のためのイネ、畑作物等の安定生産技術の開発（アフリカ食料）」プロジ

ェクトでは、2 億人以上の人々が栄養不足に直面しているといわれるサブサハラアフリカ地域の食生

活の安定化と食料増産のため、アフリカにおける食用作物遺伝資源の多様性の利用技術、栽培環境

に適応した高い生産性や地域の嗜好性に適応した作物育種素材、有機物や水等の地域資源を有

効に活用した作物生産・家畜飼養技術等の開発に取り組んでいる。本プロジェクトはアフリカ開発支

援などに向けた政府方針に即していることから、旗艦プロジェクトに位置づけ、研究資源を重点的に

投入して、「イネ増産」、「地域作物の活用」、「耕畜連携」に関する研究に取り組んでいる。今年度、

「イネ増産」では、陸稲 NERICA4 とリン欠乏条件で優れた生育を示すアウスイネの DJ123 の交配系

統をマダガスカルの畑圃場で栽培し、在来品種に比して 40%増の収量を示す系統を選抜した他、リン

酸欠乏耐性遺伝子座 Pup1 を有して収量性が高く、生育期間が短いイネ 7 系統について、マダガス

カルでの品種登録のための適応性試験を同国種子管理委員会（SOC）と共同で開始した。マダガス

カルの中央高地土壌においてイネへのリン供給力指標となる土壌中酸性シュウ酸塩抽出リン含量

が、室内分光計測で得られた分光反射スペクトルから迅速に推定できることを明らかにした【主要成

果 1】。さらにリンの利用効率化についても、リンと土を混合したスラリーに移植苗の根を浸すリン浸漬

処理が、表層施肥に比べて減肥・収量改善効果があるばかりでなく、生育日数も 1 週間以上短縮す

ることから、低温など生育後半のストレスが生じ易い圃場でより効果的であることを明らかにした【主要

成果 2】。社経分野では、ガーナ北部の小規模ため池を用いた灌漑農家の経営条件、水利条件、社

会条件を反映した営農計画モデルを作成し、灌漑稲・野菜作の技術導入に伴う所得向上、安定化効

果を解明するとともに、技術導入にあたってのリスク許容度に応じた最適作付・水利用オプションも解

明・提示した。「地域作物の活用」については、日・時間が異なる条件でも蒸散速度の比較を可能と

する、熱画像を利用した新しい葉面気孔伝導度の指標を提案するとともに、その指標を用いてササゲ

遺伝資源における蒸散速度の遺伝的多様性を明らかにした【主要成果 3】。また、ホワイトギニアヤム

の品種識別を簡易・迅速化する、SSR マーカーを利用した品種識別技術パッケージを構築して国際

農研ホームページ上で公表した【主要成果 4】。「耕畜連携」については、モザンビークで調製したサ

トウキビの葉を原料とするケイントップサイレージとトウモロコシの茎を原料とするコーンストーバーサイ

レージが、良質で栄養成分も保持することを明らかにした。また、家畜給与試験では、コーンストーバ

ーサイレージの採食性が最も優れており、ケイントップサイレージもネピアグラスサイレージと同様の、



- 88 - 

 

 

良好な嗜好性を示すことを明らかにした。さらに牛糞堆肥施用はササゲの子実収量を増加させるもの

の、ササゲの茎葉収量に対しては品種により、サツマイモの茎葉収量に対しては品種および灌漑の

有無により、効果が異なることを明らかにした。さらに、モザンビーク南部の小規模農家が酪農を通じ

て効率的な耕畜連携を実現するための複合経営計画モデル（意思決定支援モデル）を作成し、農家

の食料自給、リスク分散、農外所得の確保、乳牛の飼料自給、淘汰更新などを可能とする酪農経営

の所得増大効果と成立条件を明らかにした。 

 

「不良環境に適応可能な作物開発技術の開発（不良環境耐性作物開発）」プロジェクトでは、低肥

沃度、干ばつ、塩害等の不良環境に適応可能な高生産性作物を作出するための基盤技術を開発す

るとともに、先導的な育種素材の開発及び開発途上地域の圃場での評価に取り組んでいる。イネに

ついては、高温耐性、乾燥耐性、リン酸欠乏耐性、高窒素利用効率等の育種素材や遺伝子素材を

開発する。ダイズについては、乾燥耐性、耐塩性等の育種素材や遺伝子素材を開発する。また、先

導的な育種素材等の開発を支える基盤技術として、イネの早期系統固定化技術、非遺伝子組換え

（GM）作物作出技術や圃場環境を温室で再現した作物生育評価技術等を開発する。さらに、栄養価

の高い不良環境耐性作物の開発に向けて、トマト、アマランサス、キヌアなどの遺伝資源の評価、利

用にも取り組む。今年度は、フィリピン、インドネシア、バングラデッシュのイネ品種群への根長および

窒素利用の効率化に関わる qRL6.1 導入に関する戻し交配を継続した。フィリピンの良食味イネ品種

NSIC Rc 160 および多収イネ品種 NSIC Rc 240 に qRL6.1 を導入した BC4F4 系統について、異なる

窒素条件で qRL6.1 の導入効果を確認し、優良系統を選抜した。ネパールの 4 村で 30 の IR 64-

Pup1+系統を評価した結果、IR64 および現地品種よりも高い収量を示す系統が認められた。イネの一

穂籾数を増加させる量的遺伝子座 SPIKE は、インド型品種 IR64 背景では収量水準が 5 t ha-1 を超

えると穂数を減少させ増収効果が低下するが、収量水準が 5 t ha-1 以下では穂数を減少させず増収

に寄与するため、開発途上地域の多くの低肥沃度環境や少量施肥栽培でその効果を発揮すること

を明らかにした【主要成果 5】。中国の現地ダイズ品種と耐塩性系統 4 つの組合せの F4、F5 および

BC1F3 世代種子を獲得した。また、現地選抜した耐塩・多収系統は中国の国新品種審査試験に参加

した。ボリビア北部高地、南部高地および低地型のキヌア系統について、細胞生物学的活性および

カリウムイオン含量を解析し、南部高地群の塩耐性が高いことを明らかにした。 

 

「不良環境でのバイオマス生産性が優れる新規資源作物とその利用技術の開発（高バイオマス資

源作物）」プロジェクトでは、持続的安定的栽培技術やバイオマスの効率的な利用技術の開発を通

じ、多用途型サトウキビ品種やサトウキビの近縁遺伝資源であるエリアンサスの利用拡大を図る。さら

に、より不良な環境条件でのバイオマス生産性が優れた新規サトウキビ品種を育成することを目標と

して、サトウキビとバイオマス生産性や不良環境耐性に優れたエリアンサスとの属間雑種の戻し交雑

集団を作出し、不良環境下でのバイオマス生産性が優れた有望系統を選定するとともに、属間雑種

を効果的に育種に利用するための形質評価技術や DNA マーカーを利用した育種技術の開発を進

める。今年度は、タイのサトウキビとエリアンサスの属間雑種 BC1 有望系統から根の貫入力が強くバイ

オマス生産量が大きい育種素材を選定した。GRAS-Di 法を用いて約 3000 の多型マーカーから構成

されるエリアンサスの高密度連鎖地図を作成するとともに、本連鎖地図上に約 50 の SSR マーカーを

位置付けた。多用途型サトウキビの安定栽培技術を開発するために、多用途型サトウキビ品種

TPJ04-768 の機械収穫特性を明らかにした。TPJ04-768 は機械収穫が可能で、製糖用品種 KK3 と
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比べると、トラッシュの割合は約 2 倍になるが、破損していない収穫茎の割合が多く、収穫に要する時

間が短いことを示した。サトウキビとススキ属植物との属間雑種 F1 には、サトウキビより低温条件下で

の光合成特性や高緯度地域でのバイオマス生産性が優れる系統があることを明らかにした【主要成

果 6】。さらに、サトウキビとサトウキビ野生種との種間交配を利用してサトウキビ新品種「はるのおうぎ」

を育成した【主要成果 7】。本品種は、株出し萌芽性に極めて優れ、茎数が多く、鹿児島県熊毛地域

において春植え、株出しの両作型で原料茎重と可製糖量が普及品種より多い。 

 

「国境を越えて発生する病害虫に対する防除技術の開発（病害虫防除）」プロジェクトでは、我が国

への侵入・拡大が懸念される越境性の作物病害虫等の防除に向け、移動性害虫や媒介虫の発生生

態解明に基づく防除及び侵入・拡大抑制技術を開発するとともに、これまでに構築した研究ネットワ

ークを活用した病害抵抗性品種の育成に取り組んでいる。今年度は、ベトナム国内のイネウンカ抵抗

性遺伝資源の保有状況について調査し、ベトナム北部では 3 つの研究機関がウンカ抵抗性品種の

作出を行っていることを把握した。関連の文献調査により、バイオタイプの異なるウンカ系統を保有し

ている機関はないと推測された。ベトナム北部の稲作農家が使用する殺虫成分は多様であり、成分

使用回数が農家水田内のウンカ密度低下に寄与する程度は低いことを解明した。殺虫剤使用時の

薬液の付着程度がウンカの生息部位で低いことが、低効果の一つの要因と考えられる【主要成果

8】。モーリタニア国立サバクトビバッタ防除センターと共同で、サバクトビバッタの孤独相成虫は、孤独

相に典型的な繁殖特性（小卵多産）であることを示すデータ及び交尾時の卵巣の発達程度に関する

データを収集した。サトウキビ白葉病の健全種茎生産のために開発してきた個別技術を組み合わせ

ると、白葉病の罹病率が低い種茎の生産が可能になることを示唆する実証試験結果が得られた。イ

ネいもち病圃場抵抗性遺伝子 pi21 および PB1 を導入した雑種集団（BCnF4）を、フィリピン、インドネ

シア、バングラデシュ、ベトナム品種を中心に育成した。ベトナムでは、pi21 と PB1 を導入した系統の

選抜が行われ、かつ遺伝子集積系統も選抜された。パラグアイ、アルゼンチン等の品種を用いたダイ

ズさび病抵抗性遺伝子の集積品種育成の戻し交配を継続した。パラグアイ Nikkei-Cetapar との共同

研究で育成された 2 品種 JFNC1、JFNC2 は保護登録、商用登録、および育成者名への国際農研併

記全てが完了し、ウェブサイトで公表した。アルゼンチン国立農牧技術院（INTA）と共同で育成してい

る品種については 2 年目の多地点試験を実施した。ダイズ葉片へ紫斑病菌を噴霧し、1 週間程度で

病徴を確認できる接種法を開発した。従来の手法よりも小規模・短期間で紫斑病抵抗性を評価できる

ため、本手法を利用し、ダイズ遺伝資源から紫斑病抵抗性系統の選抜を実施している。 

 

これらの研究によって得られた成果については、国際農研の「知的財産マネジメントに関する基本

方針」に則り、「地球公共財」の観点から、研究成果情報、学術雑誌等への論文掲載、学会での発表

等により積極的に公知化（公表）することを基本とした。なお公表にあたっては、事前に権利化の可能

性、秘匿化に必要性等を十分検討した。この結果、6 件の研究成果情報、1 件の主要普及成果、43

件の査読論文、30 件の学会発表により公表した。 

 

（成果の最大化に向けた取り組み） 

研究課題の立案に関する取組 

社会実装に向けた研究を強化するため、研究課題の立案に関して次の取組を実施した。 

• 栄養価の高い作物に関する研究課題：中間点検での検討に基づき、開発途上地域における栄養



- 90 - 

 

 

強化のため、不良環境耐性作物開発プロジェクトに、課題「栄養価の高い不良環境耐性作物の開

発に向けた研究」を設けた。成果物は、不良環境耐性が優れたキヌア、トマト等の育種素材等であ

る。キヌアについては、地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）課題「高栄

養価作物キヌアのレジリエンス強化生産技術の開発と普及」を申請していたが、今年度、条件付き

で採択された（今年度中の契約が条件）。本研究は、近年の気候変動などにより、唯一の栽培可

能作物であるキヌアの持続的生産が危惧されているボリビアの南部アルティプラノ高原において、

持続可能な農業生態系の保全・管理技術をベースにしたレジリエンス（強靱性）強化キヌアの生産

技術を開発し、普及させることを目的とする。プログラムディレクター （PD）は研究担当者らとボリビ

アの共同研究機関を訪問し、来年度からの本格開始に向けた研究課題の立案・調整や品種登録

への道筋の確認を行った。トマト・アマランサスについては、世界蔬菜センター（WorldVeg）との共

同研究課題について立案し、共同研究契約を締結することができた。プロジェクトリーダー（PL）が

WorldVeg へ出張し、具体的な課題を調整した。昨年度採用した任期付研究員が WorldVeg に長

期間出張し、トマト・アマランサス遺伝資源の評価に関する研究を推進した。 

 

社会実装に至る道筋の明確化 

次のように、現地に適した品種の開発・普及、技術の開発・普及に至る道筋を明確化した。 

• イネ品種の開発・普及に至る道筋の明確化：アフリカにおけるイネ品種の開発・普及に至る道筋と

しては、アフリカ稲センター（AfricaRice）が主催するイネ育種タスクフォース（BTF）等を通じて、対

象地域の試験研究機関に、開発したイネ育種素材を配布し、栽培試験を実施してもらうのが有効

であるが、BTF が予算不足により 2019 年の活動を停止したため、系統推薦ができなくなった。次

年度以降の活動再開時に向けた対応ならびに停止中の代案としてセネガル農業研究所（ISRA）

における現地試験の実施を検討している。マダガスカルにおいてもイネ品種を開発中であるが、

普及については同国種子管理委員会（SOC）が品種登録を担っていることを確認した。選抜され

た高収量系統のマダガスカルにおける品種登録に向けた第一歩として、SOC に評価を依頼した。

評価は 2 年間行われ、1 年目は種子の均一性と発芽の安定性が調査される。PD もマダガスカル

に出張し、共同研究機関であるマダガスカル国立農村開発応用研究センター（FOFIFA）の所長

に、SOC を通じた品種登録に向けた試験への協力を依頼した。 

• ダイズ品種の開発・普及に至る道筋の明確化：昨年度、パラグアイ Nikkei-Cetapar と共同育成し

た 2 品種の登録（保護登録・商用登録）にあたり、共同育成者として国際農研を併記し申請したに

もかかわらず登録証に国際農研が記載されない事態が起こった。Cetapar とともに育成者として登

録されるよう、必要となる文書（品種登録におけるパラグアイでの代表権の付託）の作成を行い、再

登録ができた。また同様の事態が起こらぬよう他国・他機関で共同育成者として国際農研が登録

されるための必要条件を現地の共同研究者に確認してもらっていたが、メキシコ以外については

パラグアイと同様の手続きが必要であることが明らかになった。PD もブラジルで開催した年次検討

会に出席し、各国の共同研究者に、必要な手続きへの協力をお願いした。 

 

研究課題の改善、見直しに関する取組 

次のように、国際社会の情勢や、世界の技術開発動向等に即したニーズの変化、および研究課題

の進行管理において把握した問題点に対する改善や見直し措置を行なった。 

• 研究課題の改善、見直しに関する検討：昨年度の評価結果等を踏まえて策定された研究課題に
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取り組むため、年度始めにプロジェクト毎の研究計画検討会を開催した。PD は、(1) アウトプット、

アウトカムを意識し、社会実装に向けた研究推進、(2) アフリカ開発支援への貢献（第７回アフリカ

開発会議：TICAD7、アフリカ稲作振興のための共同体フェーズ 2：CARD2、食と栄養のアフリカ・

イニシアチブ：IFNA 等）、(3) 越境性病害虫対応（JIRCAS 国際シンポジウム、G20 首席農業研究

者会議：G20 MACS、国際植物防疫年 2020：IYPH2020）、(4) 研究成果情報・主要普及成果案の

検討、(5) 研究成果の最大化に向けた取組をお願いした。11 月に各プロジェクトの中間点検、12

月〜1 月に年度末内部検討会を実施し、進捗状況の確認と今後の計画を検討した。1 月の所内

プロジェクト検討会では、研究課題の改善、見直しに関して検討した。一方、プロジェクト内、実施

課題レベル、外部資金課題（特に SATREPS 課題、農水省補助金課題）でも適宜、所内の参画メ

ンバーに加え、国内外の共同研究者や関連分野の研究員と、積極的に内部検討会、ワークショッ

プ等（36 件）を開催して協議し、自らの力により問題点に対する改善や見直し措置を行なうことで

PDCA サイクルを強化した。また、昨年度に引き続き、国際稲研究所（IRRI）の研究体制変更等に

伴うイネ育種に係る共同研究体制、共同開発した育種素材に係る契約の見直し等も実施した。

PD は、アフリカ食料プロジェクトにおいて重点的に研究を推進しているマダガスカルへ出張し、研

究推進状況の把握、ワークショップでの研究成果の発信、共同研究機関との連携強化に努めた。

また、ネットワーク研究を実施している、イネいもち・イネ育種、ダイズ病害関係の年次検討会に参

加するため、フィリピンとブラジルへ出張し、研究推進状況を把握するとともに、ネットワーク参加国

との連携強化に努めた。 

• PD 裁量経費等の活用：旗艦プロジェクトであるアフリカ食料プロジェクトを中心に資源配分すると

ともに、次の方針に従って PD 裁量経費を配分し、効果的な研究実施に取り組んだ（5 月、8 月、

10 月）：(1)中長期計画（工程表）の研究内容を確実に達成し、研究成果を最大化。(2) 現地の状

況の変化に適切に対応。(3) プログラム構成メンバーの変化に対応（年度途中の人事異動や若

手育成型任期付研究員の研究開始の支援）。(4) 研究推進の障害になっている事項に対して、

経費を上乗せすることで解決。さらに、今年度から開始したトマト、アマランサス等の課題について

も重点的に資源配分した。 

 

成果の社会実装に向けた検討と取組 

所内のプロジェクト参画者だけでなく、共同研究機関の研究者、現地政府関係者、JICA 関係者ら

と、成果の社会実装に向けた検討と取組を行った。さらに成果の社会実装に向けて、社会実装への

道筋を明確にするとともに、品種開発に向けて現地の育種家等と形質について協議して明確化し、

現地品種への有用遺伝子導入を進めた。加えて、以下の取組を実施した。 

• 公開シンポジウム・ワークショップ等の開催：旗艦プロジェクトであるアフリカ食料プロジェクト関係

のワークショップを 2 件開催した。「イネ増産」関係では、マダガスカルにおいて、SATREPS プロジ

ェクト「肥沃度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフリカ稲作における養分利

用効率の飛躍的向上」の中間評価を兼ねたワークショップを開催し、これまでに達成した成果、今

後の計画、ならびに成果を社会実装に繋げていくためのプロジェクト内外の更なる連携方針につ

いて広く共有した。プロジェクト関係者の他、民間企業、ドナー、他の農業開発プロジェクトなど計

75 名が参加した。また、現地メディアからも取材を受け、テレビ（2 件）、新聞（2 件）、ラジオ（1 件）

および農業畜産水産省の Facebook といったマスメディアを通じて、プロジェクトの成果とワークショ

ップの様子がマダガスカル国内に広く発信された。「耕畜連携」関係では、モザンビークにおいて
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国立農業研究所（IIAM）、農業食料安全保障省、大学、郡普及サービス、家族経営畜産農家、企

業経営畜産農家を対象とした畜産ワークショップを開催し、モザンビーク南部の畜産における疾

病対策や生産性向上の取り組みについて発表・議論した。約 70 名が参加した。さらに、JIRCAS

国際シンポジウム 2019「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力」を開催し、地球規模課

題を解決する SDGs への貢献という視点から、植物越境性病害虫に関連する分野の最前線で活

躍する専門家・研究者の講演、討議を通じて、今後の有効な国際研究協力のあり方を探った。PD、

PL が中心になって企画し、PD、PL、病害虫防除プロジェクトのメンバーが座長や講演者として参

加し、研究成果の発表、社会実装に向けた取組について議論した。植物越境性病害虫の問題に

立ち向かうためには、情報の共有、開発途上地域も含んだ国際研究協力、国連食糧農業機関

（FAO）、国際植物防疫条約（IPPC）、国際農業研究協議グループ （CGIAR）センターなどの国際

機関との連携を強めることが確認された。参加者は 189 名。 

• 共同研究機関等の研究員の人材育成：現地において研究成果を社会実装するためには共同研

究機関等の研究員等の必要な能力を有する人材が不可欠であることから、人材育成に努めた（教

育 2 名、研究 17 名）。例えば、リン酸欠乏耐性遺伝子等を用いたイネ育種に関する研究に関連し

て、日本学術振興会（JSPS）フェローを 3 名受け入れている。サトウキビ白葉病に対する総合防除

体系の確立に向けて「タイにおける健全種茎生産のための種苗増殖管理技術の向上」のために、

タイから共同研究員を 3 名招へいした。管理者招へい、外国間依頼出張等の交流活動を 23 件実

施した。 

• 国内外研究機関、企業等との連携の強化：研究開発成果の最大化に向け、国内外研究機関、企

業等との連携を強化した。国内機関との連携（共同研究、委託研究等）は 58 件（昨年度より 13 件

増；農研機構との連携は 9 件、企業との連携は 8 件）、海外機関との連携（CRA、JRA、WP 等）は

53 件（昨年度より 10 件増；MTA は多数のため省略）である。例えば、高バイオマス資源作物関係

では、研究開発成果の最大化に向け、現地の公的研究機関（タイ農業局及びタイ畜産振興局の

研究機関）との共同研究だけでなく、現地の製糖工場、国内の公的研究機関（農研機構、沖縄県

農業研究センター等）、大学（東海大学、東京農業大学等）、民間（三井製糖、ヤンマー、トヨタ自

動車）等との連携協力を図っている。病害虫防除関係（サトウキビ白葉病）でも、媒介虫に対する

殺虫剤施用技術および白葉病の簡易検出技術開発に当たっては、研究計画設計の段階から、

想定される利用者である現地の製糖工場や、民間（三井化学アグロ、カネカ等）の協力を得て研

究を進めている。また、イネウンカ類に関する研究では、農研機構（九州沖縄農業研究センター等）

及びベトナムの共同研究機関であるベトナム植物保護研究所と連携した研究を推進しているが、

今年度、新たな殺虫剤に対する抵抗性が生じないよう、ダウ・アグロケミカルの協力も得た研究も

進めている。産学官連携活動も 4 件実施した（全て高バイオマス資源作物関係）。国際機関・行政

部局への協力は 9 件。特に、アフリカ食料プロジェクトと PD は、 TICAD7 サイドイベント「アフリカ

を動かす力」に協力し、プロジェクトメンバー3 名が講演者、パネラーとして登壇した。また、病害虫

防除プロジェクトと PD は、G20 MACS に協力した。PD は G20 MACS 越境性病害虫セッションで

研究事例を紹介し、G20 MACS の越境性病害虫の研究連携に関するワークショップにおいて、病

害虫防除プロジェクトの 4 名がディスカッショングループのメンバー（うち 2 名は日本側取りまとめ

役）として情報収集に協力し、G20 の連携だけでなく開発途上地域との連携の必要性も強調した。 

• 科学技術情報の提供：積極的に取り組み、アウトリーチ活動を 22 件行った。ヤム、家畜飼料（サイ

レージ、TMR）、意志決定支援システムに関する研究成果等について、グローバルフェスタ 2019、
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アグリビジネス創出フェア 2019、中国やマレーシアで開催されたワークショップ等を通じて、アウトリ

ーチ活動を実施した。PD もブラジルで開催されたバイオテクノロジーに関するワークショップに招

待され、農産物安定生産プログラムにおける取組に関して発表した。6 件の学会賞、感謝状等の

表彰を受けた（6 年連続トムソン・ロイター社高被引用論文著者 2 件、日本作物学会奨励賞、日本

農業経営学会論文賞、日本 LCA 学会論文賞等）。 

 

ニーズに即した成果の創出と社会実装 

次のように、ニーズに即した品種や技術の開発や技術指導に取り組んだ。 

• 品種開発：ダイズについては、南米でニーズが大きいダイズさび病高度抵抗性品種を開発してお

り、パラグアイにおいて 2 品種の登録が完了した。アルゼンチン、ウルグアイ、メキシコでもさび病

抵抗性育種を推進した。中国で選抜した耐塩・多収ダイズ系統は新品種審査試験に参加した。イ

ネについては、アフリカ、フィリピン等でも、不良環境耐性や病害虫抵抗性といったニーズに即し

た品種の開発に向け、現地品種への有用遺伝子導入を進めている。マダガスカルで選抜された

高収量系統について、SOC による評価が開始された。有望系統が選抜された成果を現地で開催

したワークショップで発表したところ、現地の新聞で紹介された。フィリピンの 2 種類のイネ品種に

根長・窒素利用の効率化に関わる qRL6.1 を導入し、優良系統を選抜した。インドネシア、バングラ

デッシュのイネ品種群への qRL6.1 導入に関する戻し交配を継続した。アフリカ、東南アジアの主

要イネ品種に、いもち病抵抗性遺伝子を導入した系統の作出に取り組んでいる。サトウキビにつ

いては、タイにおいて食料とエネルギーの増産が求められており、それが可能な多用途型サトウキ

ビ品種 TPJ04-768 を奨励品種にするための現地適応性検定試験を進めている。国内では、サトウ

キビ品種とサトウキビ野生種との種間雑種を交配に利用してサトウキビ新品種「はるのおうぎ」を育

成した。本品種は、種間交配を利用した日本初の製糖用品種であり、鹿児島県熊毛地域（種子島）

向けの奨励品種として採用され、1,000 ha 以上の普及を見込んでいる。 

• 技術開発：アフリカにおけるイネ増産のための肥培管理技術の開発が重要であるが、社会実装に

結びつくような重要な知見が得られている。リン浸漬処理は、リン利用効率と収量を改善し、生育

後半のストレスが生じやすい圃場で効果がより高いことを明らかにした。この成果を現地で開催し

たワークショップで発表したところ、現地の新聞で紹介された。さらに、西アフリカにおいて重要な

作物であるホワイトギニアヤムの品種識別を簡易迅速にできる SSR マーカーを利用した品種識別

パッケージを構築して公表した。また、東南アジアで問題になっているサトウキビ白葉病について

は、これまでの研究で、サトウキビ白葉病課題において来年度に公表予定の「サトウキビ白葉病対

策としての健全種茎生産マニュアル」の根拠となるデータが揃った。 

• 技術指導：タイ及び国内で 7 件の技術指導を実施した。例えばタイのサトウキビ製糖工場に多用

途サトウキビの利用について指導した。また、農家や石垣島製糖等に対し、エリアンサスペレットや、

フィルターケーキ利用等について指導した。 
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イネ生育に対する土壌のリン供給能は室内分光スペクトルから迅速に推定できる

• 土壌サンプルの室内分光計測で得られた分光反射スペクトルを用いて、土壌からイネへのリン供給

能の指標となる酸性シュウ酸塩抽出リン含量を迅速に推定できる。

• 空間変動の大きいマダガスカルの水田や畑のリン供給能の迅速評価に利用できる。

PLS回帰モデルに遺伝的アルゴリズムを組み込
むことで推定に重要な波長を抽出

モデルの推定精度の検証
（実測値 vs. モデル予測値）

プログラム（Ｂ）主要成果-1（アフリカ食料） 研究成果情報
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熱画像を利用した葉面気孔伝導度の新規指標

プログラム（Ｂ）主要成果-3（アフリカ食料）

• 植物体の熱画像から得られる葉面温度を用いて気孔伝導度を推定する指標を開発した。
• 熱収支モデルにもとづくこの新規指標は従来の指標と比較して測定環境の影響を受けにくい。
• このため、変動環境下での作物の乾燥ストレスや光合成活性の評価に幅広く活用できる。

図2 従来の指標（葉気温差：上）と新規
指標（GsI：下）の異なる気象条件の測
定日における気孔伝導度との関係

図1 気孔伝導度の新規指標（GsI）

研究成果情報

ホワイトギニアヤムの品種識別技術パッケージを構築

プログラム（Ｂ）主要成果-4（アフリカ食料）

• ホワイトギニアヤム(Dioscorea rotundata)について、最低限の機材・消耗品の購入とトレーニン
グによって利用きる品種識別技術パッケージを構築した。

• 技術利用を支援するツールキットを提供することで、育種や苗生産の現場での簡易かつ迅速な
品種識別を可能にする。

主要普及成果

図2 SSRマーカーを利用した品種識別の
流れと提供する技術・サービス

図1 国際農研HP上で提供するツールキット
(https://www.jircas.go.jp/ja/database/yam_toolkit）
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なぜ品種識別技術が必要なのか？

ホワイ ト ギニアヤムは、 圃場で長い期間（ 8～10ヶ 月） 生育し 、 収穫するイ モのサイ ズが大き く 貯蔵が大変で、 次の世代の増殖率が低いなど、 栽培・

管理が難し い作物です。 また、 地上部やイ モの外観から 品種を識別するこ と が難し いこ と から 、 栽培の各工程（ 植付け、 生育、 収穫、 保存） で品種の

取り 違えや、 混入などが起こ り やすく 、 こ の作物の特徴が効率的な研究や苗生産、 品種普及を 妨げる原因と なっています。 こ のよう な声を 受け、 国際

農研が実施する EDITS-Yamプロジェ ク ト では、 DNA（ SSR） マーカ ーを 利用し たホワイ ト ギニアヤム用の 品種識別技術パッ ケージを 構築し 、 その利

用を 支援するために「 ヤム品種識別技術ツールキッ ト 」 を 国際農研のWebサイ ト 上で誰にでも 利用し ても ら える形で公開し まし た。

 

SSRマーカ ーを 利用し て品種識別ができ る仕組みは？

 

同じ 作物でも 品種間にはDNAの塩基配列に少し ずつ違いがあり ますが、 こ のDNA違いを 目印と し て品種の違いを 調べるこ と ができ 、 その時の目印を

DNAマーカ ーと 呼びます。 DNAマーカ ーの一種である SSR（ Simple Sequence Repeat） マーカ ーは、 品種間での変異（ 多型） を 効率よく 検出するこ

と ができ 、 再現性が高いこ と や低コ スト で利用でき る等、 利便性の高さ から 遺伝解析の分野で広く 利用さ れています。 特に、 非常に近縁な品種や系統

でも 識別を 行う こ と ができ るので、 品種の識別などによく 用いら れているマーカ ーです。  

 

ホワイ ト ギニアヤムについては、 こ れまで遺伝解析に利用でき る適切な SSRマーカ ーがなかっ たのですが、 私たちの研究チームでは、 ホワイ ト ギニア

ヤム用のSSRマーカ ーを 選抜し  (Tamiru et al 2015)、 こ れを 利用し てホワイ ト ギニアヤムの多様性解析セッ ト （ DrDRS） の開発を 行ってき まし た

（ Pachakkil et al, 投稿中） 。 こ の結果は、 16個のマーカ ーを 上手に組み合わせるこ と で、 102系統を 識別するこ と ができ るこ と を 示し ています。 今回

利用が可能になっ たホワイ ト ギニアヤムの品種識別も 、 こ の各品種のDNAの中に含まれる配列の特徴によって 異なるバンド パタ ーン（ 多型） を示す

こ と を 利用し て、 外観から では見分けがつかないホワイ ト ギニアヤムの品種識別を可能にし ています。

!

こ れまでの話を 聞いて、 なんだか難し い技術のよう に感じ るかも し れません。 また、 実際に品種識別を 行う には、 それぞれの品種の特徴的なバンド パ

タ ーン（ 多型） を知っておく 必要があり ますが、 事前準備が面倒なよう に感じ るかも し れません。 そこ で、 我々はこ の品種識別の実施に必要な技術マ

ニュ アルやサポート を詰め込んだ 「 ヤム品種識別技術ツールキッ ト 」 を 提供するこ と にし まし た。

 

こ のツールキッ ト は、 でき るだけ簡単に、 安価に、 そし て 早く 品種識別を 行っても ら う こ と を 目的に開発さ れたも ので、 以下の4つのステッ プごと に

利用者の品種識別に必要な作業を 支援し ます。

 

20 20 /0 2/0 6  16 '17「 ヤム品種識別ツールキッ ト 」  |  国立研究開発法人 国際農林水産業研究センタ ー |  JIRCAS

Pag e 1 of 5h ttp s://w w w. jircas .g o . jp /ja/d atab ase/yam _ too lk it

国際農研
Japan International Research Center for Agricultural

Sciences

!

「 ヤム品種識別ツールキッ ト 」 は、 ホワイ ト ギニアヤム（ Dioscorea rotundata Poir） の品種識別技術の利用を 支援するため、 利用案内、 各種技術マニ

ュ アル、 Webアプリ ケーショ ン、 サポート 情報を 提供する Webサイ ト です。

 

新着情報！

―――――――

2020.02.25   「 ヤム品種識別ツールキッ ト 」 の全ての機能が利用可能になり まし た。

―――――――

!

ホワイ ト ギニアヤム育種・ 種苗生産の現場から の「 品種・ 系統を 確認する技術が欲し い」 と いう 声を受け、 西アフ リ カ の現地の実験室の環境での品種

識別の実施を 支援する「 ヤム品種識別技術ツールキッ ト 」 を 公開し まし た。 想定する利用者は、 ヤムの品種開発や普及に関わる研究者や育種家（ 利用

例1） 、 苗生産企業や種苗品質検査機関（ 利用例2） 、 普及機関（ 利用例3） です。
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一穂籾数を増加させるSPIKEは低収量環境でイネの籾収量を向上させる

プログラム（Ｂ）主要成果-5（不良環境耐性作物開発）

イネの一穂籾数を増加させる量的遺伝子座SPIKEは、インド型品種IR 64背景では収量水準が5 t ha-1を
超えると穂数を減少させ増収効果が軽減するが、収量水準が5 t ha-1以下では穂数を減少させず増収
に寄与するため、途上国の多くの低肥沃度環境や少量施肥栽培でその効果を発揮する。

研究成果情報

図2 低N施肥区と高
N施肥区での IR 64
とNIL-SPIKEの穂数、
一穂籾数、m2当たり
籾数の比較

図1 IR 64とNIL-SPIKEを用いた11栽培
試験での籾収量比較
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サトウキビとススキ属植物との属間雑種は低温条件下での光合成特性が優れる

プログラム（Ｂ）主要成果-6 （高バイオマス資源作物）

サトウキビとススキ属植物との属間交雑により作出した属間雑種F1には、サトウキビより低温条件
下での光合成速度や寒冷地でのバイオマス生産性が優れる系統があり、サトウキビの低温環境へ
の適応性改良に向けた新しい育種素材として利用できる。
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研究成果情報
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種間交配を利用して作出した株出し多収なサトウキビ新品種「はるのおうぎ」

プログラム（Ｂ）主要成果-7（高バイオマス資源作物）

• サトウキビ品種とサトウキビ野生種との種間雑種F1を交配に利用してサトウキビ新品種「はるの
おうぎ」を育成した。

• 本品種は、既存の普及品種と同程度の糖含有率であり、茎数が多く、萌芽性に極めて優れるた
め、春植え、株出しの両作型で原料茎重と可製糖量が普及品種より多い。

図 「はるのおうぎ」の草姿
九州沖縄農業研究センター種子島
試験地にて2018年11月撮影

• 種間交配を利用した初めての製糖用品種。
• 鹿児島県熊毛地域（種子島）向けの奨励品種として

採用され、1,000 ha以上の普及を見込んでいる。

表 「はるのおうぎ」の主要農業特性

Ni22 はるのおうぎ NiF8

春植え はるのおうぎ 143950 224 20.6 685 97.3 12.4 11.0

NiF8 93100 244 22.5 818 75.6 12.1 8.4

P値 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.441 <0.001

株出し1年目 はるのおうぎ 188667 244 19.4 619 117.2 11.8 12.7

NiF8 110633 238 20.5 649 71.9 12.4 8.2

P値 <0.001 0.272 0.016 0.337 <0.001 0.098 <0.001

株出し2年目 はるのおうぎ 192950 218 19.6 583 109.7 10.4 9.8

NiF8 134800 215 20.5 558 74.6 10.4 6.7

P値 0.003 0.733 0.116 0.492 <0.001 0.723 0.003

品種作型
原料茎数

（t/ha）（%）（t/ha）（g）（mm）（cm）（本/ha）

可製糖量甘蔗糖度原料茎重1茎重茎径茎長

注 九州沖縄農業研究センター種子島試験地における生産力検定試験

研究成果情報

ベトナム北部におけるイネウンカ類に対する殺虫剤の使用状況と散布法の評価

プログラム（Ｂ）主要成果-8（病害虫防除）

• ベトナム北部の稲作農家は様々な種類の殺虫成分を使用している。また成分使用回数が農家水田
内のウンカ密度低下に寄与する程度は低い。

• 殺虫剤散布時の薬液の付着程度がウンカの生息部位で低いことが、低効果の一つの要因と考えら
れる。

説明変数 自由度 推定値 χ2値 P値

地域 1 0.63 4296.03 <0.001

作付時期 1 -0.31 662.63 <0.001

殺虫成分使用回数 1 0.02 22.47 <0.001

クモ個体数 1 0.02 4534.75 <0.001

カスミカメ個体数 1 0.06 6285.56 <0.001

表 2 トビイロウンカとセジロウンカの密度に影響を
与える要因の推定表1 ベトナム北部の2村で使用が確認された殺虫成分

図1 背負式散布機を用いた散布による
イネ植物体への薬液の付着程度

図2 薬液の付着程度を変えた
イネにおける24時間後のトビイ
ロウンカの死亡率

成分は殺虫剤抵抗性対策委員会(IRAC)の作用機構分類に従って分類。括弧

内はベトナム北部の2村で調査した農家数。

研究成果情報

冬作 (38) 夏作 (38) 冬作 (37) 夏作 (26)

水田当たり平均殺虫成分使用回数 4.48 8.83 0.29 1.88

カーバメート系 フェノブカルブ - - - ○
有機リン系 クロルピリホス ○ - - ○

クロルピリホスエチル ○ ○ - ○
キナルホス ○ ○ - -

フェニルピラゾール系 フィプロニル ○ ○ ○ ○
ピレスロイド系 シペルメトリン ○ ○ - ○

ペルメトリン - ○ - ○
ラムダシハロトリン ○ - - -
アルファシペルメトリン ○ ○ - -

ネオニコチノイド系 イミダクロプリド ○ ○ - -
ニテンピラム ○ - - -
アセタミプリド - ○ - -
ジノテフラン - ○ - -
チアメトキサム - - ○ ○

アベルメクチン系 アバメクチン ○ ○ - ○
エマメクチン安息香酸塩 ○ ○ - ○

ピメトロジン ピメトロジン ○ ○ ○ -
ネライストキシン類縁体チオスルタップナトリウム塩 - ○ - -
ブプロフェジン ブプロフェジン ○ ○ - -
インドキサカルブ インドキサカルブ ○ ○ - -

ジアミド系 クロラントラリニプロール - ○ ○ ○

有効成分
ナムディン省 ヴィンフック省

グループ
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プログラム C 開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発 

 

令

和

元

年

度 

予算額 666,260 千円 

決算額 607,558 千円 

経常費用 677,440 千円 

経常利益 21,425 千円 

行政コスト 725,745 千円 

エフォート 1) 29.07 人 

シンポジウム・セミナー等開催数 ３ 件 

技術指導件数 ６ 件 

査読論文数 2) 28 件  

学会発表数 29 件  

研究成果情報数 ７ 件 

主要普及成果数 １ 件 

特許登録出願数 ２ 件  

品種登録出願数 0 件 

注 1） 投入エフォートは、１年間の全仕事時間のうち、本プログラムに費やした割合の合計を人数と 

して表した。 

注 2） 巻末付表４： 令和元年度 研究業績（査読付論文）を参照。 

中長期目標 

開発途上地域の開発ニーズは、単なる貧困撲滅から経済成長に変化しており、農林水産分野

においても、地域における多様な資源を活用した高付加価値化技術の開発が求められている。

特に食料資源に関しては、生産から加工、流通、販売に至る付加価値の高いフードバリューチェ

ーンの構築への貢献が求められ、我が国の民間企業等の参画も期待される。 

このため、アジア等の開発途上地域における農山漁村開発を支援し、農民の所得向上に貢献

するため、農林漁村における多様な資源や未利用バイオマス等の地域資源の活用を図ると共

に、フードバリューチェーン構築を推進し、資源の高付加価値化技術を開発する【重要度：高】。

また、農産廃棄物等のバイオマスの高度利用技術の開発･実用化を推進すると共に、農村におけ

る多様な資源の活用、森林資源の育成･保全と高付加価値化、水産資源の持続的利用と効率的

な養殖等、生態系と調和した資源の活用を図る。 

さらに、これらの研究課題を我が国及び現地の民間企業や研究機関等と連携して推進し、実

用レベルでの技術として体系化するとともに、技術マニュアルの作成や技術展示を行い、農民や

地域の加工流通関係者等への速やかな普及を図る。 

 

中長期計画  

経済成長に対応した開発ニーズの高まっているアジア地域において、環境と調和した持続性

の高い農林水産業の実現による農山漁村開発を支援し、開発途上地域の農民の所得向上と、我

が国が進めるグローバル・フードバリューチェーン戦略に貢献するため、多様な地域資源の活用

と、新たな高付加価値化技術を開発する。具体的には以下の研究を重点的に実施する。 
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高品質な生産物の確保とフードバリューチェーン構築を目指し、高付加価値化が見込まれる農

林水産物の評価手法を開発し、高付加価値化に必要な加工・流通技術を開発するとともに、消

費者ニーズの解明、流通システムの改善による付加価値の向上を図る。【重要度：高】 

資源循環型で持続性の高い農林水産業を確立するため、農産廃棄物等の未利用バイオマス

からの糖質生産と高度利用技術を開発し、実用化するとともに、中山間農村における高付加価値

化を目指した持続的な生産技術と多様な資源の活用技術を開発する。また、森林資源の育成･

保全と生産木材の高付加価値化のための技術及び生態系と調和した人工林の生産性向上のた

めの技術を開発する。水産資源の持続的利用を目指し、効率的な養殖技術を開発し、生態系と

調和した資源の活用を図る。 

これらの取組は国際研究ネットワークを積極的に活用して推進し、我が国及び現地の民間企業

等と連携し技術の体系化と技術移転を加速化する。また、農民等への普及を目指した技術マニュ

アルの作成や技術の展示、地域の加工流通業者への技術移転のための情報提供を進める。 

 

（研究成果の概要） 

 「プログラム C．開発途上地域の地域資源等の活用と高付加価値化技術の開発（略称 高付加価

値化プログラム）」では、中長期計画に掲げた、多様な地域資源の活用と新たな高付加価値化技術

の開発に取り組むため、５つのプロジェクトを設けて研究を推進している。 

図．高付加価値化プログラムの概要 

（構成プロジェクトと研究対象及び期待されるアウトカム） 
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「持続的農村発展のための食料資源の高付加価値化を通したフードバリューチェーン形成（略称 

フードバリューチェーン）」プロジェクトでは、アジア地域を対象に、生産から加工、流通、消費を持

続的に連鎖させるフードバリューチェーン形成のための課題解決に取り組んでいる。令和元年度は

タイの発酵型米麺カノムチンについて、生産・流通上の問題となっている液状化は細菌の酵素によ

る麺の澱粉分解に起因し、麺の pH が 6 以上になると誘発され、pH 4 程度に保つことで抑制される

ことを明らかにした【主要成果－1】。さらに、カノムチンに関する一連の研究成果に基づき、液状化

の原因、発酵米粉製造における適切な乳酸発酵の重要性に関する知見、製品の pH 管理方法等を

タイ語で解説する小冊子を作成した。本小冊子は生産者を対象とする技術講習や成果の広報・普

及に活用する予定である。さらに、高い収量性や広域適応性を有するダッタンソバについて、加圧

を要しない簡易膨化処理によってルチン分解酵素活性を失活させることで、苦味の原因となるケル

セチンの生成を抑制し、栄養価やルチンを多量に含むソバ加工品を製造する技術を開発した【主

要成果－2】。中国で実施したソバに関する消費者調査において、もっとも重視されている項目はソ

バに含まれる微量要素や薬効等の機能性であることが示されており、簡易膨化処理によるソバ加工

食品の多様化が図られることで新たなフードバリューチェーンの形成が期待できる。一方、ラオスの

淡水魚発酵調味料であるパデークについて、流通経路の違いによる付加価値の推移を把握すると

ともに、産業連関分析手法に基づきビエンチャン市街域のバリューチェーンを推計するモデルを作成

した。 

 

「東南アジア未利用バイオマス資源からの糖質生産技術とその高度利用技術の開発（略称 アジ

アバイオマス）」プロジェクトは、東南アジアに賦存する、食料と競合しない未利用バイオマス資源を

活用した糖質生産技術ならびに高度利用技術の開発を通じた資源循環型社会の構築を目指して

いる。令和元年度は生物学的同時酵素生産糖化法(BSES 法）で用いる好熱嫌気性セルロース分

解細菌との共培養が可能な β-グルコシダーゼ生産菌を発見し、両者を共培養することで、従来の β-

グルコシターゼ酵素（CglT）添加と同程度の糖化率が得られることを明らかにした。これら微生物集

団による連続的な糖化プロセスを構築することで酵素添加が不要となり、BSES 法の低コスト化が期

待できる。微生物糖化技術に関しては、藻類による液体燃料生産技術の開発にも着手し、セロビオ

ースや酢酸など培養糖化液中に含まれる有機物を直接、液体燃料へ変換できる藻類を見出した。

また、日本の土壌から単離した細菌 Bacillus aryabhattai はアミラーゼ遺伝子(amyA)を保有し、菌体

外に分泌したアミラーゼによる澱粉分解によってグルコースを生産し、PHB を菌体内に蓄積すること

を明らかにした。キャッサバパルプならびにオイルパーム廃棄木内の澱粉から B. aryabhattai による

PHB 直接生産を行うと、前者は 96%、後者は 99%が分解され、それぞれ 0.12g/L、0.33g/L の PHB

が生産される【主要成果－3】。さらに、３年間にわたる観測データと経験的動態モデリング手法を用

いて、オイルパーム古木中のデンプン及び遊離糖やパーム果房量と気温や雨量との関係性を解析

し、パーム古木から高糖度の樹液を得るためのデンプン蓄積に影響を及ぼす環境要因を解明した

【主要成果－4】。 

 

「インドシナ中山間農村における資源の多目的活用・高付加価値化と持続的生産性の向上（略

称 農山村資源活用） 」プロジェクトは、ラオス中山間農村における農業生産性の向上や生活・栄

養の改善を図るため、低地水田の高度利用、傾斜地の持続的農林業利用、域内資源の有効活用

技術の体系化等による生産の安定化、多様化、高付加価値化に取り組んでいる。令和元年度は低
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地天水田の活用技術として、水田養魚の生産性評価と溜め池養魚の収益評価を行い、水田養魚

が稲作に対しても増収効果をもたらすことや、高密度・多給型の集約的な溜め池養魚によって高い

収益性が期待できることなどを明らかにした。さらに、果実残渣等を用いて簡易に生産できるアメ

リカミズアブ幼虫を用いた餌はキノボリウオにおけるタンパク質同化効率が従来の魚粉餌

料よりも優れており、高成長が期待できることを示した【主要成果－5】。また、ICT を活用した

生育診断や適地評価の一環として、ドローンで計測した地形情報及び圃場区画と、地上で測定し

た水収支や土壌の情報から水稲収量を予測するモデルを開発し、圃場一筆単位の生産ポテンシャ

ルマップを作成した。一方、傾斜地農業の基幹作物である陸稲に関しては、農民参加型試験による

有望系統の評価を進め、特異的な極強旱ばつ条件下においても比較的、高い収量を示す系統を

選抜した。また、有色米に含まれる機能性成分の環境応答を明らかにするため、異なる栽培環境で

の圃場試験を行い、代謝産物による応答の違いや系統間差を見出した。さらに、休閑地で得られる

有用な非木材林産物（NTFP）であるサトウヤシのポテンシャルマップを作成したほか、ラオス全土か

ら収集したマンゴー遺伝資源の異同性を分析し、タイ等からの導入品種とは異なる独自の遺伝的背

景をもつことなどを明らかにした。農山村での栄養摂取に関する分析結果からは、摂取量の季節変

動要因がタンパク源の材料と入手方法であることや、米食のみでは不足する必須アミノ酸を魚介類

の摂取で補えるなどの知見を得た。 

 

「東南アジアの有用樹種を高付加価値化する熱帯林育成･保全技術開発（略称 価値化林業）」プ

ロジェクトは、森林資源の育成･保全と生産木材の高付加価値化を図ると共に、遺伝資源の高度利用

により生態系と調和した人工林の生産性向上を図ることを目的とし、世界的に需要の高い高級材であ

るチークと、東南アジア地域固有の生態系を形成し南洋材としても有用なフタバガキを主たる対象樹

種として研究を展開している。令和元年度は、タイのチーク人工林の間伐試験地において測定した

立木の胸高直径や樹高と、間伐の有無や微地形、個体間の競争指数との関連を解析し、チークの直

径成長には初期の個体サイズや競争指数（対象木を中心とする半径６ｍの円内にある全個体の胸高

断面積合計）が、幹の通直性を指標とする樹形には初期の植栽密度が影響することを見出した。また、

ラオス北部山地のチーク人工林における土壌侵食強度と林分、立地、土壌条件との関連を分析し、

土壌侵食の抑制には急傾斜地の利用を避けるとともに下層植生の繁茂を促して林床被覆率を高め

ることや地表の攪乱を最小限に抑えることが有効であるとの知見を得た。さらに、ゲノム情報を活用し

た育種材料の評価を目的として遺伝子連関分析（GWAS)を行い、タイのチーク精英樹検定林に植栽

された 147 クローンを同定し、遺伝構造を解析した。一方、フタバガキについては、環境頑強性評価

の一環として、分布域が異なる４樹種を対象に乾燥処理実験を行い、季節性熱帯地域に分布する種

類（Shorea roxburghii と Hopea odorata）の乾燥耐性を確認するとともに、一定の閾値以上の温度を足

し合わせた有効積算温度を用いることで、葉の生産（展葉）が説明できることを見出した。さらに、フタ

バガキの成長形質（直径、樹高、枝角度）と材密度との GWAS の結果から、幹の肥大成長は多数の

ポリジーン（ある遺伝形質に関与する多数の遺伝子）によって支配されているが個々の遺伝子の寄与

は小さいことを導き、ゲノム情報から表現型を推定するモデルを試作した。 

 

 「熱帯域の生態系と調和した水産資源の持続的利用技術の開発（略称 熱帯水産資源）」プロジェ

クトでは、環境と調和した無給餌養殖技術、複数種の組み合せにより環境保全と収益性向上を両立

する給餌養殖技術、内陸国の環境に適応したエビ類養殖技術、現地で供給可能なタンパク質源を活
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用した養殖飼料、の開発を目指している。令和元年度は、河道地形測量と水温及び塩分の断面分布

や季節変動に関するデータを収集し、ミャンマーにおけるカキ養殖適地選定のための河川数値シミュ

レーションモデルを構築した。また、カキ稚貝の採集域を沿岸島嶼域に変更し、カキ稚貝を付着・育

成する基質について検討した結果、現地で大量に廃棄されているマドガイを連結し既設の養殖筏等

から垂下することで効率よくカキ稚貝が付着することや、３ヶ月で垂下養殖用サイズのカキ幼貝を育成

できることなどを確認した。地域在来資源の活用に関して、ラオスの在来淡水エビの安定的な種苗生

産を目指し、淡水馴致の方法や人工海水に代わる飼育水について検討した結果、Macrobrachium 

dolatum について、淡水飼育に切り替える孵化後日数の目安が示された。また、食肉加工後の残渣

（チキンミール）を代替タンパク質源として用いる魚粉削減飼料を開発し、その有効性を検証した【主

要成果－6】。フィリピンで行っている複合養殖については、令和元年８月に現地でワークショップを開

催し、最終的な成果のとりまとめについて協議するとともに、収益化の鍵となるハネジナマコの成長・

生残の向上を図るため、養殖方法の改良や海底耕耘による底質の改善等の試験を開始した。タイで

実施しているウシエビ混合養殖については現地養殖業者との実証試験を重ね、稚エビの選択放流

やジュズモ保育区画の設置による効果を検証するとともに、適正な養殖密度を決定した。２カ所の実

証試験とも、協力業者が満足する水準の生産性に達しており、実用化に向けた展望が得られている

ことから、技術普及のためのアプリやマニュアル、プロモーションビデオの作成を進めている。 

 

これらの研究によって得られた成果については、知的財産マネジメントの観点からもっとも

効果的な活用方法を検討し、論文化や学会発表等による公知化を図る一方で、成果の権利化・

秘匿化を進めた。この結果、プログラム全体を通して、28 報の査読付き論文、７件の研究成果

情報（うち１件は主要普及成果）を公表するとともに、卓越した学術的価値と実利用の可能性

を有する２件の成果（「オイルパーム古木中の炭水化物量を決定する要因を同定―廃棄されるオ

イルパーム古木の効率的な利用に貢献―」、「高価なヒト由来酵素が微生物酵素で代替可能に―

新しい機能性食品の開発や人、動物の医薬への応用に期待―」）について、プレスリリースを

行った。また、知財に関しては、２件の国内特許登録出願を行うとともに、これまでに登録出

願を行ったものの中から４件が特許登録（国内３件、国外１件）に至った。 

 

（成果の最大化に向けた取り組み） 

平成30年度実績に対して、主務省ならびに外部評価委員から、着実な研究の進捗と成果の作

出が評価されるとともに、中長期目標の達成及び社会実装の実現に向けて、現地との連携強化

を図りながら、創出された成果の技術移転を加速化することが求められた。これを踏まえ、令

和元年度も引き続き、地域在来資源等を活用するための技術開発に取り組み、発酵米麺カノム

チンの液状化抑制技術の確立やオイルパーム古木中の炭水化物蓄積に関与する気象要因の解

明、血圧調節酵素（アンジオテンシン変換酵素２）に関する特許登録（特許第6535960号、令

和元年６月14日登録）、リグノセルロース系バイオマスの利用に係る特許登録（特許第6599006

号、令和元年10月11日登録）、バイオマスを用いた液体燃料製造方法の海外特許（PCT)登録（イ

ンドネシアIDP000063578、令和元年10月15日登録）、インディカ米用籾すりロールの開発に係

る特許登録（特許第6664026号、令和２年２月19日登録）等の成果を得るとともに、成果の普

及や社会実装に繋がる活動を強化した。高付加価値化プログラムの運営にあたり、令和元年度
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に行った主な取り組みは以下のとおりである。 

 

PDCA に基づく研究の立案と研究資源の投入 

平成 30 年度に第４期中長期目標期間終了時の確実な成果の作出を図るための中間点検を行っ

たことから、令和元年度の実施課題に大きな変更はないが、フィリピンで開発中の多栄養段階複合養

殖技術の実証試験において、養殖対象の一種であるナマコの成長改善が収益化の鍵となる点が明

らかになったことから、ナマコの収容方法の改良についての試験を開始した。 

また、これまでに得られた成果を精査し、今後の展望等に基づいて新たな研究計画を検討・立案

するための活動を開始した。ラオスでは第３期中期目標期間から陸稲研究に取り組んでおり、760 系

統の陸稲遺伝資源を収集している。栽培試験やメタボローム分析等の特性評価を行った結果、有用

な機能性二次代謝産物を見出しており、新たな用途開発や市場指向型陸稲栽培への転換等が期待

されることから、農研機構ならびに公設農試の協力を得て栽培・育種・加工等の研究者による事前調

査を実施した。 

人員ならびに研究予算については研究の進捗や展開方向を踏まえた柔軟な資源配分を心がける

とともに、プログラムディレクター（PD）裁量経費として一定額（当初配分7,700千円、追加配分1,000千

円）を留保し、年度途中（７月、10月）に配分することで、研究環境の整備や進捗状況に応じた措置を

講じた。令和元年度は海外の研究サイトに設置している機器の整備、DNAシーケンスや網羅的遺伝

子発現解析等の高度な分析業務の委託、老朽化した機器の更新等に加え、新たな研究立案に向け

た事前調査に支出した。 

タイで開発中のウシエビ混合養殖技術は普及に向けた実証試験段階にあることから、これまでにも

重点的にPD裁量経費を配分し、加速化を図ってきたところである。こうした運営の結果、立地条件が

異なる２軒の養殖業者との実証試験が進展し、本技術の有用性評価や普及に向けた課題整理等が

進んだ。混合養殖アプリやビデオ等、技術普及のツールについてもPD裁量経費を用いて作成を進

めており、プロジェクト終了時には提供可能となる見込みである。 

また、アジアバイオマスプロジェクトでは、オイルパーム古木（OPT）を利用した糖質生産やバイオ燃

料・バイオマテリアル製造のための基盤技術の開発が進展しているが、成果を社会実装するには、原

材料となる伐採OPTの搬出を促す仕組みが必要となる。そこで、研究職員及び特別研究員を増員配

置し、OPTの迅速な搬出・利用が温室効果ガス削減や農園環境の健全化に及ぼす効果を明らかに

する研究を開始した。 

 

社会実装の実現に向けた取り組み 

高付加価値化プログラムでは社会実装の方向性を、ア）国内外の民間企業との連携によって産業

化・製品化を目指すもの、イ）普及組織や開発セクターとの連携によって現地での技術普及を目指す

もの、に大別し、それぞれの方向に即した取り組みを実施している。 

ア）に係る取り組みとして、我が国の民間企業と進めているインディカ米用籾摺りロールの開発にお

いて、使用する弾性部材や硬度等の基本設計を確立したことから、令和元年８月に当該民間企業と

共同で特許登録出願を行い、令和２年２月に特許登録された。本共同研究は我が国の食品関連産

業の海外展開に資することから、GFVC 戦略への貢献のひとつに位置づけており、特許登録を経て

商品化することで、知的財産マネジメントによる研究開発成果の社会実装を図る取組としている。また、

未利用バイオマスの変換・利用に関しては OPT からエネルギーやマテリアルを生産するための基盤
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技術が概ね完成したものの、開発技術を社会実装するには、伐採後、農園内に放置される OPT を積

極的に搬出・利用するためのインセンティブ形成が必要となる。このため、地球規模課題対応国際科

学技術協力プログラム（SATREPS）の「オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指した

オイルパーム古木への高付加価値化技術の開発」において、（株）IHI がマレーシアに設置した

実証プラントを利用し、同社をはじめ日本及びマレーシアの大学や政府機関等との産学連携に

よって、OPT 由来の高付加価値製品の製造技術を開発し、OPT の資源価値を高めることで新たな

産業の創出を図る活動を開始した。本事業に関しては、大型ペレット製造機を取り扱う我が国民間企

業が関心を示し、マレーシアの実証プラントにおいて新たに OPT ペレットの製造試験を行うこととなっ

た。これらの取組により、伐採した OPT の搬出・利用を促す仕組みを構築することで、国際農研が開

発した基盤技術の社会実装に向けた進展が期待できる。 

一方、イ）に係る取り組みとして、タイの発酵型米麺カノムチンについて、これまでの研究から明らか

になったテクスチャ形成のメカニズムや麺の液状化の原因及びその抑制方法を紹介する小冊子を作

成した。本冊子は、製造業者を対象として実施する講習会のテキストとして用いる予定であるが、装丁

や内容を工夫し、食育にも用いられるものとしたことで、事業者のみならず一般市民や若年層を対象

とした成果の広報にも活用できる資料となっている。また、ラオスの伝統発酵食品パデークの発酵過

程における微生物の消長を明らかにしたことから、調査対象村落で住民説明会を開催し、変敗や有

害成分の発生を防止する調製技術の普及に努めている。令和元年度は、平成 31 年２月に開催した

第１回説明会の結果を検証し、配合早見表重量のラオス語表記への変更や調理手順の説明など、

資料や講習内容、開催時期を改善した上で、８月に第２回の住民説明会を開催した。説明会の前後

で住民から収集したパデークを分析したところ、説明会後の検体では有意に塩分濃度が増加し、ヒス

タミン濃度が低下していることが確認された。説明会で伝えた配合比や調製方法によってヒスタミン産

生菌を抑制する塩分濃度が維持されたことを示唆するものであり、住民説明会に関しても適切な

PDCA を実践することで技術の確実な普及が見込める段階に至ったといえる。 

フィリピンで実施しているミルクフィッシュ・キリンサイ・ハネジナマコを組み合わせた多栄養段階複

合養殖（IMTA)、タイのウシエビ・ジュズモ・ミズゴマツボ混合養殖、ラオスで行っている水田・ため池

養魚についてはいずれも地元の事業者や農家による実証試験を重ねており、技術の確立と普及に

向けた活動を強化している。IMTA についてはこれまでの実証試験により、残された技術上の課題と

してハネジナマコの成長及び生残率の向上が挙げられたことから、収容方法の改良試験を開始する

とともに、令和元年８月にフィリピンの東南アジア漁業開発センター／養殖部局（SEAFDEC/AQD）で

ワークショップを開催し、成果を共有するための検討を行った。タイの混合養殖については放流前に

数日、小型陸上水槽で飼育し、活性の良い稚エビのみを選択放流する試みやジュズモの養生区を設け

たことで生産性が向上し、養殖業者が期待する生産性を概ね達成した。一方で、実証試験では重量で

価格が決まる通常の仲買市場に卸しており、混合養殖によってもたらされる品質や食感の向上といった

付加価値が価格に反映されず、世界的なエビ価格の低迷もあって収益への効果は限定的であったこと

から、付加価値を活かすマーケティングの方策について検討することとした。 

また、ラオスではフードバリューチェーン、農山村資源活用、価値化林業、熱帯水産資源の４プロジェ

クトが研究を実施しており、合同で年次会合を実施するなど、情報共有と効率化の観点から、プロジェク

ト横断的な運営を行っている。令和元年度は開発技術の普及を図る一貫として、課題実施サイトの農林

事務所職員等のステークホルダーを対象にしたワークショップ（令和元年 10 月 30 日、ラオス国・ビエ

ンチャン市）を開催し、国際農研の課題担当研究者らが成果を紹介した。併せて共同研究機関代表
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や JICA 専門家（ラオス農林省政策アドバイザー）、プロジェクトリーダーらをパネリストとするパネルデ

ィスカッションを行い、開発技術に関するコメントや残された課題、効果的な普及方策等について議

論した。ワークショップは成果紹介、パネルディスカッションとも英語・ラオス語の同時通訳で行い、的

確な情報共有と議論の深化を図った。本ワークショップの概要については翌日のビエンチャンタイム

ズ紙で報道され、ラオス国内にも広く周知されている。さらに、ワークショップで報告した研究成果をと

りまとめた JIRCAS ワーキングレポートを令和２年３月に刊行した。基盤的な技術や知見については概

ね確立し、普及を検討する段階となっていることから、令和２年度は現地での実利用に向けた一層の

活動強化を図ることとしたい。 
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プログラム D 国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及

び提供 

 

令

和

元

年

度 

予算額 269,911 千円 

決算額 237,105 千円 

経常費用 260,506 千円 

経常利益 2,265 千円 

行政コスト 280,531 千円 

エフォート 1) 11.91 人 

シンポジウム・セミナー等開催数 0 件 

技術指導件数 0 件 

査読論文数 2) 8 件 

学会発表数 3 件 

研究成果情報数 2 件 

主要普及成果数 0 件 

特許登録出願数 0 件 

品種登録出願数 0 件 

注 1） 投入エフォートは、1 年間の全仕事時間のうち、本プログラムに費やした割合の合計を人数と

して表した。 

注 2） 巻末付表４： 令和元年度 研究業績（査読付論文）を参照。 

中長期目標 

国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における農林水産業の生産構造及び食

料需給・栄養改善等に関する現状分析、将来予測及び研究開発成果の波及効果分析を行う。 

また、開発途上地域での農林水産業関連の研究や我が国が進めるグローバル・フードバリュー

チェーン構築等の施策に資するため、国際的な食料事情、農林水産業及び農山漁村に関する

資料を、継続的・組織的・体系的に収集・整理し、広く研究者、行政組織、企業等に提供する。 

加えて、「農林水産研究基本計画」に定めた基本的な方向に即し、将来の技術シーズの創出

を目指すために重要な出口を見据えた基礎研究（目的基礎研究）を、適切なマネジメントの下、

着実に推進する。 

 

中長期計画  

ア 国際的な食料・環境問題の解決を図るため、諸外国における食料需給、栄養改善及びフード

システムに関する現状分析、将来予測及び研究成果の波及効果分析を実施する。 

イ 開発途上地域での農林水産関連の研究開発や、我が国が進めるグローバル・フードバリュー

チェーン構築等の施策に貢献するため、国内外関係機関との連携や重点地域への職員派遣に

より、国際的な食料・農林水産業及び農山漁村に関する情報や資料を継続的、組織的、体系的

に収集、整理するとともに、国内外の研究者や行政機関、企業等に広く提供する。 

ウ 国内の関係機関間の組織的な情報交流を強化するため、「持続的開発のための農林水産国

際研究フォーラム（J-FARD）」を運営する。 
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エ 理事長インセンティブ経費等を活用し、目的基礎研究を推進する。 

オ 目的基礎研究の推進に当たっては、「農林水産研究基本計画」に示された基本的な方向に

即しつつ、JIRCAS が実施する意義や有効性等を見極めて課題を設定するとともに、将来のイノ

ベーションにつながる技術シーズの創出や異分野融合による新たな研究展開に寄与する先駆的

研究としての発展可能性を重視する。さらに、進捗状況を評価し、研究方法の修正や研究課題の

中止等、適切な進行管理を行う。 

 

プログラムＤ「国際的な農林水産業に関する動向把握のための情報の収集、分析及び提供」（情報

収集分析業務セグメント）では、戦略的かつ的確な研究課題の設定のため食料需給や栄養等に関す

る分析と将来予測を進めるとともに、国際的な農業研究に関する最新情報を国際会議の参加等を通

じて収集・提供し、さらに将来のイノベーションにつながる成果を目指す目的基礎研究に取り組んで

いる。 

 

ア 食料需給、栄養改善及びフードシステムに関する分析 

各途上国において欠乏傾向にある栄養素を明らかにする上で、昨年度までは国レベルのデータを

もとに評価してきたが、今年度は一歩踏み込み、代表国の栄養状態の把握に関して、家計調査（マダ

ガスカル：600 世帯、年 3 回、ブルキナファソ：200 世帯、年 6 回）から得られた世帯レベルのデータに

基づき栄養供給バランスの評価を行った。国レベルの栄養供給バランス推計は国全体での食料需

要・供給量から国民一人当たり平均値を求める手法で、消費段階でのフードロス等を考慮せず栄養

供給量が過大評価されるのに対し、家計調査法では実際に世帯レベルで消費される食料から栄養を

換算する。その結果、マダガスカルにおいて、食料供給統計から求められた平均値に比べ、実際の

世帯レベルでの消費から割り出される栄養推計値で見ると、多くの微量栄養素が必要量に満たない

ことが明らかとなり、ミクロレベルでの分析の重要性を浮かび上がらせた。さらに、家計調査では、マダ

ガスカル・ブルキナファソとも、農村世帯における栄養素供給量および食品多様性の季節性が判明し、

地域ごとの事情に合わせた農業-栄養介入の重要性が明らかとなった。こうした分析により、地域別分

析の重要性が認められ、農業と栄養、とりわけ作物の多様性と食の多様性との関連について、アフリ

カからの研修生に対する講義、TICAD7 農水省公式サイドイベントでの講演、論文発表等を通じて、

栄養問題の国際戦略に関わる関係者に対し情報提供を行った。【主要成果-1】 

開発途上地域において食料安全保障を達成するにはメイズやコメなどの主食作物の生産性改善

は必須である。現在までに開発途上地域の農業生産の収益性向上を目指す様々な農業技術が開発

されてきたが、開発途上地域、特にサブサハラ・アフリカでは農業技術採用率は依然低いままである。

そこで本課題においては、主要農業経済・開発経済学ジャーナルに過去 10 年に掲載された途上国

の農業採択の実証研究論文 280 本の包括的な文献調査に基づき、真に生産性・収益性を向上させ

る技術、またそうした技術の採用を妨げる制約について検討した。一般的に、改良品種は生産性の

向上を目的として育種されるが、生産性改善に加え、不良環境耐性も有する場合に収益性が高まる

こと、また、リスク軽減用の品種の利用は他の肥料や栽培体系等の技術の採用率も高めることにつな

がることが報告された。また、既に土壌劣化が進んだ地域においては、改良品種や化学肥料採用だ

けでは生産性・収益性の十分な回復は見込めず、土壌肥沃度を回復・維持させるような技術を含む

「総合的な農業経営」が重要であることが明らかになった。この研究は、技術開発・導入の際に、生産

性・収益性のみに着目するのではなく、農民のニーズに複合的に応える技術・技術の組み合わせの
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重要性を明らかにし、効率的な技術普及の方法について論じた。成果については、国際開発・農業

経済分野で著名な国際誌（Agricultural Economics 2019）に論文公表することで、国際農業研究・技

術普及に関わる関係者に広く周知した。【主要成果-2】 

研究開発投資の経済効果、広義での食料安全保障についての知見を得る上で、事前分析(ex-

ante analysis)は効果的である。昨年度から開始したブラジル州別データを用いた大豆の需給モデル

を用い、本年度はデータやシナリオを刷新した上で、さび病耐性品種の普及により期待できる経済効

果を分析した。シナリオ分析の結果、耐病性品種の導入を行うと、対策を講じない場合と比較して、

2030 年にはブラジル全体として 5.8%生産量を回復できる見込みがあることが推計された。2013/2014

年に実際費やされた殺菌剤費用 22 億ドル(約 2400 億円)を元に計算した場合、耐病性品種導入に

よる殺菌剤節約費用は 10.9 億ドル(約 1200 億円)と試算され、ブラジルの年間殺菌剤費用の約半分

を節約することに相当する。結果については、南米の農協や研究機関などでシミュレーションの暫定

結果を報告し、また論文公表を通じ、国際農研もプログラム B で取り組んでいる病害虫対策技術開発

投資の意義について広く周知した。【主要成果-3】 

水産物由来の栄養価、とりわけたんぱく源としての重要性は多く論じられてきたが、現在入手可能

な各国の長期的な栄養データ項目は、水産物に関しては 11 品目（淡水魚、浮魚、底魚、その他海水

魚、魚油、肝油、甲殻類、頭足類、その他軟体動物、その他水生動物、水生植物）のカロリー、脂質、

たんぱく質の 3 項目に限られ、より精密な品目毎のビタミンやミネラル等の微量栄養素についての情

報は整理されていない。世界の水生動物の中長期的な供給量を推計する研究などはあるが、上述し

た統計・データ上の課題のため、水産物由来の栄養需給の中長期的な動向についての研究はこれ

まで十分に行われてこなかった。栄養供給量推計のためには、種レベルの区分に基づく生産統計を

より整理した上で、主に属以上の族名区分に基づく加工・貿易統計と整合的なデータセットを作成す

る必要がある。これまで水産物生産統計が提供していなかった品目の分類を行うとともに、魚類につ

いては生息場によって生産量を整理したことで、水産物生産量の把握が容易になった。本区分は、

今後、水産物の需給バランスを推計するための基礎情報として活用できる。【主要成果-4】 

世界食料モデル分析に関して、新たに開発した 140 ヶ国 20 品目を対象とする世界食料モデルを

用い、全世界を対象に、2060 年までの将来の栄養素の不足状況と気候変動の影響を分析した。サ

ブサハラ・アフリカ(SSA)地域では、気候変動の下で、鉄とビタミン B1(チアミン)の供給が不足すること

が予測され、これらの要素の不足を補う栄養強化作物の開発の重要性を指摘した。世界食料モデル

分析に関して、民間の危機管理コンサルタント企業などへシミュレーション結果の一部を伝えたほか、

モデルの詳細を記述した Working Report を各機関へ配布した。【主要成果-5】（科研費基盤 B） 

イ 情報の収集、整理及び提供 

連絡拠点や国際機関への職員の長期派遣や、国際会議・国際イニシアティブへの積極的な参加

を通じ、国際的な食料・農林水産業の情報を体系的に収集し、関係者に広く提供した。 

2019 年 6 月には、JICA が主導する「食料と栄養のアフリカ・イニシアティブ（IFNA）」、「アフリカ稲作

振興のための共同体（CARD）」の運営会議がケニア・ナイロビで開催され、運営委員として参加し、今

後の活動方針等の議論に貢献した。2019 年 8 月に第七回アフリカ開発会議 (TICAD7) が開催され、

上述の IFNA・CARD サイドイベントへの参加のほか、ニジェール大統領・FAO 事務局長・アフリカ開

発銀行総裁・マダガスカル農業大臣をはじめとする海外要人との二者会談の機会があり、後者では、

国際農研の技術開発活動への謝意や今後の展開への期待の声を寄せられた。また、2019 年は日本

が G20 議長国であり、岩永理事長が G20MACS の議長をつとめ、20－30 年先を見越した農業研究
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に関する情報交換とアジェンダ・セッテイングを行う機会に参加し、内容についてはウェブサイトの

「JIRCAS の動き」等を通じて発信した。 

現地における情報収集と提供のため、東南アジア連絡拠点（タイ・バンコク。アフリカ連絡拠点につ

いては一時休止中）へ職員を長期出張させ、FAO 等の国連機関、アジア太平洋農業研究機関協議

会（APAARI）等の国際機関、各国政府機関、大学などの研究機関等との交流により、農林水産業、

栄養、貧困、人口、都市化、環境問題、情報技術導入等の課題・方針等にかかる情報を幅広く収集

し、ウェブサイトの「現地の動き」で提供した。また、日本国大使館、農林水産省、JICA 等の機関、日

系大学、日系企業に情報提供を行った。タイ科学技術博覧会では国際農研の研究成果を展示し、

小中高校生や一般人に解説を行った。ICRAF-オレゴン州立大学-ティグレイ大学-国際農研共著に

て、Climate Smart Agriculture に関する優良事例・応用に関する留意点をまとめた共著本を公表した。  

「現地の動き」に関しては、2016 年より、ウェブサイトでの情報提供内容を充実させてきたが、最近で

は、「現地の動き」への直接のリピーターも増え、情報収集に関する認知も高まってきたといえる。 

バイオエネルギーに関する技術開発協力の推進及び情報共有を図ることを目的として、引き続き

国際再生可能エネルギー機関・革新的技術センター（IRENA/IITC、ドイツ）に職員を長期派遣し、調

査・分析の結果をとりまとめた報告書の公表、シンポジウムやセミナー等での発表、ウェブサイトやメー

リングリストを通じた各種の情報発信等を行った。また、農林水産省委託事業「農産廃棄物を有効活

用した GHG 削減技術に関する影響評価手法の開発」においては、バイオマス生産の持続可能性を

評価するための手法の分析等を進めている。 

国際農業研究機関との連携を深め、研究の質を高めるため国際農業研究協議グループ（CGIAR）

システム事務局（フランス）へ職員を引き続き派遣し、国際農業研究動向の収集・提供、および関係省

庁・機関との連絡調整を行った。特に本年度は、G20MACS（4 月）および TICAD7（8 月）が開催され

たため、農水省・外務省と協力して CGIAR センター(IRRI, IITA)所長の本会合参加に伴う業務を支援

することで、我が国の科学技術外交に貢献することができた。 

ウ 「持続的開発のための農林水産国際研究フォーラム」（J-FARD）の運営 

 J-FARD は、JIRCAS 国際シンポジウム「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力〜SDGs 

への貢献」（令和元年 11 月）を後援した。また、J-FARD のメーリングリストを更新・拡充し、会員に国

際農林水産業研究に関する情報提供を継続した。 

エ 理事長インセンティブ経費等を活用した目的基礎研究の推進 

理事長インセンティブ経費を活用した目的基礎研究では、昨年度とほぼ同様な資源（予算・人員）

を投入して 5 課題の研究を実施した。本年度は 2 課題において成果情報が提出されたほか、全課題

において、基礎・シーズ研究から応用・社会実装の道筋が確立した。【主要成果-7】 

「国際共同研究で開発した育種材料や遺伝資源の利用に向けた特性評価」課題においては、国

際稲研究所（IRRI）等から収集した 2,000 余りのイネ遺伝資源について、フィリピン（熱帯）、石垣(亜熱

帯)、つくば（温帯）の異なる環境下における出穂・収量性等の基礎データを解析することを目的として

いる。令和元年度までに、IRRI 等からの導入系統を中心に、遺伝資源 1,719、育種素材 3,816 点に

ついて石垣とつくばで種子増殖・形質調査を進め、これまでに、出穂性を中心に、重複も含め遺伝資

源 12,710 点、育種素材 17,065 点、合計 29,775 点のデータを確保した。とりわけ日本晴由来の出穂

性 QTL を有する IR64＊4/Nipponbare 系統群については、石垣、つくば、上越で特性評価を行い、

QTL の効果を評価中である。本年度は 3 本の査読論文が公表されたが、これら成果は、気候変動に

よる天候不順や不良環境耐性など特性情報を有する遺伝資源および育種素材の確保と、国内外国
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での遺伝・育種研究への利用データベース開発のための基本データを提供するものである。 

さらに、同課題の一環として、「琉球泡盛」醸造用にインド型稲系統を試験栽培するとともに、品種

登録の準備を進めた。沖縄県の特産物であり原料をコメとする泡盛であるが、国産米が高価であるた

め、従来、安価な輸入長粒種米が利用されてきた。YTH183 他のインド型イネ系統は、国際農研が国

際稲研究所（IRRI）と農林水産省拠出金日本―IRRI 共同プロジェクト研究のもとで共同育成された系

統で、沖縄県地域では日本品種よりも多収であるとともに、他のインド型品種よりも高い食味評価を示

すことが明らかになっていた。日本政府が進める沖縄県産米を使った泡盛生産（琉球泡盛海外輸出

プロジェクト）を支援するため、熱帯・島嶼研究拠点において民間酒造所との共同研究「インド型イネ

品種の醸造特性評価及び利用に関する研究」を実施した。本年度は、社会実装を加速するために、

迅速対応が可能な目的基礎研究の仕組み・理事長インセンティブ予算を活用し、インド型イネ系統・

品種の収量性の評価、農家圃場を用いた栽培試験（4 戸 5.8ha）、醸造用長粒種米の緊急増殖及び

民間酒造所への提供（試験醸造に使用）を行い、また品種登録のためのデータ収集を実施している。

【主要成果-8】 

「新産業酵母の機能性成分の特性解明と新たな飼料サプリメント開発」課題においては、畜産にお

いて経済的損失の高い乳房炎に対し、抗生物質への依存を下げるような免疫力活性化物質を探索

することを目的とする。具体的には、キャッサバ残渣等に用いる新産業酵母由来のβ-glucan をはじ

めとする細胞壁成分の含量が変化する培養技術の開発と、それらの変化によって誘導される免疫活

性化機能の評価を行っている。本年度は、理事長インセンティブのトップダウン経費も活用し、初めて、

小動物(マウス)を用いて、国際農研のオリジナル資材である新産業酵母を含むキャッサバ発酵残渣

の給餌試験を実施した。現在、実験データを解析中であり、in vitro(培養細胞実験)と in vivo（生体実

験）の双方を通じ、新たな飼料サプリメント開発に向けたデータ・知見について整理している。 

「ゲノム解析技術を利用した有用遺伝子の探索システムの開発」課題においては、エビの完全養

殖やアフリカにおけるサバクトビバッタの抑制を可能にするため、エビ及びバッタの網羅的遺伝子解

析を行っている。本年度は、水産上有用なエビ類の卵巣成熟に関与する分子マーカー(遺伝子)の道

程技術の開発に向け、1) クルマエビの卵巣から RNA を調製して、Iso seq 解析を行い、ビレロジェニ

ン遺伝子を含む、多くの完全長 cDNA を同定：2) バナメイエビのゲノム解析を行い、10 個のビテロジ

ェニン遺伝子と相同性の高い 10 個の遺伝子を選抜: 3)バナメイエビのゲノム解析を行い、バナメイエ

ビのゲノムにビテロジェニン遺伝子の配列を含む回文配列があることを提示、の結果が得られた。ま

た、バッタに関しては、トノサマバッタの Iso seq 解析を用いて、36,836 転写単位を検出できるマイクロ

アレイを設計することで、フィールドにおけるサバクトビバッタの相変異に関与する分子マーカーの同

定技術開発につながり得る情報が得られた。 

「有用エビ類における成熟機構解明とそれを応用した高度な種苗生産・養殖技術の開発」課題で

は、エビ類の生殖機構に関する知見を踏まえ、効率的でエビに優しい種苗生産技術を開発し、養殖

産業の発展に寄与することを目的とする。本年度は、バナメイエビで卵成熟を抑制する 5 種類の卵黄

形成抑制ホルモンの遺伝子情報を明らかにし、その情報を用いて遺伝子の発現を抑制する技術を

開発するに至った。具体的には、卵成熟を抑制する遺伝子情報の発現量を測定する定量法を構築

し、バナメイエビにおける主な卵黄形成抑制ホルモンに対する二本鎖 RNA を作成した。こちらを雌親

エビへ 1 回注射するだけで、投与してから 20 日間を通じて、眼柄での標的遺伝子の発現量を 10%以

下に減少させることが可能となった。本技術は、本年度の研究成果情報として公表される予定である。

また、本年度は 4 本の査読論文が公表された。来年度を目指し、本技術の社会実装へ向け、タイの
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民間企業と共同実証実験を行うための JRA の締結準備を進めているところである。 

「国内外への展開を目指ざした熱帯・島嶼研究拠点の戦略的熱帯果樹研究」課題においては、熱

帯果樹研究の促進と遺伝資源利用の活性化をめざし、マンゴーおよびパッションフルーツの遺伝資

源評価および有用形質の解析を行い、基礎的知見の集積を行っている。本年度は、国際農研およ

び沖縄県農業研究センターで保存されているマンゴー遺伝資源 120 点を SSR マーカーにより品種識

別、類縁関係、遺伝的多様性を解析し、国内保有マンゴー遺伝資源の多様性および品種特性に関

する原著論文を公表した。世界各国に由来するこれらの遺伝情報および品種特性情報は、既報のデ

ータベースと併せて今年度の研究成果情報としてまとめられ、研究者・生産者への品種情報・栽培特

性情報の提供に貢献しうる。 

オ 目的基礎研究の評価等進行管理 

目的基礎研究の実施に当たっては、役員、部長、PD、関係領域長等を構成員とする「目的基礎研

究推進評価会議」のもとで、平成 30 年度に引き続き、令和 2 年 1 月に外部専門家 5 名を加えた成

果検討会を開催して進捗状況の把握と専門的なアドバイスを行い、適正な進捗管理に努めた。検討

の結果、課題内容、実施期間を一部変更した。 
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プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果1 課題D1-I-1a：途上国の作物生産および栄養供給と技術開発の評価
プロジェクトD-1：不確実性下の食料需給と栄養格差の評価（食料栄養バランス)

昨年度までは国レベルのデータをもとにして栄養供給バランスを評価してきたが、今年度はさらに、家計調査から得
られた世帯レベルのデータをもとにした栄養供給バランスの評価も加えた。家計調査で得られた食事内容から栄養
素供給量を推定したり、身長・体重データを健康状態の指標として用いたりして分析を進めている。マダガスカルでは
約600家計に対して年3回、ブルキナファソでは約200家計に対して年6回の調査を行っており、各世帯の属性や季節
ごとの変化などもみることができる。

マダガスカルにおいて家計調査の栄養素供給量は国レベルの値よりも低めに推定され、カルシウムやビタミンA不
足など、同様の過不足傾向がみられた。また、食料が不足する時期には実際に栄養素供給量が少ない（ブルキナ
ファソ）、コメの収穫後に食の多様性が増加する（マダガスカル）等の季節性も明らかになってきた。今後、世帯属性と
の関連の分析を進めていく。

家計調査からの食料栄養バランス分析

2018年 8月~9月
(乾季・端境期)

4.455

2019年 2月~3月
(雨季作収穫前)

4.160

2019年 5月~6月
(雨季作収穫後)

5.279

図2．調査時期と食の多様性スコア
（HDDS）世帯平均（マダガスカル）

図1．栄養素供給量の推定平均量が必要栄養素量に占める割合
（食料需給表：マダガスカル国レベル、2010-2013年
家計調査： マダガスカル中央高地596家計、3回の調査の中央値平均、2019年）
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プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果2 課題D1-I-1a：途上国の作物生産および栄養供給と技術開発の評価
プロジェクトD-1：不確実性下の食料需給と栄養格差の評価（食料栄養バランス)

本研究は、最近の農業技術の採用とその効果に関する事例研究と、農業普及に関する研究に関する280本の査読

論文を包括的にレビューし、何が共通する普遍的発見であるか、何が分析上の弱点か、さらに今後究明すべき研究
課題は何かについてメタ分析を行うことにより、技術移転に横断的な課題を明らかにしたものである。まず、発展途上
国における農業技術採択の制約を明らかにした上で、穀物生産の収量を持続的に向上させるためには、土壌の肥沃
度の維持を含む「総合的な農業経営」が重要であることを明らかにした。また、発展途上国の農業技術普及はどのよ
うに行えば効率的に技術が普及するのかについて、農家間学習の効果、誰が技術普及のキーパーソンになるべきか、
どのように技術普及のインセンティブ付けを行うかを文献調査を通じ検討した。

開発途上国における農業技術採用と普及に関わる文献調査

• 農業技術普及サービスへのアクセス困難
• 投入財の入手の困難
• 信用・資金制約
• 収穫後の技術の不足
• 投入財の品質の不安定
• 天候リスク
• 投入財購入の引き伸ばし問題

• 収益性、特に土壌の肥沃さが低下するこ
とによる収益性の低下

統合的土壌肥沃度マネジメント

✓ 改良品種・化学肥料・有機肥料・豆類と
の混作・輪作・保全耕起等

• 改良米栽培法

✓ 改良種子・化学肥料・畔の設置・圃場の
均平化・条植え

このように、複数の投入物・農法を組み合わせ
て土壌肥沃度を保全しつつ高い収量を実現す
ることを目指す

• 血縁・地縁・友人関係などに基づく社会ネットワー
クの重要性

• 誰が中心的な情報の伝達者であるべきか：
篤農家 ｖｓ 一般的な農家

• 外生的インセンティブ付与の効果

• 過去10年間主要ジャーナルに280本のミクロ農業
実証論文が掲載された

• ７５％がアフリカのデータを用いた研究であり、メイ
ズ・コメが最も扱いの多い穀物であった。
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プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果3 課題D1-I-1a：途上国の作物生産および栄養供給と技術開発の評価
プロジェクトD-1：不確実性下の食料需給と栄養格差の評価（食料栄養バランス）

ブラジル国内の主要栽培10州・地域におけるダイズ需給モデルを開発し、大豆サビ病耐性品種が普及した場合に大

豆市場に与える影響について調べた。主要栽培州・地域における大豆生産量のシミュレーションの結果を図１に示し
た。 ブラジルにおいてサビ病が流行した場合、耐病性品種導入により農家価格の上昇を緩和できることが示された
（図２）。また、耐病性品種導入による殺菌剤節約費用は約11億USドルとなることが見込まれたため（表）、農家の負

担軽減につながることが期待される。

大豆サビ病耐性品種普及の効果

図2 ブラジル国内の農家価格

表 ブラジルにおける大豆サビ病耐性品種の経済効果

大豆全作付面積 (a+b) 3,580 万ヘクタール

大豆サビ病耐性品種の作付面積 (a) 2,180 万ヘクタール

従来の品種の作付面積 (b) 1,400 万ヘクタール

耐病性品種の殺菌剤費用 (c) 10.9 億 USドル

従来の品種の殺菌剤費用 (d) 14.0 億 USドル

シナリオ３の殺菌剤費用 (c+d) 24.9 億 USドル

シナリオ２の殺菌剤費用 35.8 億 USドル

節約効果（シナリオ２－シナリオ３） 10.9 億 USドル

ベースライン：
現状維持

シナリオ１：
サビ病被害なし

シナリオ２：
サビ病被害あり、
対策なし

シナリオ３：
サビ病被害あり、
耐性品種導入

図1 主要栽培州における大豆生産量
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プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果4      課題D1-I-1b：不確実性下の世界の長期食料需給と栄養供給
プロジェクトD-1：不確実性下の食料需給と栄養格差の評価（食料栄養バランス)

世界全体の栄養供給量の推計のため、水産物統計の分類・整理を行った（表）。これまで水産物統計から提供されて
いなかった上目以上の分類を行うとともに、魚類については種ごとの生息場によって生産量を整理したことで、水産
物生産量の把握が容易になった。本区分は、今後水産物の需給バランスを推計するための基礎情報として活用する。

水産物統計の分類・整理による世界の水産物生産量の把握

注：右ボックスのカッコ内の数字は、FishStatJで確認できるASFISの種番号。

ASFIS大分類 分類
界

1 魚類 動物界

2 甲殻類

3 軟体動物

7 水生植物 細菌界
クロミスタ界
植物界

門
脊索動物門

節足動物門

軟体動物門

藍色植物門
オクロ植物門
紅藻植物門
緑藻植物門
維管束植物門

綱
ヌタウナギ綱
ヤツメウナギ綱
軟骨魚綱
(cartilaginous fishes)

硬骨魚綱 (bony fishes)

軟甲綱

その他甲殻類
二枚貝綱
腹足綱
頭足類
その他軟体動物
藍藻綱
褐藻綱
紅藻網
緑藻綱

その他水生植物

亜綱

全頭亜綱
板鰓亜綱

分岐鰭亜綱
条鰭亜綱

トゲエビ亜綱
真軟甲亜綱

1 2 3 10
淡水魚 通し回遊魚 海水魚 その他

0
0

-0
4

-1
-1

-0
7

0
0 7

4
2 15 -431

1,392 74 4
1 127 -9

0
7
1
0

0 35
439 4 224

-4
432

-1
339
18
-9
-3
2

510
1,229

-1
-0

-154

亜区 上目

サメ亜区 ネズミザメ上目
ツノザメ上目

エイ亜区

カライワシ亜区
オステオグロッスム亜区
骨鰾亜区 ニシン上目

骨鰾上目
正真骨亜区 原棘鰭上目

狭鰭上目
円鱗上目
ハダカイワシ上目
アカマンボウ上目
側棘鰭上目
棘鰭上目

ホンエビ上目

キリンサイ属（78705014XX）
カラギーナン（ゲル化剤等）原料

バナメイエビ
（2280100111）

カキ類（マガキを除く；
31607008XX）と

アサリ（3161102002）

ソウギョ（1400203501）、
コイ（1400200201）等

ペルー産カタクチイワシ
（1210600208）

主に養殖等飼料用魚粉

ナイルティラピア
（1705905102）

表 世界の主要な水産物の年平均変化量、2005/2007～2015/2017（千トン、生体重）
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プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果5 課題D1-I-1b：不確実性下の世界の長期食料需給と栄養供給
プロジェクトD-1：不確実性下の食料需給と栄養格差の評価（食料栄養バランス)

・穀類と畜産物からの栄養供給について、所要量との比較と気候変動の影響の分析を実施した。

・サブサハラ・アフリカ(SSA)地域では、気候変動によって、鉄とビタミンB1の供給が減少する（図）。
・将来においても不足が予測される、これらの栄養供給を補うことは、SSA諸国の安定的な発展に寄与する。

栄養強化作物の開発など農業技術の開発は極めて重要である。

世界食料モデルによる食料・栄養供給量の推定

図 気候変動が微量栄養素供給に与える影響

• ビタミンB1 • ビタミンB9• ビタミンB6

ビタミン

• 亜鉛 • ヨウ素• 鉄

ミネラル

• エネルギー • タンパク質• 脂質

主要栄養素

0.75%P以
上の減少

0.50%P以
上0.75%P

未満の減少

0.25%P以
上0.50%P

未満の減少

0.25%P未
満の減少

増加

プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果6
プロジェクトD-2：情報収集・分析・提供

連絡拠点や国際機関への職員派遣により、国際的農林水産業の情報を体系的に収集し、関係者に広く提供した。国
際会議等にも積極的に参加し、2019年はTICAD7において、海外要人と国際農研の技術開発活動への展開について
協議した。また2019年は日本がG20議長国であったが、岩永理事長がG20MACSの議長をつとめ、20－30年先を見越
した農業研究アジェンダセッテイングに関わった。また2016年来強化しているHPでの情報提供にリピーターも増加した。

国際的な食料・農林水産業情報の体系的な収集・分析・提供

連絡拠点

越境性病害虫シンポ開催

国際研究機関に
関する情報収集

（上から）IRENA

研究レポート・

国際農業研究動向
（HPの運営）

トップアクセス記事

国際会議・国際イニシ
アチブへの参加

IFNA運営委員

一月当りアクセス件数

ＣＧＩＡＲパフォーマンスレポー
ト・ ICRAF-OSU-JIRCAS共
編Climate Smart Agriculture

アフリカ開発銀行総裁・ニジェール
大統領＠TICAD7

マダガスカル農業大臣・
G20主席農業研究者会議

（G20 MACS)議長

タイ科学技術博覧会出展

国際会議での登壇・発言国立研究機関とのMOU

ページ タイトル
ページ別

訪問数

国連「世界人口予測・2017年 」 13516

国連「世界人口予測 ・2019年」 8403

国連「世界都市人口予測・2018年」 6077

世界銀行「2018年 貧困と繁栄の共有」 2953

FAO「2018年 世界漁業・養殖業白書」 1911

アフリカにおけるFAW対策研究国際会議 811

FAO 「食糧と農業の未来 」 720

情報収集分析 587

現地の動き 477

IPBES「生物多様性と生態系サービス」 393

0 2,000 4,000 6,000 8,000

2016年度

2017年度

2018年度

2019年度

日本語 英語
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プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果7
プロジェクトD-3：目的基礎研究

理事長インセンティブ経費等を活用した目的基礎研究の推進

5つの実施課題 エビ成熟 戦略的熱帯果樹
⚫ 国内マンゴー遺伝資源の多様

性および品種特性に関する原
著論文 & データベース）を公

表、育種選抜マーカー、生産
者・消費者・企業への栽培特
性等に関する情報提供に貢献。

国際稲研究所等の共同研究で開発
した育種材料や遺伝資源の利用に
向けた特性評価（国際育種素材）

新産業酵母の機能性成分の特性
解明と新たな飼料サプリメント開発
（新産業酵母）

ゲノム解析技術を利用した農水産
物における有用遺伝子の探索シス
テムの開発（システムゲノム）

成熟機構解明による有用エビ類の
高度な種苗生産・養殖技術の開発
（エビ成熟）

国内外への展開を目指ざした熱帯・
島嶼研究拠点の戦略的熱帯果樹
研究（戦略的熱帯果樹）

⚫ 卵成熟抑制因子の発現を抑制
する技術開発に成功、社会実
装に向けた実証実験の準備。

データベース

ジャーナル表紙写
真に採用

独創的なアイデアや純粋基礎研究の成果をもとに将来のイノベーションにつながる技術シーズを開発することを目
的として、柔軟な運営管理体制により、5つの課題を実施した。本年度は、「有用エビ類における成熟機構解明とそれ
を応用した高度な種苗生産・養殖技術の開発」、「国内外への展開を目指ざした熱帯・島嶼研究拠点の戦略的熱帯
果樹研究」の2課題において、成果情報が提出され、基礎研究から実際の社会実装への道筋が固まりつつある。

長粒種米（YTH183他）は、国際農研が国際稲研究所（IRRI）と農林水産省拠出金日本―IRRI共同プロジェクト研究
のもとで共同育成された系統で、沖縄県地域では日本品種よりも多収性・よって収益性が高く、他のインド型品種より
も高い食味評価を示す。日本政府が進める沖縄県産米を使った泡盛生産（琉球泡盛プロジェクト）を支援するため、
熱帯・島嶼研究拠点において民間酒造所との共同研究「インド型イネ品種の醸造特性評価及び利用に関する研究」
を実施した。目的基礎研究の仕組み・理事長インセンティブ予算を活用し、長粒種米の収量性の評価と醸造用イネの
増殖及び民間酒造所への提供（試験醸造に使用）を行い、また品種登録のためのデータ収集を加速している。

プログラム（Ｄ）情報収集分析 主要成果8
プロジェクトD-3：目的基礎研究

「琉球泡盛」醸造用に試験栽培したインド型稲系統増殖・品種登録の加速

IRRIと共同で開発した多収系統（YTH183)

YTG183の由来

熱帯高地の日本型在来品種と
IRRIが育成した品種IR 64を

戻し交配して育成した雑種集
団から選抜。

IR 64はいろんな形質の抵抗

性を有し、穀粒は中アミロース
含量の多収品種で広く世界で
普及した品種。

IR 64に比べて、低～中程度
の収量水準環境下(250-

400kg/10アール)では
10―20%程度，多収。Y
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1
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IR
 6

4

タイムテーブル（日本出願に伴う主な経過）

2019年度 2020年度

YTH183を提供

琉球泡盛海外
輸出プロジェクト

第2期農家へ移譲

2017～2018年度 2020年度
共同研究契約
（民間酒造）

【契約期間：H30.1.29～H33.3.31】

2019年度

未譲渡性の確保品種登録
出願の時期
（IRRI了諾が
前提）

1年

品種試験データの確保 補足追加データの提出

出
願
期
限

商用目的で譲渡
してから1年
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付表 1 平成 30 年度に係る業務実績評価結果への対応状況・方針 

     令和 2 年 3 月 31 日現在 

評価項目 平成 30事業年度評価における主な指摘事項 法人の対応状況・方針 

総合評定 
 

（項目別評価の主な課題、改善事項等） 

知財マネジメントにおいて、法務・知財チームを核に

知的財産管理の充実を図るとともに、海外での品種登

録や遺伝資源の授受について国ごとのプロセスを確認

し適切に実施すること、並びに職員に対して植物防疫

法の周知徹底を図る取組を求める。 

 法務・知財チームを核とする知的財産管理を強化し、世界的にビジネスを
展開している海外企業との共同研究契約締結へ向けた交渉の実施、タイに
おける品種登録手続きに対する支援、海外との遺伝資源の授受に関する
MTA の締結等を行った。また、全職員が参加するコンプライアンス一斉研修
で、植物防疫法に基づく研究材料の輸入手続きについて講義を行い、受講
後はチェックシートを用いて職員が手続きを理解したことを確認した。 

研究開発の成果の最
大化その他の業務の
質の向上に関する事
項 

（知的財産マネジメントの戦略的推進） 

法務・知財チームを核に知的財産管理の充実を図る

とともに、戦略的な知的財産マネジメントにより研究成果

の社会実装を一層促す取組を求める。 

法務・知財チームを核とする知的財産管理を強化し、国際研究機関と共
同で育成したイネ新品種のわが国における品種登録出願に関する協議等
を行うとともに、新品種の社会実装に向けて、わが国の農家圃場を用いた新
品種の実証栽培試験を実施した。 

業務運営の効率化に
関する事項 

（経費の削減） 

今後も、経費の削減や、調達の合理化に向けた取組

を継続するよう求める。特に、一般管理費及び業務経

費については、現行の第４中長期計画期間の最終年度

（令和 2 年度）までは、毎年度削減の数値目標が課され

ることから、業務に支障のないことに留意しつつ、さらな

る削減に向けて適切に取り組むことを求める。 

 業務に支障のないことに留意しつつ、第４期中長期目標に定められた一
般管理費及び業務経費削減の数値目標を達成するよう、単価契約の品目
拡大等による経費の削減や、調達の合理化に向けた取組を継続した。 

（組織・業務の見直し・効率化） 

研究施設等の集約について、定期的な見直し・検討

を行い、新たな研究課題・業務にも対応できるよう、さら

に集約等を進めるとともに効率的な利用に努めることを

求める。 

熱帯・島嶼研究拠点において、海外からの導入遺伝資源を効率的に評
価・管理するため、既存の共同研究温室に隔離栽培及び保存機能を付加
する改修工事を行った。共同研究棟耐震工事に伴う騒音・振動対策として、
第１実験棟共用会議室を一時避難場所とする必要な整備改修を行った。整
備を行ったことで、一時避難場所解除後は会議室として効率的な利用が図
られる 
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その他業務運営に関
する重要事項 

（ガバナンスの強化） 

ガバナンス強化のために、引き続き各種セミナー等を

着実に実施することを求める。また、未検疫の輸入植物

の使用を未然に防ぐためにも、職員へのコンプライアン

ス研修や植物防疫法の周知徹底を求める。 

 内部講師によるコンプライアンス一斉研修を実施した他、ｅラーニングプロ
グラムによる研究倫理教育、情報セキュリティセミナー、無人航空機等（UAV
等）の安全教育訓練の講習会、遺伝子組換え実験講習会等のセミナーを実
施した。研究材料の輸出入と管理に関する講習を、コンプライアンス一斉研
修の一環として行い、植物防疫法に基づく手続きを周知徹底した。 

（研究を支える人材の確保・育成） 

引き続き、多様な雇用形態による人材確保や、プログ

ラムに基づく人材育成の取組、女性研究員の採用・登

用の拡充を求める。 

 テニュアトラックを付した任期付制度や再雇用制度等多様な雇用形態によ
る人材確保と、人材育成プログラムに基づく人材育成の取組を継続した。
「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ」による助成が平成 30 年度で
終了した後も、女性の人材活用の重要性を鑑み、国際農研独自の予算を確
保して男女共同参画とワークライフバランス実現に向けた取組を継続した。 

研究業務の推進 （プログラム A） 

AWD 等開発した技術を他地域へも広く展開していく

ことを期待する。また、気候変動対応技術や ICT 活用に

関する研究課題では、農研機構をはじめとする国内研

究機関との連携も図りながら推進していくことを期待す

る。 

AWD 技術について、メコンデルタのより広域多地点において農家圃場試
験を実施し、これまでと同様、GHG 削減の効果を農家のメリットとともに実証
した。窒素汚染防止のためのサトウキビ最適施肥技術については、収量と窒
素溶脱量の結果をモデルによって正確にシミュレーションすることができたこ
とから、この技術を他地域へ広域展開する手法として有効であることを示し
た。また気候変動対応技術のうち熱帯土壌への炭素隔離技術については、
農研機構との共同研究を平成 29 年から実施しており、連携によるシナジー
効果が期待される。ICT 技術に関しては、フィールドサーバーの運用につい
て国内の大学と民間会社の助言を得て研究を進めた。 

（プログラム B） 

育成品種の社会実装においては、現地機関と連携し

ながら現地試験や品種登録をするための体制構築を求

める。また、品種登録や遺伝資源の授受については、

国ごとにプロセスを確認し、適切に実施することを求め

る。 

育成品種の社会実装においては、マダガスカル、セネガル等で実施して
いるリンや窒素の利用効率が高いイネ品種の育成、パラグアイ、アルゼンチ
ン等で実施しているダイズさび病抵抗性品種の育成等について、担当して
いる育種研究者・プロジェクトリーダー及びプログラムディレクターが、現地
機関の共同研究者と連携することで、現地試験や品種登録を推進した。ま
た、品種登録や遺伝資源の授受については、法務・知財チームと連携して
国ごとのプロセスを確認し、特に遺伝資源の授受に関しては MTA の締結等
を行うことで、適切に実施した。 

（プログラム C） 

 中長期目標の達成に向けて、現地との連携強化を図

りながら、創出された成果の技術移転の加速化を求め

ウシエビ混合養殖技術の開発にあたり、養殖業者が多く立地する沿岸部
での実証試験を追加し、生産性・収益とも良好な結果を示すとともに、アプリ
や解説用ビデオ等の技術普及用ツールの作成を進めた。さらに、現地の共
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る。 同研究機関の協力を得て発酵型米麺カノムチンの特性や液状化抑制技術
を紹介するタイ語の小冊子を作成したほか、ラオスにおいて淡水魚発酵調
味料パデークの調製方法に関する住民説明会を開催するなど、研究成果を
技術移転するための取り組みを強化した。カノムチンの液状化抑制技術に
ついては経営効果を試算するとともに令和元年度主要普及成果に選定し、
事業者向け講習会の準備を進めている。パデークについては住民説明会
によって安全性が向上したことを試料の分析結果から確認するなど、技術移
転の着実な進展が示唆されている。 

（プログラム D） 

国際動向の情報提供にあたっては、引き続きウェブサイ

トやシンポジウム等を通じて速やかに発信していくことに

加え、受け手となる機関や企業等に応じた提供方法の

工夫を期待する。 

国際機関報告書の概要紹介に加え、世界食料安全保障や気候変動に
関するニュースや話題の学術論文等を解説するキュレーション記事（毎日～
3 日置きに更新）の掲載を通じた情報提供・発信を開始した。これにより、研
究者以外の読者を対象とした HP アクセス数の増加・国際農研活動の周知
を目指した。 
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付表 2 大学院教育研究指導等の協定の締結状況 

 

  大学名 締結日 
署名者（大学側） 署名者 

（JIRCAS 側） 
備考 

学長級 研究科長級 

1 東京大学 
平成 18 年 4 月 1 日 
(平成 13 年 4 月 2 日

締結の再更新) 

総長 
小宮山 宏 

農学生命科
学研究科長 
會田 勝美 

理事長 
稲永 忍 

教育研究
指導等へ
の協力 

2 東京農業大学 平成 16 年 3 月 11 日 
学長 
進士 五十八   理事長 

岩元 睦夫 

教育研究
指導等へ
の協力 

3 鳥取大学 平成 19 年 2 月 28 日 
学長 
能勢 隆之   理事長 

稲永 忍 

教育研究
指導等へ
の協力 

4 慶応義塾大学  平成 20 年 4 月 2 日   

システムデ
ザイン・マネ
ジメント研究
科委員長 
狼 嘉彰 

理事長 
飯山 賢治 

連携・協
力の推進 

5 名古屋大学 平成 20 年 5 月 29 日   
生命農学研
究科長 
服部 重昭 

理事長 
飯山 賢治 

教育研究
指導等へ
の協力 

6 筑波大学 平成 21 年 9 月 17 日 
学長 
山田 信博   理事長 

飯山 賢治 

教育研究
指導等へ
の協力 

7 横浜市立大学 平成 21 年 12 月 3 日 
理事長 
本多 常高   理事長 

飯山 賢治 

連携・協
力の基本
協定 

8 北海道大学 平成 27 年 3 月 17 日  農学院長 
丸谷 知己 

理事長 
岩永 勝 

連携・協
力に関す
る協定書 
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付表 3 知財出願数・保有数・収入 

 

    
平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

特許出願数 国内 4 2      1 2 

  外国 0 2      0 0 

  合計 4 4      1 2 

特許所有数 国内 32  31     25 25 

  外国 29  9 9 8 

  合計 61  40 34 33 

特許許諾数 国内 10  10 8 5 

  外国 0  0 0 0 

  合計 10  10 8 5 

知的財産収入 特許 41  0 0 11 

（千円） 品種 211  194 224 340 

  合計 253  194 224 351 

 

注） 千円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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付表 4 令和元年度 研究業績（査読付論文） 

 

著者、表題、記載誌名、巻(号)、ページ他 

 

プログラムＡ 

１．  Abd El-Halim, A.A. * and Omae, H. (2019) Examination of nanoparticulate phosphate rock 

as both a liming agent and phosphorus source to enhance the growth of spinach in acid soil. 

Soil Science and Plant Nutrition, 65(4): 386-392, DOI: 10.1080/00380768.2019.1620082. 

 

２．  Abd El-Halim, A.A.* and Omae, H. (2019) Performance assessment of nanoparticulate lime 

to accelerate the downward movement of calcium in acid soil. Soil Use and Management, 
35(4): 683-690, DOI: 10.1111/sum.12525. 

 

３．  Abd El-Halim, A.A.* and Omae, H. (2020) Performance assessment of chlorophyll meter to 

determine when to irrigate wheat under different soil moisture deficit conditions: A primary 

study. Communications in Soil Science and Plant Analysis, DOI: 10.1080/00103624.2020. 

1744626. 

 

４．  Bugayong, I.D., Hayashi, K.*, Querijero, M.J.V.B, Orden, M.E.M., Agustiani, N., 

Hadiawati, L., Siregar, I.H., Carada, W.B. and Atienza, V.A. (2019) Technology Transfer 

Pathways of Information and Communication Technologies for Development (ICT4D): The 

Case of the Weather-rice-nutrient Integrated Decision Support System (WeRise) in 

Indonesia. International Society for Southeast Asian Agricultural Sciences, 25(2): 104-117. 

 

５．  Capistrano, A.O.V.* and Hayashi, K. (2019) Applicability of MOET Kit and MOET App to 

Rainfed Rice Production. Philippine Journal of Crop Science, 44(1): 1-9. 

 

６．  Fitri, R.*, Erdiman, Kusnadi, N. and Yamaoka, K. (2019) SALIBU technology in Indonesia: 

Alternative for efficient use of agricultural resources to achieve sustainable food security. 

Paddy and Water Environment. 17(3): 403-410, DOI: 10.1007/s10333-019-00735-0. 

 

７．  Hayashi, K.*, Llorca, L. and Bugayong, I. (2019) Development, Validation, and 

Dissemination of a Decision Support System for Rainfed Rice Farming in Southeast Asia: A 

Case Study in Indonesia. Adaptation to Climate Change in Agriculture: Research and 
Practices, Springer, DOI: 10.1007/978-981-13-9235-1. 

 

８．  Hirata, M.*, Ogawa, R., Gebremedhin, B.G., Sakai, T., Koda, K., Miyazaki, N. and 

Takenaka, K. (2019) Forest conservation from the perspective of local fuel production and 

its consumption in the southern part of Kilite Awlaelo district in the Eastern zone of the 

Tigray Region, Ethiopia. 沙漠研究. 29(4): 115-127, DOI: 10.14976/jals.29.4_115. 

 

９．  古家淳*, 平野聡 (2020) 稲作を対象とした洪水のインデックス保険の最適な保険金―ミャ

ンマー国エーヤワディー地方域ラブッタ郡区を対象に―. 農業経済研究, 91(4): 496-499. 

 

https://doi.org/10.1080/00380768.2019.1620082
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/abs/10.1111/sum.12525
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１０．  Iwanaga, S.*, Yokoyama, S., Duong, D.T. and Minh, N.V. (2019) Policy effects for forest 

conservation and local livelihood improvements in Vietnam: A case study on Bach Ma 

National Park. Journal of Forest Research, 24(5): 267-274, DOI: 10.1080/13416979. 

2019.1655129. 
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付表 5 令和元年度 主要普及成果及び研究成果情報一覧 

No. プログラム 成果情報名 分類 

1 

A 

水稲の葉色に基づく施肥設計はメタン発酵消化液の肥料利用でも有

効である 
研究 

2 酸素ナノバブル水による湛水水田土壌の高酸素化とメタン生成抑制 研究 

3 エチオピア高原の小流域流末のため池堆砂を利用した農地造成 技術 

4 土壌改良資材のナノ加工による施用効果の向上 研究 

5 
ソルガムの生物的硝化抑制にはアンモニア酸化古細菌の抑制が関連

する 
研究 

6 アフリカ産低品位リン鉱石は炭酸カリウム添加焼成により肥料化できる 研究 

7 

B 

イネ生育に対する土壌のリン供給能は室内分光スペクトルから迅速に

推定できる 
研究 

8 熱画像を利用した葉面気孔伝導度の新規指標 研究 

9 SSR マーカーを利用したホワイトギニアヤム品種識別技術パッケージ 
技術（主要

普及成果） 

10 
一穂籾数を増加させる SPIKE は低収量環境でイネの籾収量を向上さ

せる 
研究 

11 
サトウキビとススキ属植物との属間雑種は低温条件下での光合成特

性が優れる 
研究 

12 
種間交雑を利用して作出した株出し多収なサトウキビ新品種「はるの

おうぎ」 
研究 

13 
ベトナム北部におけるイネウンカ類に対する殺虫剤の使用状況と散布

法の評価 
研究 

14 

C 

タイ発酵型米麺の液状化は、麺を pH4 程度の酸性に保つことで抑制

できる 

技術（主要

普及成果） 

15 
ダッタンソバは加圧を要しない膨化処理により苦味の生成を抑えられ

る 
研究 

16 オイルパーム古木中の遊離糖及びデンプン量を決定する要因 研究 

17 
Bacillus aryabhattai は農作物残渣内の澱粉からバイオプラスチックを

生産する 
研究 

18 
アメリカミズアブ幼虫はキノボリウオの飼料タンパク質源として有効であ

る 
研究 

19 ラオスの重要な食用魚パケオの資源保全に資する生態的情報 研究 

20 家禽加工残渣の活用によるミルクフィッシュ用魚粉削減飼料の開発 研究 

21 

D 

RNA 干渉法によるバナメイエビ卵黄形成抑制ホルモン遺伝子の発現

抑制 
研究 

22 国内保有マンゴー遺伝資源の多様性および品種特性 研究 
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付表 6 令和元年度 プレスリリース 

No. 年月日 件名 記事掲載等新聞等 

① 
令和元年 

6 月 14 日 

熱帯・島嶼研究拠点（熱研）は第１４回熱研一

般公開を令和元年６月３０日（日）に開催 
八重山毎日新聞（7/1） 

② 
令和元年 

9 月 5 日 

熱帯・島嶼研究拠点（熱研）は第４８回熱研市

民公開講座を令和元年９月１９日（木）に開催 
  

３ 
令和元年

10 月 25 日 

JIRCAS 国際シンポジウム 2019 を開催 

「植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究

協力〜SDGs への貢献」 

日本農業新聞（11/27） 

④ 
令和元年

12 月 5 日 

熱帯・島嶼研究拠点（熱研）は第４９回熱研市

民公開講座を令和元年 12 月 20 日（金）に開

催 

・八重山毎日新聞

（12/24） 

・沖縄タイムス（１/13） 

５ 
令和 2 年 

2 月 17 日 

根の葉緑体を作るのに窒素同化鍵酵素が重

要であることを発見 

～イネグルタミン合成酵素アイソザイムの巧妙

な使い分けを明らかに～ 

・日本経済新聞 

（Web 版 Nikkei.com）

（2/17） 

・農業協同組合新聞 

（Web 版 JAcom）（2/19） 

・日経産業新聞（3/3） 

６ 
令和 2 年 

2 月 19 日 
イネの光合成機能を増強し、最大 3 割の増収 

・日本経済新聞 

（Web 版 Nikkei.com） 

(2/19） 

・オプトロニクス ONLINE

（2/19） 

・農業協同組合新聞

JAcom Web 版（2/21） 

・日経産業新聞（3/3） 

７ 
令和 2 年 

2 月 21 日 

オイルパーム古木中の炭水化物量を決定す

る要因を同定― 廃棄されるオイルパーム古

木の効率的な利用に貢献 ― 

環境展望台（2/21） 

８ 
令和 2 年 

2 月 27 日 

国際農研岩永理事長が FAO 顧問団メンバー

に就任― 日本の技術や経験を世界の農林

水産業の発展に生かす ― 

・農業協同組合新聞

JAcom Web 版（2/28） 

・日本農民新聞 Web 版

（2/28） 

９ 
令和 2 年 

2 月 27 日 

高価なヒト由来酵素が微生物酵素で代替可能

に 

― 新しい機能性食品の開発や人、動物の医

薬への応用に期待 ― 

農業協同組合新聞

JAcom Web 版（3/2） 
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 ○数字は熱帯・島嶼研究拠点でプレスリリースを実施 
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付表 7 令和元年度 掲載記事 

 

No. 掲載日 記事見出し等 掲載誌等 

1 
平成 31 年 

4 月 29 日 

バッタ博士、アフリカに行く 

生態解明と新退治法の開発で（前野浩太郎） 

Kyodo Weekly  

2019.4.29・5.6 合

併号 No.18 

2 

令和元年 

5 月 13 日 

～19 日 

1 日 5 回リピ

ート放送 

4 月 19 日（金）に開催した一般公開の模様を放送 

ACCS 

（テレビつくば 11

チャンネル） 

（延べ 35 回放送） 

③ 
令和元年 

5 月 10 日 

2019 年 5 月 10 日（金）にマダガスカル国アンタナナリボにおい

て、Lucien Ranarivelo 農業畜産水産大臣、日本大使館の伊藤

参事官、インド大使館の Abhay Kumar 大使の臨席のもと、プロ

ジェクトで整備した研究設備のお披露目式ならびに相手国機

関への受け渡し式を行った。 

マダガスカル国営

テレビ（TVM） 

（2 回放送あり） 

④ 
令和元年 

5 月 11 日 

2019 年 5 月 10 日（金）にマダガスカル国アンタナナリボにおい

て、Lucien Ranarivelo 農業畜産水産大臣、日本大使館の伊藤

参事官、インド大使館の Abhay Kumar 大使の臨席のもと、プロ

ジェクトで整備した研究設備のお披露目式ならびに相手国機

関への受け渡し式を行った。 

マダガスカル

Taratra 新聞 

5 
令和元年 

5 月 28 日 

日本人研究者の貢献（在モーリタニア日本国大使館） 

前野ウルド浩太郎博士は、2011 年４月からモーリタニアにおい

てサバクトビバッタの研究を行っている昆虫学研究者です。「ウ

ルド」というミドルネームは、モーリタニアでの活躍が認められ、

モーリタニア国立サバクトビバッタ研究所長(Dr. 

MohamedAbdallahi Ould Babah Ebbe)より授かったものです。

同博士は、モーリタニアにおける研究を経て、現在は日本にお

いて国立研究開発法人「国際農林水産業研究センター」に研

究員として所属していますが、バッタが大発生する時期に合わ

せ，９月から 12 月頃に現地を訪れ、国立サバクトビバッタ研究

所を拠点にフィールドワークを行い、モーリタニアが直面する問

題解決のために貢献しています。また、2017 年５月に発売さ

れた『バッタを倒しにアフリカへ』（光文社新書）は新書大賞

2018 や毎日出版文化賞、第６回ブクログ大賞を受賞する等ベ

ストセラーとして話題になり、研究内容は当然のことながら、こ

れまであまり知られていなかったモーリタニアの生活や文化等

を広く日本人に周知するきっかけにもなりました。 

外務省ホームペ

ージ 
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6 
令和元年 

5 月 28 日 

アフリカ各国トピックス（モーリタニア） 

【サバクトビバッタ】 

●10 数年に１度サハラ砂漠でサバクトビバッタの大群が発生す

ることで有名。 

●２０１１年４月から，昆虫学者の前野ウルド浩太郎博士（現国

際農林水産業研究センター研究員）が現地でフィールドワーク

を実施（唯一の先進国の研究者）。毎年バッタが大発生する９

～１２月頃に現地を訪れ，バッタ被害解決のための研究に貢

献。著作「バッタを倒しにアフリカへ」は新書大賞 2018 を受賞し

ベストセラーに。モーリタニアの生活や文化を周知するきっか

けとなった。 

外務省ホームペ

ージ 

7 
令和元年 

5 月 29 日 

バッタ博士、アフリカに行く 

生態解明と新退治法の開発で 

(株)共同通信社ホ

ームページ 

8 
令和元年 

5 月 31 日 

途上国のニーズに対応  地球規模課題解決視野 

JST の SATREPS  10 件採択 

JST は、国際科学技術共同研究推進事業「地球規模課題対応

国際科学技術協力プログラム（SATREPS）」における 2019 年度

新規採択研究課題 10 件を決定した。 

【生物資源分野】 

◇高栄養価作物キヌアのレジリエンス強化生産技術の開発と

普及（藤田泰成・国際農林水産業研究センター主任研究員、

ボリビア・サン・アンドレス大学） 

科学新聞 6 面 

9 
令和元年 

6 月 11 日 

パナソニックが「SDGs 未来会議 -未来をつくるソーシャルサミ

ット- for Family」に出展 

「サスティナブル公園」で使用する微細ミストを「アジアモンスー

ンモデル植物工場システム開発プロジェクト（※2）」をモチーフ

とした仮設の植物工場に送るなど、体験型展示空間で資源の

循環を子どもたちに分かりやすく伝えると同時に、SDGs に不可

欠な社会的価値と経済的価値の両立を解説していきます。 

※2:平成 28 年度に農林水産省の「知」の集積と活用の場によ

る研究開発モデル事業の一つとして活動を開始。沖縄県石垣

市の国際農林水産業研究センター 熱帯・島嶼（とうしょ）研究

拠点内に IT グリーンハウスを構築し、高温多湿地域での果菜

類（トマト、イチゴ）栽培技術開発に取り組む。 

JIJI.COM 
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⑩ 
令和元年 

6 月 27 日 

SATREPS ボリビア課題が条件付き採択 

ボリビアと日本との共同研究プロジェクトが開始されること、ボリ

ビア側代表の Giovanna 先生のインタビュー（キヌアの研究を通

じて、気候変動対策、食糧安全保障に貢献する）や、プロジェ

クトチームの構成が掲載。 

ボリビア UMSA

（サン・アンドレス

大）新聞 7 面 

11 
令和元年 

7 月 1 日 

最新の研究成果紹介 熱研一般公開にぎわう 

（5.22 プレスリリース） 

熱帯・島嶼研究拠点（熱研）の第 14 回一般公開が６月 30 日、

同センターで開かれ、最新の研究成果などが公開された。会

場には多くの家族連れが訪れ、スタンプラリーなどに挑戦した。 

八重山毎日新聞 

朝刊１１面 

⑫ 
令和元年 

7 月 4 日 

The Tribune 紙記事の概訳とインタビューの概訳 

インド中央土壌塩類研究所（CSSRI）と共同で取り組んでいる、

カットソイラーによる塩類土壌の改良への取り組みが、インドの

新聞（The Tribune 紙）の記事として掲載されました。インターネ

ットの動画記事としても配信されています。 

The Tribune 紙

（インド） 

⑬ 
令和元年 

7 月 4 日 

7 月 3 日に行われた、アフリカ諸国記者による国際農研取材の

様子が掲載された。 

日刊紙 Le Soleil

「ル ソレイユ」 

（セネガル） 

⑭ 
令和元年 

7 月 12 日 

7 月 3 日に行われた、アフリカ諸国記者による国際農研取材の

様子が掲載された。 

月刊誌 egypt 

today（エジプト） 

15 

令和元年 

7 月 29 日 

8 月 28 日 

現地・市場のニーズに合わせる 

アフリカの農村を歩いて（飯山みゆき） 

Kyodo Weekly  

2019.7.29 No.30 

(株)共同通信社ホ

ームページ 

⑯ 
令和元年 

8 月 27 日 

ニジェール共和国イスフ・マハマドゥ大統領と岩永理事長との

二者会談 

ニジェールの食料安全保障を達成しうる農業開発のために有

用な研究協力について協議が行われ、その様子が放送され

た。 

ニジェールの国

営放送 

（Tele Sahel） 

17 
令和元年 

8 月 28 日 

バイオ燃料用エリアンサス品種が日本で品種登録される 

国際農研が農研機構と共同で育成したバイオマス燃料生産用

エリアンサス品種「ＪＥＳ１」（第２７５３３号）と「ＪＥＣ１」（第２７５３４

号）が品種登録された。 

（一社）全国農業

改良普及支援協

会 ・（株）クボタ 

みんなの農業広

場「注目の農業技

術」 
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18 
令和元年 

9 月 12 日 

高糖度トマト、日持ちする緑色系の花 

生物資源・利用領域の小田（山溝）千尋研究員（JSPS フェロ

ー）の花き研在籍時（前職）に分担した研究成果が、日経バイ

オテクに掲載された。 

小田（山溝）千尋研究員は、本発表の共著者として、花弁にお

ける色素分析と実験デザインの提案を担当した。 

日 経 バ イ オ テ ク

ONLINE 

⑲ 
令和元年 

9 月 18 日 

タイ科学技術研究所（TISTR）と JIRCAS が共同研究に係る覚

書（MOU）を締結 

9 月 18 日にタイ科学技術研究所で行われた、TISTR と国際農

研との MOU 締結についての記事が掲載された。  

タイ ThaiPR.net 

20 
令和元年 

9 月 23 日 

未知なる熱帯雨林に攀（よ）じる 

一斉開花時に起こるドラマ（谷 尚樹） 

Kyodo Weekly  

2019.9.23 No.38 

(株)共同通信社ホ

ームページ 

21 
令和元年 

10 月 18 日 

「エビに優しい」養殖技術、日本から世界へ 

養殖エビ（バナメイエビ）の産卵や成熟を誘導するため行われ

てきた「眼柄切除（がんぺいせつじょ）」という方法に代わる技術

の開発についての記事が掲載された。 

JBpress 

22 
令和元年 

10 月 25 日 

若手外国人研究者表彰の 3 人を決定 

農林水産省は、2019 年度の若手外国人農林水産研究者表彰

で 3 人を農林水産技術会議会長賞に選んだ。 

日本農業新聞 

13 面 

㉓ 
令和元年 

11 月 8 日 

Japanese Delegation For Agriculture And Business To Visit 

Nepal 

(日本の農業・経済界代表団がネパールを訪問） 

...a signing ceremony will also be held for a Memorandum of 

Understanding (MoU) between the Japan International 

Research Centre for Agricultural Sciences (JIRCAS) and Nepal 

Agricultural Research Council (NARC) on developing 

agricultural technologies to increase agricultural produciton 

and improve natural resource management. Dr. Masa Iwanaga, 

President of JIRCAS, will attend the signing ceremony. 

（農作物の増産及び自然資源管理の改善のための農業技術

の開発に向け、JIRCAS と NARC の間の覚書（MoU）署名式が

行われる予定。式典には JIRCAS 理事長のマサ・イワナガ博士

が出席する） 

NEW 

SPOTLIGHT 

ONLINE 

3:16p.m. 
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㉔ 
令和元年 

11 月 14 日 

Japan to help Nepal in agri research 

（農業研究で日本がネパールに協力） 

Nepal Agriculture Research council (NARC) and Japan 

International Research Center for Agricultural Sciences 

(JIRCAS) signed a Memorandum of understanding (MoU) in 

Kathmandu on Wednesday to collaborate in the research. 

（NARC と JIRCAS は水曜日、カトマンズ市において共同研究

に係る覚書（MoU）に署名した） 

my Republica 

09:41 NPT 

㉕ 
令和元年 

11 月 14 日 

25-member Japanese delegation to arrive in Kathmandu 

tomorrow 

(25 人からなる日本の代表団が明日カトマンズに到着） 

A signing ceremony will also be held for a Memorandum of 

Understanding between Japan International Research Center 

for Agricultural Sciences (JIRCAS) and Nepal Agricultural 

Research Council (NARC) on developing agricultural 

technologies to increase agricultural produciton and improve 

natural resource management. Masa Iwanaga, president of 

JIRCAS, will attend the ceremony. 

（農作物の増産及び自然資源管理の改善のための農業技術

の開発に向け、JIRCAS と NARC による覚書の署名式が行わ

れる予定。式典にはマサ・イワナガ JIRCAS 理事長が出席す

る） 

The Himalayan 

Times 

㉖ 
令和元年 

11 月 14 日 

Japan to implement phosphorus-efficient paddy in Nepal 

(日本、ネパールでリン肥効の高い水田の実現目指す） 

…Masa Iwanaga, visiting president of the Japan International 

Research Centre for Agricultural Sciences, told the Post they 

had focused on two research areas in Nepal-rice and 

buckwheat....Nepal and Japan on Wednesday signed a 

memorandum of understanding on developing Nepal's 

agricultural sector through research collaboration. 

(国際農林水産業研究センター理事長のマサ・イワナガ博士

は、ネパールにおける研究分野としてコメとソバを挙げた。…両

国は水曜日、共同研究によりネパールの農業分野の開発を進

める覚書を締結した） 

The Kathmandu 

Post 

27 
令和元年 

11 月 18 日 

牛から出る温室効果ガスを研究 

環境への負担軽減目指し（前田 高輝） 

Kyodo Weekly  

2019.11.18 No.46 

(株)共同通信社ホ

ームページ 
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㉘ 
令和元年 

11 月 20 日 

Japan to implement phosphorus-efficient paddy in Nepal 

(日本、ネパールでリン肥効の高い水田の実現目指す） 

…Masa Iwanaga, visiting president of the Japan International 

Research Centre for Agricultural Sciences, told the Post they 

had focused on two research areas in Nepal-rice and 

buckwheat. 

...Nepal and Japan on Wednesday signed a memorandum of 

understanding o developin gNepal's agricultural sector 

through research collaboration. 

(国際農林水産業研究センター理事長のマサ・イワナガ博士

は、ネパールにおける研究分野としてコメとソバを挙げた。…両

国は水曜日、共同研究によりネパールの農業分野の開発を進

める覚書を締結した） 

The Kathmandu 

Post 

29 
令和元年 

11 月 24 日 

気候変動への知見共有／日本熱帯農業学会講演会 

不良環境への対策検討 

日本熱帯農業学会の第１２６回講演会が 23 日、マティダ市民

劇場で始まった。初日は「九州および南西諸島地域における

気候変動に対応する熱帯農業研究」をテーマに公開シンポジ

ウムが行われ、４人のパネリストがそれぞれの研究内容につい

て報告。 

国際農林水産業研究センターの寺島義文さんは、「近縁遺伝

資源を利用したサトウキビ改良の取り組み」をテーマに講演。

不良な環境下に適応する品種改良の必要性を訴えながら、食

料やエネルギーの増産を可能にする新しいタイプのサトウキビ

の開発を目指していることなどが報告された。 

宮古毎日新聞 

30 
令和元年 

11 月 27 日 

JIRCAS 国際シンポジウム 2019 

越境性害虫 対策へ国際連携重要（10.3 プレスリリース） 

11 月 26 日に、国際農研主催のシンポジウムが開催された。ツ

マジ口クサヨトウや大豆さび病などの越境性病害虫が、世界の

食料生産に大きな被害を与えることを改めて確認。食料安全

保障や、国連の持続可能な開発目標（SDGs）達成のために

も、各国が連携して対策に当たることが重要だとの認識で一致

した。国際農研の岩永勝理事長は、世界の作物生産の 20～

40%が植物病害虫によって失われているという推定値を示し、

「地球温暖化を背景に被害は増えており、今後の悪化の恐れ

もある。国際的な協力体制が必要」と強調した。 

日本農業新聞 

11 面 
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㉛ 
令和元年 

12 月 2 日 

CIAT livestock scientist Jacobo Arango receives top Japan 

agricultural research prize  

11 月 26 日につくば国際会議場で開催された 2019 年若手外

国人農林水産研究者表彰の記事。 

INTERNATIONAL 

LIVESTOCK 

RESEARCH 

INSTITUTE （ILRI） 

㉜ 
令和元年 

12 月 12 日 

12 月 12 日にマダガスカル・アンタナナリボ市で開催した「肥沃

度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフ

リカ稲作における養分利用効率の飛躍的向上（SATREPS マ

ダガスカル）Workshop for the mid-term evaluation for the 

SATREPS project “Breakthrough in nutrient use efficiency for 

rice by genetic improvement and fertility sensing techniques in 

Africa”」で、プロジェクトの辻本研究代表が、プロジェクトの成

果等についての記事。 

TVM（マダガスカ

ル国営テレビ）ニ

ュース 

 

㉝ 
令和元年 

12 月 12 日 

12 月 12 日にマダガスカル・アンタナナリボ市で開催した「肥沃

度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフ

リカ稲作における養分利用効率の飛躍的向上（SATREPS マ

ダガスカル）Workshop for the mid-term evaluation for the 

SATREPS project “Breakthrough in nutrient use efficiency for 

rice by genetic improvement and fertility sensing techniques in 

Africa”」で、プロジェクトの辻本研究代表が、プロジェクトの成

果等についての記事。 

・KOLO テレビニ

ュース 

・VIVA ラジオニュ

ース 

・マダガスカル農

業畜産水産省

Facebook   

㉞ 
令和元年 

12 月 13 日 

12 月 12 日にマダガスカル・アンタナナリボ市で開催した「肥沃

度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフ

リカ稲作における養分利用効率の飛躍的向上（SATREPS マ

ダガスカル）Workshop for the mid-term evaluation for the 

SATREPS project “Breakthrough in nutrient use efficiency for 

rice by genetic improvement and fertility sensing techniques in 

Africa”」で、プロジェクトの辻本研究代表が、プロジェクトの成

果等についての記事。 

・Midi 

Madagasikara 

新聞 9 面  

・L’Express de 

Madagascar 

新聞 9 面 

35 
令和元年 

12 月 24 日 

チェリモヤの可能性語る  

熱帯・島嶼研究拠点 市民講座で松田研究員 

（11.12 プレスリリース） 

12 月 20 日に開催した第 49 回熱研市民公開講座「森のアイス

クリーム チェリモヤ～石垣島での栽培の可能性～」について

の記事。 

八重山毎日新聞 

朝刊７面 

36 
令和 2 年 

1 月 9 日 

「基礎演習Ⅰ」にて講演会を実施～Global Food Security and 

Challenge of Agricultural Research～ 

生産環境・畜産領域の村中さんが、1 月 8 日に龍谷大学の開

講科目「基礎演習Ⅰ」で、講演を行った様子が掲載。 

龍谷大学ホーム

ページ 
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37 
令和 2 年 

1 月 13 日 

チェリモヤ栽培に関心  

石垣で講座 熱研、展望紹介 世界三大美果の一つ 

（11.12 プレスリリース） 

12 月 20 日に開催した第 49 回熱研市民公開講座「森のアイス

クリーム チェリモヤ ～石垣島での栽培の可能性～」について

の記事。 

沖縄タイムス 

朝刊 21 面 

38 
令和 2 年 

1 月 19 日 

1 月 14 日に、駐日パナマ大使が国際農研を訪問された時の様

子が、駐日パナマ大使館の Web サイトに掲載。 

駐日パナマ大使

館 Web サイト 

39 
令和 2 年 

1 月 24 日 

【シリーズ学会訪問】～国立研究開発法人 国際農林水産業

研究センター～ 

国際農研における科学技術振興機構が運営する J-STAGE の

活用方法と JARQ の方針等についてのインタビュー内容。 

J-STAGE ニュー

ス 

No.42 3～4 頁 

40 
令和 2 年 

1 月 27 日 

コメ生産量の向上をめざす 

タンザニア、水資源の利用提案（農村開発領域：廣瀬千佳子） 

Kyodo Weekly  

2020.1.27 No.４ 

(株)共同通信社ホ

ームページ

2020.2.26 

41 
令和 2 年 

1 月 29 日 

気候変動に負けない 温暖化適応技術の最新研究を紹介 

農研機構次世代作物開発研究センターが、国際農研と共同で

進めている、気温が低い早朝に開花する「コシヒカリ」系統の実

用化についての記事。 

農業共済新聞  

10 面 

㊷ 
令和 2 年 

2 月 6 日 

SRA Strengthens Partnership with JIRCAS  

（SRA が JIRCAS とのパートナーシップを強化） 

With the advancement of the Joint Research Agreement 

between SRA and the Japan International Research Center for 

Agricultural Sciences (JIRCAS), both parties are full steam 

ahead with the proposals and project implementation in 

various areas in the Philippines.  

SRA Administrator Hermenegildo R. Serafica joined Mr. 

Toshihiko Anzai, a researcher in the Rural Development 

Division of JIRCAS, and Atty. Ignacio S. Santillana for a 

catch-up meeting in SRA-Bacolod on May 23, 2019.  

This constant collaboration strengthens the working 

relationship of SRA and JIRCAS which only contributes to the 

benefits and assistance received by the sugarcane industry 

stakeholders. 

フィリピン砂糖統

制庁（SRA）のホ

ームページ 
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43 
令和 2 年 

2 月 16 日 

北斗星 

前野浩太郎氏が行っているサバクトビバッタの研究に関する記

事 

秋田魁新報 

1 面 

電子版 

44 
令和 2 年 

2 月 17 日 

筑波大・東北大・理研など、根の葉緑体を作るのに窒素同化

鍵酵素が重要であることを発見（2.17 共同プレスリリース） 

筑波大学生命環境系の草野都教授（理化学研究所環境資源

科学研究センター客員主管研究員）、東北大学の山谷知行名

誉教授、理化学研究所環境資源科学研究センターの福島敦

史研究員、国際農林水産業研究センターの圓山恭之進主任

研究員、岐阜大学の山本義治教授らの研究グループは、イネ

の窒素同化に不可欠な細胞質局在型グルタミン合成酵素

（OsGS1）のアイソザイムである OsGS1;1 が、光合成を行わな

い根の葉緑体形成に大きく関わることを明らかにしました。 

日本経済新聞

Nikkei.com（Web

版） 

45 
令和 2 年 

2 月 19 日 

根でも光合成の可能性広がる 根に葉緑体を作る重要な酵素 

筑波大など研究グループが発見（2.17 共同プレスリリース） 

筑波大学、東北大学 、理化学研究所、国際農林水産業研究

センター、岐阜大学の研究グループは、根の葉緑体を作るの

に窒素同化鍵酵素が重要であることを発見した。同研究によ

り、光合成をしない根に葉緑体を作らせ、光合成能力を加える

新たな方法の開発につながると考えられる。 

農業協同組合新

聞 

JAcom（Web 版） 

46 
令和 2 年 

2 月 19 日 

東北大など、イネの光合成機能の強化で最大 3 割の収量増

加を確認と発表（2.19 共同プレスリリース） 

東北大学、岩手大学、国際農研の共同研究グループは、光合

成の炭酸固定酵素ルビスコが約 1.3 倍量に増強された遺伝子

組換えイネを隔離水田ほ場に供し、収量調査試験を行った。

その結果、組換えイネは、同じ窒素施肥量に対して最大で 28%

の増収効果があることを確認した。光合成の機能改善により、

窒素利用効率が向上し、収量の増加に結び付いた実例は世

界初である。 

日本経済新聞

Nikkei.com（Web

版） 

 

47 
令和 2 年 

2 月 19 日 

東北大ら、イネの光合成機能増強で 3 割増収 

（2.19 共同プレスリリース） 

東北大学、岩手大学、国際農林水産業研究センター（国際農

研）の研究グループは、遺伝子組換え技術によって光合成の

炭酸固定酵素ルビスコが約 1.3 倍量に増強されたイネ（ルビス

コ増強イネ）を作出し、同じ窒素施肥量において、玄米収量が

最大で 28%増加したことを確認した。 

オプトロニクス

ONLINE 
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48 
令和 2 年 

2 月 20 日 

「一瞬で何もかも奪う」アフリカの大地を食い尽くす蝗害、バッタ

博士が解説 

いま東アフリカで何が起きているのか。そもそもなぜ、こんなに

増えたのか。やっぱり気候変動のせいなのか？日本人で唯

一、アフリカでサバクトビバッタを専門に研究している、国際農

研研究員の前野浩太郎氏の解説。 

・Forbes JAPAN 

・Yahoo!ニュース 

49 
令和 2 年 

2 月 21 日 

イネの光合成機能増強で最大 3 割の増収 東北大学など共

同研究で確認（2.19 プレスリリース） 

東北大学、岩手大学、国際農研の共同研究グループは、光合

成の炭酸固定酵素ルビスコが約 1.3 倍量になることで光合成

機能を改善した遺伝子組み換えイネが、同じ窒素施肥量のイ

ネに対して最大で 28％の増収効果があることを世界で初めて

確認した。 

農業協同組合新

聞 JAcom（Web

版） 

㊿ 
令和 2 年 

2 月 21 日 

国際農研の活動と水土保全事業への住民活動に対する感想 

（エチオピア現地メディア 2 社による取材） 

農村開発領域の竹中浩一主研が、エチオピアのテレビ局から

取材を受け、国際農研がエチオピア ティグライ州キルテ・アウ

ラエロ郡内で、2016 年から 5 年間の流域管理に関する研究活

動を実施していること、その活動を通じて住民の水土保全事業

に対する意欲が高く素晴らしい成果を収めていることを知り、共

通の意識を持っていることを伝えつつ住民を称賛する言葉を

述べた。 

・Dimtsi Weyane 

TV 

・Tigray TV 

51 
令和 2 年 

2 月 21 日 

国際農研など、オイルパーム古木の炭水化物量を決定する環

境要因などを特定（2.21 プレスリリース） 

国際農林水産業研究センター(国際農研)とマレーシア理科大

学の共同研究チームは、オイルパーム古木(OPT)の「非構造

性炭水化物(NSC)」量に影響をおよぼす環境要因を特定した。 

環境展望台  

国内ニュース 

52 
令和 2 年 

2 月 28 日 

国際農研の岩永理事長が FAO 顧問団メンバーに就任 

（2.27 プレスリリース） 

国際農研は 2 月 27 日、同センターの岩永勝理事長が、国連

食糧農業機関（ＦＡＯ）が新たに発足させる顧問団メンバーに

就任したと公表した。 

・農業協同組合新

聞 JAcom（Web

版） 

・日本農民新聞

（Web 版） 
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53 
令和 2 年 

2 月 28 日 

白神山地の微生物酵素 心不全、高血圧に効果 秋田大など

研究グループ発表 新型肺炎治療薬に期待 

（2.25 秋田大学プレスリリース） 

秋田大学大学院医学系研究科の草場敬司らの研究グループ

が、白神山地おから採取した微生物の酵素「B38-CAP」に、心

不全や高血圧の治療効果があることを突き止めた。新型コロナ

ウイルスによる重症肺炎の治療薬開発につながる可能性もあ

る。この研究は、秋田大と県総合食品センターのほか、国際農

林水産業研究センター、医薬基盤・健康・栄養研究所など 4

機関を中心に実施。 

秋田魁新報 

54 
令和 2 年 

3 月 2 日 

高価なヒト由来酵素が微生物酵素で代替可能に－新しい機能

性食品の開発などへの応用に期待（2.27 プレスリリース） 

国際農研は、秋田大学、秋田県総合食品研究センター、医薬

基盤・健康・栄養研究所、株式会社ペプチド研究所等と共同

で、ヒトの血圧調節に関わる酵素「ヒト ACE2」とよく似た作用を

示す微生物酵素「B38-CAP」を同定し、大量生産することに成

功した。 

農業協同組合新

聞 JAcom 

（Web 版） 

55 
令和 2 年 

3 月 3 日 

植物の根に葉緑体つくる酵素（2.17 共同プレスリリース） 

筑波大学の草野都教授や東北大学の山谷知行名誉教授、理

化学研究所環境資源科学研究センターの福島敦史研究員ら

は、植物が根に葉緑体を作るのに必要な酵素を見つけたと発

表した。 

国際農林水産業研究センターや岐阜大学との共同研究の成

果。 

日経産業新聞 

6 面 

56 
令和 2 年 

3 月 3 日 

イネ遺伝子組み換え、収穫量増（2.19 共同プレスリリース） 

東北大学、岩手大学、国際農林水産業研究センター（国際農

研）の研究グループは、イネの遺伝子を組み換えて、収穫量を

最大で 3 割増やしたと発表した。 

日経産業新聞 

6 面 

○数字は海外における掲載記事
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付表 8 令和元年度 刊行物のタイトルと概要 

 

Annual Report（英文） 

2018 ・ Message from the President 

・ Highlights from 2018 

・ Research Overview 

･ Training and Invitation Programs/ 

Information Events 

・ Appendix  

2018 年の年報 

 

 

JIRCAS Working Report （国際農業研究情報） 

No.88 

Development of subsurface drainage and 

water-saving irrigation technology for 

mitigation of soil salinization in 

Uzbekistan 

大森 圭祐、大西 純也 編著 

平成 25 年度から 28 年度に実施した農

水省補助金事業「地下水制御による農

地塩害対策調査」および運営費交付金

での全般的な研究成果をまとめたもの。 

No.89 

Development of an Economic Model for 

Evaluation of Climate 

Change in the Long-run for 

International Agriculture: EMELIA 

古家 淳 編著 

世界食料モデルについて、パラメータ導

出の過程と理論モデル、用いたデータと

集計方法、計算ルーチン、モデルのフロ

ーチャート。また、気候変動のシミュレー

ションの仮定と結果をまとめたもの。 

No.90 

Potential and Efficiency of Underused 

Agricultural and Fishery  

Resources in Laos 

森岡 伸介、羽佐田 勝美 編著 

令和元年10月開催のワークショップのプ

ロシーディングスを WR としてとりまとめた

もの。第３期から第４期にかけて実施した

ラオスでの共同研究を通じて得られた農

業実態や課題、開発技術に関する報告

をまとめたもの。 
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広報 JIRCAS  

Vol.4 

・国際農研がめざす持続可能な世界 

・国際農研の海外における国際的な活動 

・海外で活躍する国際農研研究者 

・研究者こぼれ話 

・国際農研と SDGs（Sustainable 

Development Goals） 

・タイ、バンコクの東南アジア連絡拠点に

おける活動 

熱帯・島嶼研究拠点 安藤象太郎 

・タンザニアでのコメ生産性の安定化と

生産量の向上を目指して 

        農村開発領域 廣瀬千佳子 

・水管理を適切に行い塩類集積の軽減

をはかる 

農村開発領域 大西 純也 

Vol.5 

・国際農研のとりくみ  

・国際農研の海外における国際的な活動 

・海外で活躍する国際農研研究者 

・研究者こぼれ話 

・国際的なリーダーが集まる会議にも参

加しています（第 8 回 G20 首席農業

研究者会議） 

・国際再生可能エネルギー機関

（International Renewable Energy 

Agency IRENA）での活動 

          研究戦略室 増山 寿政 

・国境を越えて発生する害虫・イネウンカ

類の防除に向けて 

    生産環境・畜産領域 松川みずき 

・アフリカで土を診る 

    生産環境・畜産領域 伊ヶ崎健大 
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JIRCAS ニュース（和文）・Newsletter（英文） 

No.87 

・巻頭言 

・特集：国際農研のアフリ

カでの取り組み 

・共同研究機関紹介 

・JIRCAS の動き 

巻頭言 

SDGs への貢献を目指す国際農研のアフリカでの取り組み 

資源・環境管理プログラムディレクター 飛田 哲 

特集 

・西アフリカにおける砂漠化対処と食糧増産のための技術開発               

生産環境・畜産領域 伊ヶ崎健大 

・エチオピア高原における総合的な小流域管理モデルの構築                     

農村開発領域 幸田 和久 

生産環境・畜産領域 南雲 不二男 

・アフリカの未利用リン鉱石を活用した新規肥料の開発 

 生産環境・畜産領域 中村智史 

・高収量で安定した稲作に必要な資源をアフリカの農家に届ける 

ために                      生物資源・利用領域 柳原 誠司 

・西アフリカの地域作物を活用して地域の住民の生活を豊かに！              

生産環境・畜産領域 村中 聡 

・耕畜連携を通じたアフリカの畜産農家の所得向上に向けて              

生産環境・畜産領域 大矢 徹治 

共同研究機関紹介：マレーシア森林研究所（FRIM） 

  林業領域 谷 尚樹、岡 裕泰 

JIRCAS の動き 

・一般公開を開催しました 

・岩永理事長が G20 新潟農業大臣会合で報告                  

No.88 

・巻頭言 

・特集：JIRCAS 国際シン

ポジウム２０１９ 

・JIRCAS の動き 

・植物の越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力の必要性                  

研究戦略室長 飯山みゆき 

特集：JIRCAS 国際シンポジウム２０１９ 

・シンポジウムプログラム 

・基調講演から  

農産物安定生産プログラムディレクター  中島 一雄 

・セッション 1：越境性重要害虫    生産環境・畜産領域 小堀 陽一 

・セッション 1 より:アジアの重要越境性害虫イネウンカ類の殺虫剤利

用技術の開発                生産環境・畜産領域 松川みずき 

・セッション 2：越境性重要害と検疫 

・セッション 2 より: イネいもち病の国際ネットワーク研究 

熱帯・島嶼研究拠点 福田 善通 

 ・パネルディスカッション：越境性病害虫対策のための協力体制とは            

生物資源・利用領域 加藤 雅康 

JIRCAS の動き 

・2019年若手外国人農林水産研究者表彰報告 

・受賞者紹介 
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付表 9 令和元年度 国際シンポジウム・ワークショップ・セミナー等の開催実績 

 

  集会名 開催年月日 開催地 

1 

現地プロジェクト検討会 令和元年 6 月 1 日 
エチオピア 

メケレ市 

ステークホルダー会議 令和元年 6 月 2 日 
エチオピア 

Kilte Awlaelo 郡 

2 JIRCAS-NAFRI-NUOL 共同研究年次会合 令和元年 6 月 4 日 
ラオス 

ビエンチャン市 
3 JIRCAS-NAFRI 共同研究運営委員会 令和元年 6 月 5 日 

4 

Technical Workshop for “Project on 

Establishment of fertilizing crop cultivation 

promotion model using Burkina Faso 

phosphate rocks” 

令和元年 6 月 11 日 
ブルキナファソ 

ワガドウグ 

5 

Technical Coordinating Committee for 

“Project on Establishment of fertilizing 

crop cultivation promotion model using 

Burkina Faso phosphate rocks” 

令和元年 6 月 12 日 
ブルキナファソ 

ワガドウグ 

6 

第 3 回 アフリカ水資源利用効率化調査

にかかるテクニカルコミッティー（TC） 

The Meeting of 3rd Technical committee of 

“Study on improving water efficiency in 

irrigation schemes in Africa (WEIRS for 

Rice)” 

令和元年 6 月 18 日 

タンザニア 

アルーシャ州 

アルーシャ市 

7 

3rd Joint Coordination Committee (JCC) 

meeting for the SATREPS project 

“Fertility sensing and Variety Amelioration 

for Rice Yield (FY VARY)” 

令和元年 7 月 12 日 
マダガスカル 

アンタナナリボ 

8 

病害虫防除プロジェクト・ウンカ課題 中間

報告会 

Progress meeting for the project 

"Population dynamics of rice planthoppers 

and relationship with agricultural activities 

in Vietnam" 

令和元年 7 月 24 日 
ベトナム 

ハノイ 
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9 

「熱帯域の生態系と調和した複数種の組み

合わせによる持続的かつ効率的な養殖」に

関する JIRCAS-SEAFDEC ワークショップ 

JIRCAS-SEAFDEC Joint Workshop on 

IMTA Research; Understanding Current 

Challenges and Future Prospects 

令和元年 8 月 6 日 

～8 日 

フィリピン 

イロイロ、ギマラス 

10 

タイ科学技術博覧会 2019 

The National Science and Technology Fair 

2019 

令和元年 8 月 16 日

～25 日 

タイ 

ノンタブリ県 

11 
国際農業研究セミナー ～アフリカを動か

す農業の力～ 
令和元年 8 月 26 日 東京都 

12 
Plant phenotyping x Engineering アイデア

ソン 

令和元年 8 月 26 日

～27 日 

つくば市 

（JIRCAS 本所） 

13 アフリカ開発会議（TICAD7） 
令和元年 8 月 26 日

～30 日 
横浜市 

14 

TICAD7 公式サイドイベント 農林水産省

主催シンポジウム「アフリカを動かす力」－

食・農業の未来に向けて－ 

令和元年 8 月 28 日 横浜市 

15 

TICAD7 公式サイドイベント 

「Japan・Africa Business Forum & Expo」に

おける「African Countries x Japan Global 

Food Value Chain Development トークセッ

ション」 

令和元年 8 月 30 日 横浜市 

16 

「ダイズさび病および紫斑病の抵抗性育種

素材・品種の開発」の年次検討会 

Annual Meeting of “Development of 

breeding materials and varieties of soybean 

resistant to Asian soybean rust and 

Cercospora leaf blight” 

令和元年 9 月 11 日

～12 日 

ブラジル 

ロンドリーナ市 

17 

第 1 回合同調整委員会 

1st Joint Coordination Committee (JCC) 

meeting for the SATREPS project 

“Sustainable Replantation of Oil Palm by 

Adding Value to Oil Palm Trunk through 

Scientific and Technological Innovation” 

令和元年 9 月 19 日 
マレーシア 

ペナン 
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18 

Joint annual meeting for JIRCAS Research 

Projects “Blast Research Network for 

Stable Rice Production” and 

“Environmental Stress-Tolerant Crops” 

令和元年 9 月 24 日

〜26 日 

フィリピン 

ヌバエシア市 

19 

JIRCAS－カントー大学気候変動対応プロ

ジェクトワークショップ 2019 

JIRCAS-CTU Climate Change Project 

Workshop 2019 

令和元年 9 月 27 日 
ベトナム 

カントー市 

20 
タイにおけるツマジロクサヨトウの IPM 体系

構築に向けた研究ニーズの検討 

令和元年 10 月 17 日

～18 日 

タイ 

バンコク 

21 
INERA-JIRCAS Collaborative Research 

Project, Review and Planning Meeting 
令和元年 10 月 22 日 

ブルキナファソ 

ワガドウグ 

22 

4th Technical Coordinating Committee for 

“Project on Establishment of fertilizing 

crop cultivation promotion model using 

Burkina Faso phosphate rocks” 

令和元年 10 月 25 日 
ブルキナファソ 

ワガドウグ 

23 

JIRCAS-NAFRI-NUOL 共同研究ワークシ

ョップ 

Workshop of JIRCAS-NAFRI-NUOL 

Collaborative Projects from 2016 to 2021: 

Technical achievements of the projects and 

their applications - Potential and efficiency 

of underused agricultural and fishery 

resources in Laos - 

令和元年 10 月 30 日 
ラオス 

ビエンチャン市 

24 
モザンビークにおける家畜生産性向上およ

び家畜衛生に関するワークショップ 

令和元年 11 月 21 日

～22 日 

モザンビーク 

マプト市 

25 

JIRCAS 国際シンポジウム 2019 

「植物の越境性病害虫問題に取り組むため

の国際的な研究協力～SDGs への貢献」 

令和元年 11 月 26 日 つくば国際会議場 
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26 

JIRCAS プロジェクト研究「熱帯域の生態系

と調和した水産資源の持続的利用技術の

開発」に関する年次会合 

Annual Meeting on “Development of 

Technologies for Sustainable Aquatic 

Production in Harmony with Tropical 

Ecosystems” 

令和元年 12 月 3 日 つくば国際会議場 

27 

「熱帯域における持続的水産業研究及び

技術開発の展望」に関するワークショップ 

Workshop on “Perspectives for Research 

and Development on Sustainable Aquatic 

Production in Tropical Areas” 

令和元年 12 月 4 日

～5 日 
つくば国際会議場 

28 

Workshop for the mid-term evaluation (5th 

Technical Coordination Committee 

meeting, TCC) for the SATREPS project 

“Breakthrough in nutrient use efficiency 

for rice by genetic improvement and 

fertility sensing techniques in Africa” 

令和元年 12 月 12 日 
マダガスカル 

アンタナナリボ 

29 
2019 年度 RFD-JIRCAS プロジェクト運営

会議 
令和 2 年 2 月 24 日 

タイ 

バンコク 

30 
第 4 回アフリカ水資源利用効率化調査に

かかるテクニカルコミッティー（TC) 
令和 2 年 2 月 27 日 

タンザニア 

モシ市 

31 
2019 年度 FRIM-JIRCAS プロジェクト運営

会議 
令和 2 年 2 月 27 日 

マレーシア 

クアラルンプール 

31 件（国内 8、海外 23） 
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付表 10 令和元年度 アウトリーチ活動 

 

１） つくば本所 

  開催日 活動内容 会場 

1 平成 31 年 4 月 4 日 

JIRCAS メールマガジン 4 月増刊号 

科学技術週間 国際農研（つくば）一般公開のお知らせ 

日時：平成３１年４月１９日（金）～２０日（土） １０：００～１

６：００、場所：国際農研（つくば）研究本館・海外実験棟、

研究プログラム・プロジェクト紹介、ミニ講演会、苗配布、

熱帯果実の試食、エビ研究施設見学、クイズ他 

国際農研本所 

2 
平成 31 年 4 月 19 日

～20 日 

科学技術週間一般公開 

研究担当者による研究内容を紹介するポスター展示、

熱帯果実の試食、エビ研究施設の見学、バイオマス・キ

ヌア資料展示、世界の民族衣装の試着・写真撮影、ハイ

ビスカス・パイナップルの苗配布、金魚すくい、ミニ講演

会、クイズ大会等を行いました。本年は研究学園都市コ

ミュニティケーブルサービス（ACCS）で紹介されるなど、

盛況に開催することができました。来場者は１日目 458

名、2 日目 639 名、計 1,097 名 

国際農研本所 

3 
平成 31 年 4 月 26 日

～28 日 

第 8 回 G20 首席農業研究者会議展示 

第 8 回 G20 首席農業研究者会議に合わせて、ポスター

等を展示 

ホテルグランド

パレス(東京) 

4 平成 31 年 4 月 26 日 

JIRCAS メールマガジン第 69 号発行 

国際農研は「植物・動物学」分野で国内 8 位－米国クラ

リベイト・アナリティクス社の高被引用論文数集計による

日本の研究機関ランキング－、平成 31 年度一般公開

報告、インドネシア農業研究開発庁（IAARD）と共同研究

に係る覚書を締結、第 8 回 G20 首席農業研究者会議

（G20 Meeting of Agricultural Chief Scientists, G20 

MACS）への参加 他 

国際農研本所 

5 平成 31 年 4 月 26 日 

JIRCAS メールマガジン（英語版）第 13 号発行 

岩永理事長がインド中央塩類土壌研究所創立 50 周年

イベント「Golden Jubilee International Salinity 

Conference」に出席、フィリピン砂糖統制庁との共同研究

合意書を更新、ベトナム国アンジャン省で AWD 普及政

策に係るワークショップを開催し同省に提言を手交 他 

国際農研本所 
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6 
令和元年 5 月 10 日

～12 日 

G20 新潟農業大臣会合展示 

G20 新潟農業大臣会合に合わせて、ポスター等を展示 
朱鷺メッセ 

7 令和元年 5 月 10 日 

つくば科学出前レクチャー講師登録 

つくば市が、児童生徒の科学に対する関心を高め、科

学の心を育むことの手助けを目的に平成 7 年度から実

施している事業。講師登録した研究者は、希望のあった

小中学校に出向いて研究の説明や簡単な実験を行う。 

14 名を講師登録（平成 31 年 4 月 18 日登録依頼、令和

元年 5 月 10 日講師登録期限）。令和元年 5 月 15 日第

3 回運営会議で報告 

つくば市教育

委員会 

8 令和元年 5 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン第 70 号発行 

岩永理事長による G20 新潟農業大臣会合への参加、モ

ロッコ王国のラシャッド・ブフラル駐日大使が国際農研を

ご訪問、 SATREPS マダガスカルプロジェクトで整備した

研究設備のお披露目式開催 他 

国際農研本所 

9 
令和元年 6 月 5 日 

～7 日 

スマートコミュニティ JAPAN2019（バイオマスエキスポ）

出展 

オイルパーム廃材のバイオマス活用に関する研究成果

について、IHI 環境エンジニアリングと進めている共同研

究テーマと併せて関連する研究成果を展示 

東京国際展示

場（東京ビッグ

サイト） 

青海展示棟 

10 令和元年 6 月 26 日 

JIRCAS メールマガジン第 71 号発行 

バイオマスエキスポ 2019 出展報告、JIRCAS 国際シンポ

ジウム 2019 「植物の越境性病害虫問題に取り組むため

の国際的な研究協力〜SDGs への貢献（仮題）」 他 

国際農研本所 

11 令和元年 7 月 18 日 

サイエンス Q への講師推薦 

筑波研究学園都市交流協議会（筑協）が行う事業で、青

少年の科学技術離れ対策を図るため、小中学校に研究

員等が出向き、生徒からの科学技術に関する疑問に研

究員等が答える出前授業を行う。4 名推薦（令和元年 7

月 2 日推薦依頼、7 月 17 日提出期限）。令和元年 7 月

24 日第 8 回運営会議で報告 

筑波研究学園

都市交流協議

会（筑協） 

12 令和元年 7 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン第 72 号発行 

日本マレーシア協会との協定を締結、第 14 回熱研一般

公開(6 月 30 日)の開催報告、カットソイラーによる塩類

土壌の改良への取り組みがインドの新聞で紹介 他 

国際農研本所 
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13 令和元年 7 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン（英語版）第 14 号発行 

第 8 回 G20 首席農業研究者会議（G20 Meeting of 

Agricultural Chief Scientists, G20 MACS）への参加、岩

永理事長による G20 新潟農業大臣会合への参加、モロ

ッコ王国のラシャッド・ブフラル駐日大使が国際農研をご

訪問 他 

国際農研本所 

14 令和元年 8 月 29 日 

JIRCAS メールマガジン第 73 号発行 

ダイズさび病抵抗性大豆 2 品種をパラグアイ共和国で品

種登録、第 14 回熱研一般公開(6 月 30 日)の開催報告、

カットソイラーによる塩類土壌の改良への取り組みがイン

ドの新聞で紹介 他 

国際農研本所 

15 令和元年 9 月 26 日 

JIRCAS メールマガジン第 74 号発行 

「食と栄養のアフリカ・イニシアチブ（IFNA）」TICAD 7 サ

イドイベントへの参加、アキンウミ・アデシナ・アフリカ開

発銀行総裁と岩永理事長の会談、ルシアン・ラナリヴェ

ル マダガスカル農業畜産水産大臣と岩永理事長の会

談、国際稲研究所の Matthew K. Morell 所長らが国際農

研をご訪問、イスラム開発銀行の農業グローバルプラク

ティスマネージャーらが国際農研を訪問 他 

国際農研本所 

16 
令和元年 9 月 28 日

～29 日 

グローバルフェスタ JAPAN2019 

研究プログラムなどのパネル展示、刊行物の配布、コミュ

ニケーションタイムで、研究者との意見交換の場設置。コ

ミュニケーションのテーマ：生産環境・畜産領域村中聡

「食べたら双子が生まれる？西アフリカのヤム芋の秘

密」、水産領域森岡伸介「キノボリウオは木に登らない～

ラオスの変わった魚の生態と養殖」、生物資源・利用領

域藤田かおり「覗いてみよう！ラオス農村の食卓～ラオス

の食事って？どんな魚を食べてるの？栄養は？～」、生

物資源・利用領域永利友佳理「スーパーフード「キヌア」

で世界は救えるか？」、生産環境・畜産領域松本成夫

「農地を豊かにすると気候変動も緩和されるーこれを海

外で測ってみるー」、農村開発領域團晴行「アンドロポゴ

ンという草 －現地の植物資源を活用した SDGs への貢

献－」 

お台場センタ

ープロムナー

ド 
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17 令和元年 10 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン第 75 号発行 

SATREPS パームトランクプロジェクトの発足記念式典を

開催、「グローバルフェスタ JAPAN2019」出展報告、米国

ミシガン州立大学の教授が国際農研を訪問、土浦市立

土浦第三中学校の生徒 35 名が国際農研を訪問見学、

トルコ共和国・イズミール農業技術センターご一行が国

際農研をご訪問 他 

国際農研本所 

18 令和元年 10 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン（英語版）第 15 号発行 

イスフ・ニジェール共和国大統領と岩永理事長によるバ

イ会談、「食と栄養のアフリカ・イニシアチブ（ IFNA）」

TICAD 7 サイドイベントへの参加、アキンウミ・アデシナ・

アフリカ開発銀行総裁と岩永理事長の会談 他 

国際農研本所 

19 
令和元年 11 月 3 日

～4 日 

筑波大学学園祭「雙峰祭」出展 

アジア・太平洋島嶼水利用制限地域における資源保全

管理技術の開発（アジア・島嶼資源管理）、アフリカの食

料問題解決のためのイネ、畑作物等の安定生産技術の

開発（アフリカ食料）、アジアバイオマス（オイルパーム）

の研究紹介 

筑波大学 

20 令和元年 11 月 6 日 
JIRCAS メールマガジン 11 月増刊号 

JIRCAS 国際シンポジウム 2019 開催のお知らせ 
国際農研本所 

21 
令和元年 11 月 16 日

～17 日 

サイエンスアゴラ 2019 

国研協(国立研究開発法人協議会)と「《産業＊防災＊環

境》科学技術の連携で目指す SDGs」をテーマとして、気

候変動に関する研究成果「天水稲作の生産性を向上さ

せる農民の意思決定システム（WeRise）」のデモンストレ

ーションを行うなど、活動を紹介。 

東京・テレコム

センタービル 

22 
令和元年 11 月 20 日

～22 日 

アグリビジネス創出フェア 2019 

平成 30 年度の研究成果情報から 4 課題のポスターを展

示し、成果情報集などを配布した。 

①アフリカ小農支援のための農業経営計画モデル ②

支柱栽培したヤムイモ地上部バイオマスの非破壊推定 

③穂ばらみ期の地上分光計測データから収穫前にコメ

の収量が予測できる ④アジアモンスーン地域の天水稲

作における最適播種期予測による収量改善 

東京国際展示

場（東京ビッグ

サイト） 
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23 令和元年 11 月 26 日 

2019 年若手外国人農林水産研究者表彰式典 

受賞者 3 名に対して、小林農林水産技術会議会長より

賞状、岩永 JIRCAS 理事長より奨励金の目録が授与され

た。受賞者：①ハコボ・アランゴ・メヒア（国際熱帯農業セ

ンター）「温室効果ガス削減と地球温暖化対策のための

熱帯イネ科牧草に関する研究」、②マイ・ティ・ガン（ベト

ナム国家農業大学)「豚流行性下痢ウイルス検出のため

の簡便で正確かつ安価な診断検査法及びプール検査

システムの開発」、③レビジ・カヤットゥカンディ・バラン

（ニュージーランド第一次産業省植物防疫・環境研究

所）「分子生物学的手法によるインドの重要害虫の同

定、多様性の解明及び防除」。参加者９５名 

つくば国際会

議場中ホール

200 

24 令和元年 11 月 26 日 

JIRCAS 国際シンポジウム 2019 植物の越境性病害

虫に立ち向かう国際研究協力〜SDGs への貢献 

開会挨拶：岩永理事長、来賓挨拶は、島田和彦農林水

産技術会議事務局研究総務官、基調講演 2 題：座長中

島一雄、①「越境性植物病害虫との戦いに関する最近

の課題と病害虫に対処する農民を支援する FAO の戦

略」Jingyuan Xia、②「越境性植物病害虫管理に関する

CABI の経験：植物の健康システムの強化と助言の重要

性」Ulrich Kuhlmann、セッション 1 越境性重要害虫：座

長小堀陽一、大塚彰、真田幸代、松川みずき、Frédéric 

Baudron、セッション 2 越境性重要病害と検疫：座長福

田善通、福田善通、横井幸生、パネルディスカッション：

モデレータ加藤雅康、松村正哉、閉会挨拶：小山理

事 。参加者１８９名 

つくば国際会

議場中ホール

200 

25 令和元年 11 月 28 日 

JIRCAS メールマガジン第 76 号発行 

ベトナム農業遺伝学研究所の Pham Xuan Hoi 所長らが

国際農研をご訪問、ブルキナファソで肥料製造実証プラ

ントの引き渡し式を開催、筑波大学学園祭「雙峰祭」出

展報告、ネパール農業研究評議会（NARC）と共同研究

に係る覚書（MOU）を締結、「サイエンスアゴラ 2019」出

展報告 他 

国際農研本所 

26 令和元年 12 月 10 日 

技術が切り拓く、農林水産業の環境イノベーションフ

ォーラム 

ポスター展示「開発途上地域農業の温室効果ガス排出

抑制とリスク回避技術の開発」 

農林水産省 

７階講堂 
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27 令和元年 12 月 26 日 

JIRCAS メールマガジン第 77 号発行 

ベトナム国農業農村開発省水資源総局幹部行政官が

JIRCAS を訪問、JIRCAS 国際シンポジウム 2019「植物の

越境性病害虫に立ち向かう国際研究協力〜SDGs への

貢献」を開催、2019 年若手外国人農林水産研究者表彰

報告、越境性植物病害虫の研究連携に関する国際ワー

クショップへの参加、茨城大学大学院農学研究科の学

生らが国際農研を訪問 他 

国際農研本所 

28 令和 2 年 1 月 24 日 

SAT テクノロジー・ショーケース 2020 

つくばの主要な機関等と連携し、研究者・技術者が研究

成果を相互に披露するとともに、最先端の研究成果を全

国へ向けて情報発信する異分野交流事業。主催は、つ

くばサイエンスアカデミー（（一財）茨城県科学技術振興

財団）とＳＡＴテクノロジー・ショーケース２０２０実行委員

会。共催機関として、ポスター展示を行った。 

つくば国際会

議場 

29 令和 2 年 1 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン第 78 号発行 

第 49 回熱研市民公開講座「森のアイスクリーム チェリ

モヤ ～石垣島での栽培の可能性～」(12 月 20 日)の開

催報告、パナマ共和国のカルロス・ペレ大使ご一行が国

際農研をご訪問、国際連合食糧農業機関(FAO)のグス

タフソン副事務局長ご一行が国際農研をご訪問、2020

年若手外国人農林水産研究者表彰(Japan Award)の候

補者の募集について 他 

国際農研本所 

30 令和 2 年 1 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン（英語版）第 16 号発行 

社会科学領域の平野主任研究員が Green Asia Award

を受賞、ベトナム農業遺伝学研究所の Pham Xuan Hoi

所長らが国際農研をご訪問、ブルキナファソで肥料製造

実証プラントの引き渡し式を開催  他 

国際農研本所 

31 
令和 2 年 2 月 28 日 

 

JIRCAS メールマガジン第 79 号発行 

根の葉緑体を作るのに窒素同化鍵酵素が重要であるこ

とを発見 ～イネグルタミン合成酵素アイソザイムの巧妙

な使い分けを明らかに～、イネの光合成機能を増強し 

最大 3 割の増収、オイルパーム古木中の炭水化物量を

決定する要因を同定―廃棄されるオイルパーム古木の

効率的な利用に貢献―、高価なヒト由来酵素が微生物

酵素で代替可能に―新しい機能性食品の開発や人、動

物の医薬への応用に期待―、国際農研岩永理事長が

FAO 顧問団メンバーに就任―日本の技術や経験を世

界の農林水産業の発展に生かす― 他 

国際農研本所 



- 163 - 

 

32 令和 2 年 3 月 30 日 

JIRCAS メールマガジン第 80 号発行 

エチオピア国ティグライ州の水土保全事業の式典に国

際農研職員が参加、ブルキナファソ国立科学技術研究

センター所長から感謝状を授与、ボリビアのサン・アンド

レス大学（UMSA）と PROINPA との共同研究に係る共同

研究契約書（CRA）を調印 他 

国際農研本所 
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付表 10 平成 30 年度 アウトリーチ活動（続き） 

 

２）熱帯・島嶼研究拠点 

No. 開催日 活動内容 会場 

1 平成 31 年 4 月 1 日 

農業技術相談「リュウガンの苗購入

や葉の効能について」沖縄県石垣

市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

2 平成 31 年 4 月 2 日 

農業技術相談「マンゴー遺伝資源

の輸入手続について」福井県越前

市 上嶋農園(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

3 平成 31 年 4 月 4 日 埼玉県所沢市民見学(3 名) 熱帯・島嶼研究拠点 

4 平成 31 年 4 月 9 日 

農業技術相談「バイナップルとマン

ゴーの新品種の苗の分譲につい

て」沖縄県石垣市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

5 平成 31 年 4 月 19 日 
オランダ人・インドネシア人見学(2

名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

6 令和元年 5 月 10 日 

農業技術相談「牧草シグナルグラス

(クリーピングシグナルグラス)の形態

について」沖縄県石垣市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

7 令和元年 5 月 13 日 

農業技術相談「熱研農業技術講習

会による取り木方法の指導につい

て」沖縄県本部町民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

8 令和元年 5 月 16 日 
農業技術相談「インディカ米の栽培

について」沖縄県石垣市民(1 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

9 令和元年 5 月 21 日 

農業技術相談「アジア諸国での水

稲種子消毒について」大阪市 日

阪製作所(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

10 令和元年 5 月 21 日 

農業技術相談「ミラクルフルーツ果

実や DNA 実験」沖縄県立八重山農

林高等学校(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

11 令和元年 5 月 29 日 

農 業 技 術 相 談 「 イ ン ド 型 イ ネ 品

YTH183 の収量について」沖縄県農

業共済組合(NOSAI 沖縄) 本所農

産園芸部(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

12 令和元年 5 月 29 日 
農業技術相談「マンゴー品種の苗

の分譲について」愛知県愛西市民

(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

13 令和元年 5 月 31 日 
内閣府沖縄総合事務局農林水産

部長粒種米栽培状況視察(2 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

14 令和元年 6 月 3 日 
農業技術相談「イランイランの利用

方法と増殖について」沖縄県石垣

市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

15 令和元年 6 月 4 日 

農業技術相談「インド型イネの栽培

状況と種籾の提供について」沖縄

県石垣市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

16 令和元年 6 月 4 日 
農業技術相談「パッションフルーツ

の果実色や増殖について」沖縄県
熱帯・島嶼研究拠点 
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石垣市民(1 名) 

17 令和元年 6 月 7 日 
産業技術総合研究所植物工場見

学(5 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

18 令和元年 6 月 11 日 

農業技術相談「パッションフルーツ

品種「サニーシャイン」苗の入手方

法について」鹿児島県西之表市民

(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

19 令和元年 6 月 13 日 
山梨県立農業大学校先進農業研

修見学(29 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

20 令和元年 6 月 13 日 
農業技術相談「昔のサトウキビ品種

について」奈良県桜井市民(1 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

21 令和元年 6 月 17 日 奈良県奈良市民見学(1 名) 熱帯・島嶼研究拠点 

22 令和元年 6 月 17 日 
農業技術相談「珊瑚がなくなってい

る原因について」奈良県奈良市民(1

名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

23 令和元年 6 月 17 日 
農業技術相談「カカオの栽培につ

いて」三重県津市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

24 
令和元年 6 月 18 日

～19 日 

農林水産省農林水産技術会議事

務局越境性病害虫国際共同研究・

スマート農業研究現場視察(3 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

25 令和元年 6 月 20 日 

農業技術相談「マンゴー1 株に果実

900 個を実らせることについて」フジ

テレビ「めざましテレビ」 (1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

26 令和元年 6 月 30 日 第 14 回熱研一般公開（738 名） 熱帯・島嶼研究拠点 

27  令和元年 7 月 2 日 
東京大学大学院工学系研究科島

嶼水資源問題研究見学(2 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

28  令和元年 7 月 2 日 

農業技術相談「茨城県のマンゴー

農家が工夫している栽培管理につ

いて」テレビ朝日映像「ごはんジャパ

ン」(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

29  令和元年 7 月 3 日 

農業技術相談「マンゴーの栽培管

理や味・成分について」テレビ朝日

映像「ごはんジャパン」(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

30 令和元年 7 月 10 日 
内閣府沖縄総合事務局農林水産

部長粒種米収穫状況視察(1 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

31 令和元年 7 月 18 日 兵庫県神戸市民見学(6 名) 熱帯・島嶼研究拠点 

32  令和元年 7 月 23 日 

農業技術相談「アカバナーによるグ

リーンベルトの有効性について」沖

縄県久米島町サンゴ礁保全再生活

動地域協議会(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

33  令和元年 7 月 25 日 
農業技術相談「マンゴーの原産地、

アーウィンの占有率、品種・系統数

について」テレビマンユニオン(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

34 令和元年 8 月 1 日 

農業技術相談「JIRCAS ワークショッ

プ「太平洋島嶼地域における持続

可能な資源管理と環境保全」の報

告内容について」創価大学学部学

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 
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生(1 名) 

35 令和元年 8 月 22 日 

農業技術相談「バナナの生育適温

について」日企(日本テレビ「鉄腕ダ

ッシュ」)(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

36 令和元年 8 月 22 日 

農業技術相談「青パパイヤ品種の

識別方法と酵素含量の品種間差に

ついて」沖縄県那覇市 たま青果

(琉宮青果) (1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

37 令和元年 8 月 28 日 

令和元年度九州沖縄マッチングフ

ォーラム「熱帯・島嶼研究拠点(熱

研)育成パッションフルーツ品種「サ

ニーシャイン」とパパイヤ品種「石垣

珊瑚」の展示・紹介」 

長崎大学文教キャンパス 

環境科学部(長崎市) 

38 令和元年 9 月 6 日 
東海大学農学部「総合農学実習」

(30 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

39 令和元年 9 月 6 日 

農業技術相談「エリアンサスペレット

燃焼後のクリンカについて」茨城県

神栖市 田川農園(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

40 令和元年 9 月 18 日 

農業技術相談「牧草が枯れている

原因について」沖縄県石垣市民(1

名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

41 令和元年 9 月 19 日 

農業技術相談「バナナの収穫後の

古株の存在について」日企(日本テ

レビ「鉄腕ダッシュ」)(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

42 令和元年 9 月 19 日 

第 48 回熱研市民公開講座「暖地型

イネ科牧草ブラキアリア －熱帯で

の利用状況と新品種「イサーン」の

開発－」（23 名） 

石垣市健康福祉センター 

43 令和元年 9 月 24 日 

「知」の集積と活用の場「アジアモン

スーン PFS コンソーシアム」IT グリー

ンハウス見学会(17 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

44 令和元年 10 月 2 日 

農業技術相談「マウンテンパパイヤ

Vasconcellea pubescens について」

愛媛県南予地方局 八幡浜支局産

地戦略推進室(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

445 令和元年 10 月 4 日 

農業技術相談「バナナハートとバナ

ナの開花から収穫までの日数につ

いて」日企(日本テレビ「鉄腕ダッシ

ュ」)(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

46 令和元年 10 月 4 日 農業技術相談「キャッサバ食用部の 熱帯・島嶼研究拠点 
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生物学的な正式名称について」日

本放送協会(NHK)(1 名) 

(電話) 

47 令和元年 10 月 8 日 

農業技術相談「葉を食べるサツマイ

モ品種の入手について沖縄県石垣

市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

48 令和元年 10 月 8 日 

農業技術相談「パイナップルの生育

不良と病気枯死の原因について」

沖縄県石垣市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

49 
令和元年 10 月 8 日

～11 日 

JICA 国別研修「エチオピア国立イ

ネ研究研修センター強化プロジェク

ト」(3 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

50 令和元年 10 月 11 日 

農業技術相談「国際農研一般公開

時に配布したサトウキビの品種名と

継続栽培について」茨城県取手市

民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

51 令和元年 10 月 15 日 

農業技術相談「組織培養苗由来の

バナナの特性調査試験栽培を吸芽

増殖しての再試験について」農林

水産省食料産業局知的財産課 種

苗室(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

52 令和元年 11 月 11 日 
土壌肥料学会元会員熱帯・島嶼研

究拠点視察(4 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

53 令和元年 11 月 15 日 
サトウキビ・甘蔗糖関係検討会現地

視察（210 名） 
熱帯・島嶼研究拠点 

54 令和元年 11 月 16 日 
エコライフおきなわ 2019 ISHIGAKI 

OKINAWA(県民環境フェア)出展 

石垣市中央運動公園 総

合体育館 

55 令和元年 11 月 22 日 

農業技術相談「パッションフルーツ

新品種「サニーシャイン」の種苗販

売とアボガドについて」沖縄県石垣

市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

56 令和元年 12 月 3 日 

東京農業大学国際食料情報学部

食料環境経済学科フィールド研修

(二)石垣・西表コース見学（55 名） 

熱帯・島嶼研究拠点 

57 令和元年 12 月 10 日 

農業技術相談「八重山農業、泡盛

プロジェクト、インド型イネ栽培など

について」東京農業大学 4 年生、同

大学 OB(2 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

58 令和元年 12 月 12 日 長野県伊那市民見学(2 名) 熱帯・島嶼研究拠点 

59 令和元年 12 月 16 日 

農業技術相談「石垣島でのナスミバ

エの発生について」沖縄県石垣市

民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 
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60 令和元年 12 月 20 日 
農研機構なろりんブログの取材(3

名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

61 令和元年 12 月 20 日 

第 49 回熱研市民公開講座「森のア

イスクリーム チェリモヤ ～石垣島

での栽培の可能性～」（43 名） 

石垣市健康福祉センター 

62 令和 2 年 1 月 13 日 

アジアモンスーンＰＦＳコンソーシア

ムシンポジウム参加者植物工場見

学(44 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

63 令和 2 年 1 月 15 日 
農業技術相談「チャリモヤの栽培に

ついて」沖縄県那覇市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

64 令和 2 年 1 月 16 日 

農業技術相談「アボカドの輸入品種

や収穫期について」日企(日本テレ

ビ系 TV 番組制作業者) (1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

65 令和 2 年 1 月 27 日 

農業技術相談「マンゴスチンを大規

模栽培したビジネスについて」徳島

県徳島市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

66 
令和 2 年 1 月 28 日 

～30 日 

農研機構本部つくば技術支援セン

ター短期研修（2 名） 
熱帯・島嶼研究拠点 

67 令和 2 年 2 月 4 日 
農業技術相談「ジャトロファの国内

栽培について」京都府南丹市(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

68 令和 2 年 2 月 14 日 

農業技術相談「イネ品種コガネモチ

の種子分譲について」沖縄県石垣

市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

69 令和 2 年 2 月 17 日 
農業技術相談「マンゴー台木の種

類について」沖縄 TLO(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

70 令和 2 年 2 月 21 日 

農業技術相談「ステビアなどの甘味

原料植物について」沖縄県石垣市

民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電話) 

71 令和 2 年 2 月 22 日 

日本熱帯果樹協会会員交流会 in

沖縄「パッションフルーツの開花結

実と温度の関係」(依頼講演) 

沖縄県国頭郡宜野座村  

道の駅 

72 令和 2 年 2 月 23 日 

日本熱帯果樹協会会員交流会 in

石垣「パッションフルーツの開花結

実と温度の関係」(依頼講演) 

沖縄県石垣市 結い心セ

ンター 

73 令和 2 年 2 月 25 日 

地域における気候変動適応実践セ

ミナー(中国四国地域)「熱帯果樹の

栽培・普及に関する展望」(話題提

供) 

TKP ガーデンシティ岡山  

カンファレンスルーム 4I 

74 令和 2 年 2 月 27 日 地域における気候変動適応実践セ フクラシア東京ステーショ
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ミナー(関東地域) 「熱帯果樹の栽

培・普及に関する展望」(話題提供) 

ン 6A 

75 令和 2 年 3 月 2 日 沖縄県石垣市民見学(3 名) 熱帯・島嶼研究拠点 

76 令和 2 年 3 月 5 日 

農業技術相談「泡盛原料インド型イ

ネ YTH183 の簡単な説明について」

内閣府沖縄総合事務局受託事業

「琉球泡盛海外輸出プロジェクト」

ABP 事務局(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 

(電子メール) 

77 令和 2 年 3 月 16 日 
京都府京都市民(2 名)・沖縄県石垣

市民(2 名)見学(4 名) 
熱帯・島嶼研究拠点 

78 令和 2 年 3 月 16 日 

農業技術相談「熱帯果樹(ジャックフ

ルーツ、マンゴーなど)の庭栽培に

ついて」京都府京都市民(1 名) 

熱帯・島嶼研究拠点 
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付表 11 令和元年度 国内外で開催された国際会議への出席状況 

 
 会議名（主催者） 開催国 開催時期 出席者（所属） 

1 
NAFRIの 20周年記念セミナ

ー 
ラオス 平成 31年 4月 

森岡 伸介 （水産領域) 

福田 善通 (熱帯・島嶼

研究拠点） 

2 

「気候変動・反応性窒素・

食料安全保障と持続的農業

（Climate change, 

reactive nitrogen, food 

security and sustainable 

agriculture）」のワークシ

ョップ 

ドイツ 平成 31年 4月 
G. V. スバラオ （生産環

境・畜産領域） 

3 国際イネいもち病会議 中国 令和元年 5月 
福田 善通 (熱帯・島嶼

研究拠点） 

4 
国際学会 4th World 

Congress on Agroforestry 
フランス 令和元年 5月 

酒井 徹 （社会科学領

域）  

5 CGIARシステム理事会 エチオピア 令和元年 5月 
村中 聡 (生産環境・畜

産領域) 

6 

ドイツバイオマス協会主催

議員の夕べ 

 

ドイツ 

 

令和元年 5月 

 

増山 寿政 （研究戦略

室) 

 

7 

IEAバイオエネルギー・ワ

ークショップ「バイオエコ

ノミーのためのバイオマス

サプライチェーンの持続可

能性に関するガバナンス構

築」 

 

オランダ 令和元年 5月 
増山 寿政 （研究戦略

室) 

8 

EURACTIVE公開討論会「変

化する EUの政策環境におけ

る長期的なバイオ燃料戦

略：脱炭素化への道」 

ベルギー 令和元年 5月 
増山 寿政 （研究戦略

室) 

9 CARD運営委員会 ケニア 令和元年 6月 
飯山（ディキシット）みゆ

き (研究戦略室） 

10 SDGC/A 3周年記念式典会合 ルワンダ 令和元年 6月 
飯山（ディキシット）みゆ

き (研究戦略室） 
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11 第 28回世界食料見通し会合 南アフリカ 令和元年 6月 
古家 淳 (社会科学領

域） 

12 
JIRCAS-NAFRI-NUOL共同研

究年次会合 
ラオス 令和元年 6月 

中原 和彦 (生物資源・

利用領域) 

今矢 明宏 （林業領域)  

森岡 伸介 （水産領域) 

奥津 智之 （水産領域） 

丸井 淳一朗 (生物資

源・利用領域） 

阿部 寧 （水産領域) 

緒方 達志 （熱帯・島嶼

研究拠点) 

山中 愼介 （熱帯・島嶼

研究拠点) 

羽佐田 勝美 （農村開発

領域) 

浅井 英利 （生産環境・

畜産領域） 

川村 健介 （社会科学領

域） 

山本 由紀代 (プログラ

ムディレクター) 

藤田（富田）かおり (生物

資源・利用領域) 

木村 健一郎 （農村開発

領域) 

岡 裕泰 (林業領域） 

13 国際ペレット会議 2019 ドイツ 令和元年 6月 
増山 寿政 （研究戦略

室) 

14 

"第 7回 GBEPバイオエネル

ギーウィーク 

グローバル・バイオエネル

ギー・パートナーシップ

（GBEP）主催" 

フィリピン 令和元年 6月 
増山 寿政 （研究戦略

室) 
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15 

農業・応用経済学会

（Agricultural & Applied 

Economics Association: 

AAEA）2019年年次大会 

米国 令和元年 7月 
白鳥 佐紀子 (研究戦略

室) 

16 国際ウンカ科学会 ベトナム 令和元年 7月 
松川(中田)みずき （生産

環境・畜産領域） 

17 

第 15回フィリピン海洋科学

シンポジウム、SEAFDEC/AQD

創立記念式典 

フィリピン 令和元年 7月 南部 亮元 （水産領域) 

18 
International Phosphorus 

Workshop 9 
スイス 令和元年 7月 

福田 モンラウィー （生

産環境・畜産領域） 

19 

Association of Tropical 

Biology and 

Conservation2019年大会

（ATBC2019） 

マダガスカ

ル 

令和元年 7 月～

8月 
谷 尚樹 (林業領域） 

20 

ASEAN＋３農林大臣会合特別

高級実務レベル会合特別会

議 

ベトナム 令和元年 8月 
草野 栄一 （社会科学領

域） 

21 
第 14回農業園芸学会

（Agri2019） 
イタリア 令和元年 8月 

金森 紀仁 (研究戦略

室) 

22 
国際学会 Microscopy & 

Microanalysis 2019 
米国 令和元年 8月 

パトリック  E ヘイズ

(JSPS外国人特別研究員) 

23 

国際学会 Greenhouse Gas 

and Animal Agriculture 

(GGAA) Conference 2019、

GRA-LRG会合 

ブラジル 令和元年 8月 
前田 高輝 (生産環境・

畜産領域) 

24 GRA-LRG年次総会 ブラジル 令和元年 8月 
飛田 哲 (プログラムデ

ィレクター) 

25 
SATRESP/パームトランク発

足記念式典 
マレーシア 令和元年 9月 岩永 勝 (理事長） 

26 

CGIARイネ研究プログラム

（RICE CRP）独立運営委員

会 

タイ 令和元年 9月 岩永 勝 (理事長） 

27 

RICE CRP Monitoring, 

Evaluation, Learning, 

Gender and Impact 

Assessment (MELIAG) 会議 

タイ 令和元年 9月 

柳原 誠司 (生物資源・

利用領域） 

吉橋 忠 (生物資源・利

用領域） 

辻本 泰弘 （生産環境・

畜産領域） 
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28 

地域食料資源品質評価技術

の開発及び食品加工に関す

る国際セミナー

（International Seminar 

on : Future Food  for 

Well-Being : Aging 

Society, カセサート大学食

品研究所（IFRPD）主催） 

タイ 令和元年 9月 
中原 和彦 (生物資源・

利用領域) 

29 

国際灌漑排水委員会

（ICID）第 70回国際執行理

事会、第 3回世界かんがい

フォーラム（WIF3） 

インドネシ

ア 
令和元年 9月 

山岡 和純 (農村開発領

域） 

30 

マレーシア農業開発研究所

(MARDI）主催 サイレージ

ワークショップ  

マレーシア 令和元年 9月 
蔡 義民  (生産環境・

畜産領域) 

31 

SATREPS/パームトランク発

足記念式典、合同調整委員

会（JCC） 

マレーシア 令和元年 9月 

小杉 昭彦 (生物資源・

利用領域) 

近藤 俊明 (生物資源・

利用領域) 

荒井 隆益 (生物資源・

利用領域) 

藍川 晋平 (生物資源・

利用領域) 

32 

国際学会（14th 

International Symposium 

on Buckwheat） (国際ソバ

研究会主催） 

インド 令和元年 9月 
藤田（富田）かおり (生物

資源・利用領域) 

33 アフリカ農業経済学会 
ナイジェリ

ア 
令和元年 9月 

鬼木 俊次 (社会科学領

域） 

34 

Plant, Cell & Environment 

40th Anniversary 

Symposium 

英国 令和元年 9月 
永利 友佳理 （生物資

源・利用領域） 

35 

年次検討会「さび病を中心

とする大豆病害の抵抗性育

種素材・品種の開発」 

ブラジル 令和元年 9月 

中島 一雄 (プログラム

ディレクター) 

加藤 雅康 (生物資源・

利用領域) 

柏 毅 (生物資源・利用

領域) 
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山中 直樹 (生物資源・

利用領域） 

36 

JIRCAS-カントー大学気候変

動プロジェクトワークショ

ップ 2019（JIRCAS-CTU 

Climate Change project 

Workshop2019） 

ベトナム 令和元年 9月 

レオン 愛 （社会科学領

域） 

南川 和則 (生産環境・

畜産領域) 

小田 正人 (生産環境・

畜産領域) 

前田 高輝 (生産環境・

畜産領域) 

藤原 信好 （農村開発領

域) 

飛田 哲 (プログラムデ

ィレクター) 

宇野 健一 （農村開発領

域) 

泉 太郎 （農村開発領

域) 

渡辺 武 (熱帯・島嶼研

究拠点） 

37 

Global Research Alliance 

(GRA)、第 5回クライメー

ト・スマート・アグリカル

チャー(CSA)グローバル科学

会議 

インドネシ

ア 
令和元年 10月 岩永 勝 (理事長） 

38 GRA水田研究グループ会合 
インドネシ

ア 
令和元年 10月 

南川 和則 (生産環境・

畜産領域) 

39 
第 40回アジアリモートセン

シング会議（ACRS2019） 
韓国 令和元年 10月 

平野 聡 (社会科学領

域） 

40 
第 3回国際サイレージシン

ポジウム 
中国 令和元年 10月 

蔡 義民  (生産環境・

畜産領域) 

41 
APAARI地域専門者会合、第

23回 CORRA会議 
インド  令和元年 10月 

浦尾 剛 （生物資源・利

用領域) 

42 

第 2回植物分子生物学国際

会議（2nd International 

Conference on Plant 

Molecular Biology） 

オランダ 令和元年 10月 
サール パパ サリオウ 

（生産環境・畜産領域) 

43 JIRCAS-NAFRI-NUOL共同研 ラオス 令和元年 10月 阿部 寧 （水産領域) 
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究ワークショップ 丸井 淳一朗 (生物資

源・利用領域） 

今矢 明宏 （林業領域)  

森岡 伸介 （水産領域) 

川村 健介 （社会科学領

域） 

山本 由紀代 (プログラ

ムディレクター) 

岡 裕泰 (林業領域） 

緒方 達志 （熱帯・島嶼

研究拠点) 

山中 愼介 （熱帯・島嶼

研究拠点) 

羽佐田 勝美 （農村開発

領域) 

浅井 英利 （生産環境・

畜産領域） 

奥津 智之 （水産領域） 

藤田（富田）かおり (生物

資源・利用領域) 

44 

グローバル・バイオエネル

ギー・パートナーシップ

（GBEP）会合 

イタリア 令和元年 10月 
増山 寿政 （研究戦略

室) 

45 

中国農業科学院主催

GLAST2019会議 GLAST 

(Global Forum of Leaders 

for Agricultural Science 

& Technology) 

中国 令和元年 11月 小山 修 （理事) 

46 
9th CGIAR System Council 

会合 
中国 令和元年 11月 

飯山（ディキシット）みゆ

き (研究戦略室） 

47 

温帯イネ研究コンソーシア

ム（TRRC）Symposium 

Workshop 

中国 令和元年 11月 
福田 善通 (熱帯・島嶼

研究拠点） 

48 World Veg（AVRDC）理事会 台湾 令和元年 11月 岩永 勝 (理事長） 



- 176 - 

 

49 

第 17回イネの機能ゲノミク

スに関する国際シンポジウ

ム（ISRFG） 

台湾 令和元年 11月 
マティアス ビスバ （生

産環境・畜産領域) 

50 
Asia Biomass to Powerカ

ンファレンスセッション 
マレーシア 令和元年 11月 

小杉 昭彦 (生物資源・

利用領域) 

51 
ラオス国立大学国際科学フ

ォーラム 
ラオス 令和元年 11月 

丸井 淳一朗 (生物資

源・利用領域） 

52 

モザンビークにおける家畜

生産性向上および家畜衛生

に関するワークショップ 

モザンビー

ク 
令和元年 11月 

松本 武司 （農村開発領

域) 

53 
植物遺伝資源に関する国際

条約（ITPGR）会議 
イタリア 令和元年 11月 

金森 紀仁 (研究戦略

室) 

54 

サンパウロ研究財団

(FAPESP)-科学技術振興機構

(JST) 合同ワークショップ

「食用作物とバイオエネル

ギーの効率的かつ改善され

た生産のためのバイオテク

ノロジー」 

ブラジル 令和元年 11月 
中島 一雄 (プログラム

ディレクター) 

55 

GRA-LRGワークショップ(ア

メリカペンシルバニア大学

A. Hristov及びマレーシア 

プトラ大学の Liang Juan 

Boo主催) 

マレーシア 令和元年 12月 
前田 高輝 (生産環境・

畜産領域) 

56 

国連気候変動枠組条約第 25

回締約国会議（UNFCCC 

COP25） 

スペイン 令和元年 12月 
泉 太郎 （農村開発領

域) 

57 

キングモンクット工科大学

（KMUTT）国際研究諮問委員

会（IRAP） 

タイ 令和 2年 1月 岩永 勝 (理事長） 

58 第 10回 IRENA総会 
アラブ首長

国連邦 
令和 2年 1月 

増山 寿政 （研究戦略

室) 

59 

首席農業研究者会議（G20 

Meeting of Agricultural 

Chief Scientists, G20 

MACS） 

サウジアラ

ビア 
令和 2年 2月 岩永 勝 (理事長） 

60 
国際民間航空機関（ICAO)燃

料タスクフォース会合 

アラブ首長

国連邦 
令和 2年 2月 

増山 寿政 （研究戦略

室) 
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61 
再生可能エネルギー成長フ

ォーラム 
スリランカ 令和 2年 2月 

増山 寿政 （研究戦略

室) 

62 

「持続可能な地域開発のた

めの持続可能なチーク・バ

リューチェーン・フォーラ

ム」 

ラオス 令和 2年 2月 岡 裕泰 (林業領域） 

63 
FAO事務局長顧問団・第一

回会合 
イタリア 令和 2年 2月 岩永 勝 (理事長） 
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付表 12 令和元年度 JIRCAS セミナー開催状況 

 

開催日 
番

号 
演  題 

発表者 

（所属領域等名） 

プロジェ 

クト 

参加

者数 

第 1 回 

H31.4.10 
1 

地球と食料の未来のために：国際農林

水産業研究の挑戦 

岩永 勝 

（理事長） 
― 101 

第 2 回 

H31.4.24 

2 
持続的な農業の実現に向けた土壌－

作物インタラクションの解明 

伊ヶ崎健大 

（生産環境・畜産

領域） 

A2 流域

管理 

45 

3 
フィリピン天水稲作地域への WeRise の

適用（ポスターセッション） 

林 慶一 

（生産環境・畜産

領域） 

A1 気候

変動対応 

第 3 回 

R1.5.15 
4 フードバリューチェーンの研究とは何か 

草野栄一 

（社会科学領域） 

C1 フード

バリュー

チェーン 

49 

第 4 回 

R1.5.29 
5 

農業研究のインパクト評価 – 展開・概

念・課題 

飯山みゆき 

（研究戦略室） 
専門分野 49 

第 5 回 

R1.6.12 

6 
科学技術を途上国問題の解決に応用

するには？ 

泉 太郎 

（農村開発領域） 
専門分野 44 

7 
農業 ICT 、IoTにどのように取り組むの

か？ 

藤原信好 

（農村開発領域） 

第 6 回 

R1.6.26 
8 

国際農研で開発される技術の経営的・

経済的評価に向けて 

古家 淳 

（社会科学領域） 
専門分野 41 

第 7 回 

R1.7.10 

9 
Current State of Progress & Future 

Direction of BNI Research 

GV Subbarao 

（生産環境・畜産

領域） 

A4BNI 

36 

10 

エチオピア高山地域における SfM 法を

用いた樹木バイオマスの推定（ポスタ

ーセッション） 

酒井 徹 

（社会科学領域） 

A2 流域

管理 

第 8 回 

R1.7.24 
11 

アフリカの小規模農家の圃場生産性向

上・収益増加に向けてのアプローチ 

村中 聡 

（生産環境・畜産

領域） 

B1 アフリ

カ食糧 
36 

第 9 回 

R1.9.4 

12 途上国の食料ロス問題を考える 

浦尾 剛 

（生物資源・利用

領域） 

専門分野 

41 

13 
ガーナ北部州農村におけるコメ料理嗜

好の分析（ポスターセッション） 

白鳥佐紀子 

（研究戦略室） 

B1 アフリ

カ食糧 

第 10 回 

R1.9.25 

14 
高付加価値化に向けた陸稲遺伝資源

の活用 

浅井英利 

（生産環境・畜産

領域） 
C3 農山

村資源活

用 

39 

15 
中間山地におけるイネ遺伝資源を用

いた米の付加価値化の研究 

圓山恭之進 

（生物資源・利用

領域） 
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第 11 回 

R1.10.9 
16 

拠点の意義、特徴を生かした次期中長

期研究戦略 

大前 英 

（熱帯・島嶼研究

拠点） 

専門分野 47 

第 12 回 

R1.10.25 
17 大規模灌漑システムの利用向上手法 

堀川直紀 

（農村開発領域） 

A1 気候

変動対応 
33 

第 13 回 

R1.11.6 
18 CGIAR との国際共同研究の重要性 

金森紀仁 

（研究戦略室） 

プログラム

D 
46 

第 14 回 

R1.11.20 
19 

開発途上国でスマート農業：ICT と AI

の活用 

川村健介 

（社会科学領域） 

C3 農山

村資源活

用 

35 

第 15 回 

R1.12.11 
20 

フタバガキ造林への分子生物学、ゲノ

ム科学の活用 

谷 尚樹 

（林業領域） 
専門分野 37 

第 16 回 

R1.12.25 
21 

東南アジアにおける水産研究の課題と

展望 

阿倍 寧 

（水産領域） 
専門分野 44 

第 17 回 

R2.1.8 

22 
SDGs に向けた植物科学の新展開：新

技術の活用と展望 

藤田泰成 

永利友佳理 

小賀田拓也 

（生物資源・利用

領域） 

B2 不良

環境耐性

作物開発 

52 

23 
CK2タンパク質のストレス応答シグナル

における役割（ポスターセッション） 

永利友佳理 

（生物資源・利用

領域） 

第 18 回 

R2.1.22 
24 

開発途上地域における畜産研究の動

向と課題 

蔡 義民 

（生産環境・畜産

領域） 

専門分野 35 

第 19 回 

R2.2.5 
25 

開発途上地域における害虫防除技術

開発の課題と展望 

小堀陽一 

（生産環境・畜産

領域） 

B4 病害

虫防除 
30 

第 20 回 

R2.2.26 
26 

次期中長期計画に向けての中長期戦

略 WG の検討状況 

小山 修 

（理事） 
- 54 
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付表 13 セグメントごとの成果 

 

セグメント名 査読論文（件） 学会発表（件） 

資源・環境管理 23 34 

農産物安定生産 43 30 

高付加価値化 28 29 

情報収集分析 8 3 

その他 0   8 

計 102 104 

 

 

 

 

 


